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第１章 日本の女性労働を取り巻く現状と問題意識 

 少子高齢化に伴う人口減少社会の中で、女性の労働力は今かつてないほど注目を浴びて

いる。しかし現状では、女性は男性と比較してライフイベントの影響を受けやすく、労働

市場における男女間格差が大きい。結婚や出産等のライフイベントによる就業への影響を

緩和するために、1992 年に育児休業法が施行され、同制度は改正を繰り返しながら女性

が離職しやすい時期に就業を継続する一助となってきた。本研究は、男女間格差が存在す

る労働市場において多くの働く女性が直面すると考えられる出産・子育て期の就業継続の

問題を、特に育児休業制度や短時間勤務制度などの両立支援制度に着目しながら、制度利

用とキャリア発展の関係に研究の関心を置き、実証研究を行っていくものである。 

 研究の全体像を示す第 1 章では、まず、日本の労働市場の中で女性がどのような格差に

直面しているかを、男性との比較から概観し、女性が出産後も働き続けるために必要不可

欠と考えられる両立支援策について、利用実態を確認する。その上で、両立支援策が持ち

得るキャリアへの負の影響について言及し、本研究の目的を明らかにする。 

 

第１節  労働市場における男女の格差 

 1985 年に男女雇用機会均等法が成立してから 30 年以上が経過し、現代を生きる女性に

は実に多くの働き方、そして結婚や出産などの生き方に関わる選択肢が広がっている。学

校卒業後にどのような職業に就くか、何歳で結婚・出産し、仕事は継続するか、しないか。

そもそも結婚や出産はしないか。少子高齢化に伴う労働力不足が予想される中、女性の労

働力に対する期待が高まり、ワーク・ライフ・バランスの考え方も徐々に浸透し、子ども

を持ちながら仕事を続ける女性像はより一般的になってきたと言えるだろう。 

 しかし一方で、世界経済フォーラムによる男女格差に着目したジェンダーギャップ指数

（GGI：経済・教育・健康・政治の 4 分野 14 項目のデータから成る）は、日本は 2019 年

時点で調査対象 153 か国中 121 位と、2018 年の 110 位より順位を下げ、過去最低を記録

した。4 分野の順位はそれぞれ、教育分野（Educatin Attainment）91 位、健康分野(Health 

and Survival)40 位、経済分野（Economic Participation and Opportunity）115 位、政治分

野（Political Attainment）144 位となっており、特に経済分野、政治分野での順位が低い

ことが低迷の要因となっている。この 30 年間で女性の選択肢は広がったが、女性活躍と

いう観点から見た場合男女間の格差は根強く残っている現状が伺える。 

 さらに経済分野を構成する 5 つの要素について詳しく見てみると、労働参加率（Labour 

force participation）が 79 位、同一労働における男女の賃金差（Wage equality for similar 

work）が 67 位、収入の男女差（Estimated earned income）が 108 位、管理的なポストに

おける男女差（Legislators, senior officials and managers）が 131 位、専門職、技術職の男

女差（Professionals and technical workers）が 110 位となっている。経済分野で日本の男

女格差が大きい理由は、女性雇用の量（労働参加率）と比べて、女性雇用の質（管理的な
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ポスト、専門職・技術職）における男女差が大きく、結果として、賃金差につながってい

るためであると考えられる。 

 実際に、日本の人口（15～64 歳、労働力人口と非労働力人口を合わせた総数）に占め

る女性就業者（完全失業者を含む）の割合は、男性がほぼ一貫して 8 割を超えて高止まり

している一方で、女性は 1980 年から少しずつ上昇しており、特に近年になるにつれてそ

の伸びは著しい（図 1-1）。この水準が国際的な位置の中でどの程度なのか、2018 年の就

業率を OECD 加盟国の中で国際比較してみると（図 1-2）、G7 および OECD から得られ

る G20 加盟国データの中で日本女性の就業率はドイツ、カナダ、英国に続いて 4 番目の

高さである。トップグループではないが、相対的に高いグループに位置していると言える

だろう。 

 しかし、ここに含まれる「就業者」には「従業者」と「休業者」が含まれるのみで、正

規雇用、非正規雇用などの雇用タイプは分かれていない。日本の女性の「就業者」に非正

規雇用がどの程度含まれるのか『平成 30 年度労働力調査』（総務省）で確認してみると、

15～64 歳の生産年齢人口における男性の非正規労働者割合が 16.5％であるのに対し、女

性は 49.6％である。つまり、日本の女性の国際的に見れば高い就業率は、約半数が非正規

労働者によって支えられている。女性の労働力の「量」は増加しているが、「質」の面か

ら考えると、女性は非正規雇用などの不安定雇用や、男性基幹職をサポートするような周

辺労働に甘んじている現状を窺い知ることができる。 

 ただし、就業の非正規化の要因は、経済のグローバル化、ICT 化によって付加価値の高

い仕事が重要視されるようになった世界的な潮流と、その背後で相対的に付加価値の低い

仕事に従事する労働者を、企業内育成を重視する日本企業は企業内労働市場の外から調達

するようになった（阿部, 2010）労働需要側の要因もある一方で、労働供給側の女性自身

が結婚・出産期において離職しやすく、その後再就職する際にフルコミットメントが求め

られる正規職ではなく、時間の融通がきき、転勤などがない非正規職を選択しやすいとい

う理由から自発的に選択しているという背景がある。 
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図 1－1 就業率の推移 

 

出典：総務省『労働力調査』（長期時系列データ, 基本集計） 

 

 

図 1－2 Employment rate of Women 

 

出典：OECD Employment and Labour Market Statistics, 2018 
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 同じく女性労働の「質」を表す指標として、女性の管理職比率も有効だろう。政府は成

長戦略の一環として、「出産・子育て等による離職を減少させるとともに、指導的地位に

占める女性の割合の増加を図り、女性の中に眠る高い能力を十分に開花させ、活躍できる

ようにする」ことを大々的に打ち出し、2030 年までに管理的なポストに占める女性の割

合を 30％にすることを目標としているが、現実に目を向けてみると、現在の日本の女性

管理職比率は非常に低いと言わざるを得ない。『平成 30 年版男女共同参画白書』（内閣府）

によると、女性の管理職比率は係長相当職で 18.4％、階級が上がるほど減り部長相当職の

場合は 6.3％である。2015 年に発行された ILO の“Women in Business and Management 

Gaining Momentum”では、各国の部長職級に占める女性の割合がランキング形式で示さ

れている。それによると、日本は 108 か国中 96 位 11.1％であり、諸外国と比較してもそ

の水準は低い。先に紹介した世界経済フォーラムによる“Global Gender Gap Report 2020”

における国別レビューの中でも、“Only 15% of senior and leadership positions are held by 

women (131st), whose income is around half that of men (108th)”という指摘がされてお

り、経済分野を構成する 5 つの要素の中でも管理的ポジションに着く女性の少なさは最

低の順位を獲得している。 

 この管理職比率の差は、男女の人的資本の差によるものなのだろうか。人的資本を形成

する学歴や勤続年数について確認してみると、男女の高等学校進学率は既に 90％以上を

超えて久しく、大きな差は見られない。大学進学率について『学校基本調査』（文部科学

省）より 1980 年からの推移を確認してみると、男女ともに進学率は伸びているが、女性

は 12.3％から 50.1％へと大きな進展を遂げている。直近の平成 30 年（2018 年）では、

男子 56.3％、女子 50.1％であり、その差は 6.2％と、男女間の大学進学率は相当程度縮小

してきていると言って良いだろう（図 1－3）。 

 また、勤続年数については、男女ともに 1980 年から 2018 年にかけて男性は 2.9 年、

女性は 3.6 年の伸長が見られ、女性の伸び幅が大きい。しかし大学進学率の伸びほどには

勤続年数の伸びは見られない（図 1－4）。 

 女性の勤続年数が伸び悩む大きな理由の一つとして、出産・子育て期の離職が挙げられ

る。「寿退社」などと呼ばれていた結婚をきっかけとした離職については近年減少傾向が

見られるが、まだ第一子出産前後の離職率は高い。国立社会保障・人口問題研究所の『第

14 回出生動向基本調査』（2010 年）では、第一子出産前後で 6 割の女性が離職しており、

続く『第 15 回出生動向基本調査』（2015 年）ではやや改善されたものの、依然として出

産前に就業していた女性の 46.9％が出産退職を選択している。男女の就業率を 1985 年か

ら 10 年ごとに、年齢階級別に確認してみると、男性はこの約 30 年間でほとんど変化が

見られない。女性はいわゆる「M 字型カーブ」の底の部分が徐々に上昇している様子が見

られるが、出産・子育て期である 30 代にはまだ落ち込みが見られる（図 1－5）。 
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図 1－3 男女別大学進学率の推移 

 

 出典：『学校基本調査』（文部科学省）より筆者作成 

※大学（学部）進学率は「大学学部入学者数」／「３年前の中学卒業者及び中等教育学校前期課程修了

者数」×100 により算出。 

※通信制への入学者は含まない。 

図 1－4 一般労働者の平均勤続年数の推移 

 

出典：『賃金構造基本統計調査』より筆者作成 

※産業計、企業規模計、学歴計、年齢階級計の平均勤続年数 
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図 1－5 年代別、年齢階級別就業率 

    男性 

 

     

女性 

 

出典：総務省『労働力調査』（長期時系列データ, 基本集計） 

 

 このように女性が男性に比べて離職しやすい場合、女性は例え個人としては出産後も

働き続けたいと考えていても、企業にとってどの女性が出産後も会社に残るか判別が難

しいため、雇用契約スタートの時点から男性と比較して十分な教育訓練を受けられなか

ったり、キャリアを発展させるような育成や配置転換などの雇用管理を享受できない可

能性に直面する。このような現象を統計的差別と言い、非合理的な差別とともに、第 2

章の理論部分で詳細を記述する。 
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 男女間差別の一つの帰結としての賃金（月給）を『平成 30 年賃金構造基本統計調査』

（厚生労働省）で雇用形態別に確認してみると、男性の正社員・正職員が 50～54 歳を

ピークとした逆 U 字型の賃金カーブを描くのに対して、女性の正社員・正職員はゆるや

かな賃金上昇が見られる程度であり、ピーク時の賃金は男性のピークの 7 割弱でしかな

い。例え同じ正社員であっても、このような賃金差が見られる。正社員・正職員以外の

男女は、賃金カーブの形にはそれほど違いが見られないが、もともとの平均賃金額が男

性の方が女性より高い。また、非正規雇用であっても男性はわずかではあるが年齢の上

昇とともに賃金上昇が見られるのに対し、女性は 30 代の賃金をピークにその後は賃金が

低下していく。もちろん男性の非正規雇用と女性の非正規雇用ではその属性（婚姻状態

など）に違いがあることが予想され、世帯収入で見た場合にはむしろ逆転する可能性も

大いに考えられるが、個人の働き方として全体的な賃金の傾向を確認すると、正社員で

あっても、正社員以外であっても、男女間には明確に賃金差が見られると言える。 

 この賃金格差の現状を、2017 年の OECD のデータから国際比較してみると（図 1－

6）、日本の男女の賃金格差は韓国に続き第 2 位の 24.5％（男性の平均賃金を 100％とし

た場合に、女性の賃金は 24.5％少ない）となっている。 

 

図 1－6 Gender Wage Gap (2017) 

 

出典：Labour market statistics (OECD) 

 

 次に、改めて出産と賃金の関係に着目してみよう。出産前後に離職せず、働き続けたと

しても、女性は労働市場において女性であるという理由に加え、母親であるという理由か

らも賃金に対してペナルティを受けることが多くの国で確認されている。2013 年に



8 

 

OECD から発行された “Closing the Gender Gap: Act Now” において、加盟国における

子どもの有無と賃金の関係を国際比較している。図 1－7 では、男女賃金格差が棒グラフ、

子どもが 1 人以上いる場合の賃金格差がダイヤのマークで示されている。日本は、男女の

賃金差もエストニアに続き第 2 位と高く、さらに子どもが 1 人以上いる場合は約 60％の

賃金ペナルティがあるとされ、加盟国の中で出産によるペナルティを最も大きく受ける国

となっている。 

 

図 1－7 子の有無による男女間賃金格差 
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第２節 両立支援制度と利用実態 

 日本以外の国においても母親であることの賃金ペナルティは多かれ少なかれ観測され

ているが、そのような出産前後の離職や、賃金減少に対処することを目的の一つとして

各国で導入されてきたのが、育児休業制度などの両立支援制度である。本研究では、日

本の両立支援策の中でも特に利用の多い育児休業制度、短時間勤務制度に焦点を当てて

いく。 

 

第１項 誰が両立支援制度を利用できるのか（法律による規定） 

育児休業制度及び短時間勤務制度は、「育児休業等に関する法律」（1991 年 5 月成立、

1992 年 4 月施行、以下育児休業法）によって規定されている。育児休業法は「子を養育

する労働者の雇用の継続を促進し、もって労働者の福祉の増進を図り、あわせて経済及び

社会の発展に資することを目的とする」（第 1 条）と明記された通り、出産前後の就業継

続を促すことを目的として導入された。この 2 つの制度について、現状では法律による規

定がどうなっているのか、確認していく。 

 

1. 育児休業制度 

 現行の改正育児・介護休業法では、原則として 1 歳（保育園等に入れない場合は 2 歳）

に満たない子を養育する男女労働者は育児休業を取得することができる（日々雇用される

者は除外）。有期雇用者については、①同一の事業主に引き続き 1 年以上雇用されている

こと、②子が 1 歳 6 カ月に達する日までに、労働契約（更新される場合には、更新後の

契約）の期間が満了することが明らかでないこと、この 2 つの条件を満たす場合に取得が

可能である。事業主は要件を満たした労働者の育児休業の申し出を拒むことはできないが、

次のような労働者について育児休業を取得できないとする労使協定があるときは、労働者

からの申し出を拒むことができる。次のような労働者とは、①継続して雇用された期間が

1 年に満たない労働者、②その他育児休業を取得することができないとすることについて

合理的な理由があると認められる労働者（例えば、育児休業申し出の日から 1 年以内に

雇用関係が終了することが明らかな労働者、1 週間の所定労働日数が 2 日以下の労働者

等）である。 

 育児休業制度は 1992 年に導入され、1995 年から 30 人以下の事業所も含め全面適用

となった。これまでに大きく 3 回の改正が行われている。2004 年の改正において、それ

まで子が 1 歳までの措置であったが、保育所に入れない等の場合 1 歳 6 カ月までの延長

を認める例外規定が設けられた。また、一定の要件を満たした有期契約労働者も育児休業

制度の取得が可能になったのもこの 2004 年改正からである。2009 年改正では、父母が

同時、あるいは交代で育児休業を取得する場合は、子が 1 歳 2 カ月になるまで取得が可

能となるパパママ育休プラスが導入された。さらに、2017 年改正において、保育園等に

入れない等の場合の育児休業期間が、1 歳 6 カ月から 2 歳までに延長された。 
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2. 短時間勤務制度 

現行の改正育児・介護休業法では、日々雇用される者および 1 日の所定労働時間が 6 

時間以下の者を除く労働者は、1 日の労働時間を原則として 6 時間とする措置を含む短

時間勤務制度を利用することができる。ただし、①雇用された期間が 1 年未満の労働者、

② 1 週間の所定労働日数が 2 日以下の従業員、③業務の性質又は業務の実施体制に照ら

して、短時間勤務制度を講ずることが困難と認められる業務に従事する従業員については、

労使協定により適用除外とすることができる（ただし、③については代替措置を取らなけ

ればならない）。 

短時間勤務制度の導入は 1992 年の育児休業法施行時であり、これまで大きく 2 回改正

が行われた。導入時には 1 歳未満の子を持つ労働者に対する選択的措置義務であったが、

その後の 2001 年改正で子の年齢が 3 歳未満に引き上げられた。また、2010 年 6 月の

改正育児・介護休業法の施行に伴い、これまで選択的措置義務の一つであった短時間勤務

制度を設けることが事業主に義務付けられた。改正以前は、「短時間勤務制度」「フレック

スタイム制」「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」「所定外労働をさせない制度」「託児施

設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与」などのうちいずれかの制度を設けることが

事業主に義務付けられていた。2010 年に単独措置義務が課され、その後 2 年間は小規模

企業では実施が免除され、2012 年 7 月から全ての企業規模での施行となった。 

 

第２項 両立支援制度の利用実態 

上記で見たように、日本において育児休業制度は 1992 年に導入され、これまでに複

数の改正を経ている。施行以来、女性の育児休業取得率は上昇しており、『平成 29 年雇

用均等基本調査』（厚生労働省）によると、出産した女性労働者のうち、83.2 % が育児

休業を取得している。ただし、これは出産前後に離職せず、就業を継続した女性の中で

の利用率であるため注意が必要なので、出産した女性全体を母数に取った数値も確認し

なければならない。雇用されていない女性や、出産前から無職の女性、出産退職者も含

めた『第 15 回出生動向基本調査』（国立社会保障・人口問題研究所）で確認してみる

と、育児休業を取得して就業を継続している女性の割合は 1985～89 年の 5.7 % から、

2010～14 年の 28.3 %とこちらも大きく上昇している（ただし 4 割以上が出産退職して

いるという現状もある）。出産前後に退職を選択せず、就業を継続する女性にとっては、

育児休業を利用することは、この四半世紀をかけてかなりの程度一般的になってきてい

ると言えるだろう。 

 また、1992 年の育児休業法導入時に、短時間勤務制度についても同時に導入が行われ

た（当時は育児休業を取得しなかった場合における、子が 1 歳になるまでの代替措置だ

った）。現行法では、3 歳に満たない子を養育する労働者について 1 日の労働時間を原
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則として 6 時間とする措置を含む制度となっている。図 1－8 は導入の推移を示してお

り、短時間勤務制度を含む上述の何らかの制度を導入していた企業割合の推移を示し、

棒グラフはそのうち短時間勤務制度を導入している企業の割合を示している。調査年に

よって欠損はあるが、企業規模が大きくなるほど制度の導入割合が高いことがわかる。

短時間勤務制度導入が義務化された 2010 年以降は、100 人以上規模の企業では何らかの

制度を導入している企業割合、短時間勤務制度導入割合が共に 9 割を超えており、中規

模～大規模企業において短時間勤務制度が広く導入されている制度であることがわかる

1。 

 

図 1－8 育児のための所定労働時間の短縮措置等の制度導入 

及び短時間勤務制度導入の推移（企業規模別） 

 

 

出典：労働省『女子雇用管理基本調査』（平成 8 年）、厚生労働省『女性雇用管理基本調査』（平成 14

年、17 年）、『雇用均等基本調査』（平成 20 年～ 28 年） 

 

 利用者についてはどうだろうか。短時間勤務制度が義務化された 2010 年時点では、

選択的措置制度のうちいずれかの制度がある企業における育児休業から復帰した女性2の

うち、5 ～ 29 人企業規模では 28.7％、30～ 99 人では 32.6％、100 ～ 499 人では

42.0％、500 人以上規模企業では 45.0％が短時間勤務制度を利用している（厚生労働省

 

1 短時間勤務制度の導入が義務化される以前であっても、選択肢の制度のうち、短時間勤務制度を導入

している企業が最も多かった。 

2 2009 年 4 月 1 日から 2010 年 3 月 31 日の間に育児休業を終了し、復職した女性 
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『平成 22 年度雇用均等基本調査』）。また、前出の『第 15 回出生動向基本調査』による

と、正規雇用者に限定した短時間勤務制度の利用率は、2015 年時点の同調査において、

第 1 子の出生年が 2000～04 年の場合 21.0％、2005 年～09 年の場合 25.7％、2010～12

年の場合 43.9％と、第 1 子の出生年が近年になるほど利用が増加している。企業規模別

では、1～29 人 10.0％、30～99 人 19.3％、100～29 人 20.7％、300～999 人 40.8％、

1000 人以上 41.2％となっており、勤め先規模が大きくなるほど利用が進んでいることが

分かる。 

 このように、出産による賃金ペナルティが諸外国と比較して大きい日本ではあるが、 

ペナルティを緩和する措置としての両立支援制度である育児休業制度、短時間勤務制度

は、その導入企業割合、利用者割合ともに増加しており、出産を経た就業継続の形とし

て、今後ますます育児休業を取得した後に短時間勤務制度を利用するというパターンが

浸透していくだろうことが予想される。 

将来的に管理職への昇進などキャリアの発展を考えた場合、日本的な雇用慣行の中で

は勤続年数が重要な要素となってくる。出産前後の離職しやすい時期に両立支援策を利

用することで、離職せず就業を継続できるという意味で、両立支援策の重要性について

疑義を唱える人は稀であろう。しかし同時に、両立支援策はどのくらいの期間利用する

べきなのかという疑問が浮かんでくる。育児休業や短時間勤務制度の利用中は、通常の

働き方をしている労働者と比べると人的資本の蓄積が妨げられるため、利用期間があま

りにも渡る場合、逆にキャリアに悪影響を及ぼすのではないかと推測されるためであ

る。 

『平成 30 年度雇用均等調査』（厚生労働省）では、育児休業制度の利用期間は女性が

「10 か月～12 か月未満」が 31.3％と最も高く、次いで「12 か月～18 か月未満」

29.8％、「８か月～10 か月未満」10.9％の順となっている。一方、男性は「５日未満」

が 36.3％と最も高く、次いで「5 日～２週間未満」35.1％となっており、２週間未満の

取得が７割を超えており、ここでも男女差が大きい。短時間勤務制度については、利用

期間を法定の「3 歳未満」としている企業は（制度のある企業を 100 とした場合）37％

に過ぎず、残りの 63％の企業は法定以上の制度を用意している。育児休業制度、短時間

勤務制度は導入当初に比べ内容が充実しているが、過度に制度を充実させた場合、制度

の趣旨とは裏腹に、逆に女性のキャリアを阻害することになってしまう可能性があるの

ではないだろうか。 

 

第３節 本研究の特色と目的 

前節において、労働市場に男女おける男女の格差を是正するために、特に女性が労働市

場から退出しやすい出産期を支えるために導入されたはずの両立支援策であるが、現状で

は福利厚生としての側面が強く、女性のキャリア発展という視点から考えると、利用の仕

方によっては逆に女性のキャリアを阻害する危険を孕んでいることを指摘した。そこで、
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本研究では、両立支援制度が女性の賃金やキャリアに対してどのような影響を持つのかに

ついて、実証的な研究を行っていく。   

近年の両立支援制度の整備により、制度がなかった時代と比較すると出産前後の就業継

続の可能性が高まっていることは想像に難くない。しかし一方で、制度の整備はまだ手探

りの状態であり、現状で用意された制度が将来に渡ってどのような影響を女性のキャリア

に及ぼしていくのかはまだ分かっていないことの方が多い。大企業を中心に法定以上の両

立支援策の整備がなされているが、制度は充実していればいるほど良いと言えるのだろう

か。それは逆に女性のキャリアという視点で考えた場合は、キャリア発展を阻害する可能

性も同時に孕んでいるのではないか。両立支援策は出産前後の就業継続にとって非常に重

要な政策であることは言うまでもないが、現状では、誰が、どのくらいの期間利用し、そ

の後キャリアがどうなっていくのかに関する既存研究は少ない。 

加えて、本研究では、出産前後の局所的なキャリアのみならず、その後のキャリア発展

までを視野に入れ、子どもを持つ女性の昇進の可能性を探っていく。 

 研究の特色として、第一に、育児休業制度とともに、これまで研究がほとんど行われ

てこなかった短時間勤務制度に着目していく。これまでの両立支援策に関する先行研究

は、育児休業制度が中心であり、短時間勤務制度は 1992 年の育児休業制度と同時に導

入されはしたものの、義務化されたのは 2010 年であり、利用が増加してきたのは近年

である。そのため短時間勤務制度についてはこれまでは事例研究が中心であったが、計

量的な分析が求められている。もちろん育児休業制度も女性の就業継続にとって重要な

制度であるが、本研究は短時間勤務制度についても計量分析を行うことが特色である。 

第二に、女性の出産後のキャリア発展に着目する。これまでは、第一子出産前後に労

働市場から退出してしまう女性が多かったため、研究の主眼も出産前後の就業継続に置

かれていた。しかし、『出生動向基本調査』でも確認されている通り、2010～2015 年付

近を境に、出産後も就業を継続する女性が増加してきており、出産後のキャリア発展に

関してより注目する必要性が出てきたと言える。とは言え、現状ではまだ実際に昇進し

ている女性はそこまで多くないことから、賃金と、昇進意欲に着目して分析を行ってい

く。 

具体的な研究の目的としては、下記の 3 点を挙げる。第一に、短時間勤務制度取得の決

定要因を明らかにすることである。短時間勤務制度は利用が増加しているといっても、就

業継続者の利用率が 8 割を超える育児休業制度と比較するとまだ 4 割程度の制度であり、

利用しない女性も多い。短時間勤務制度の利用決定に影響を与える変数をまず明らかにす

る必要があるだろう。 

第二に、両立支援制度の利用や利用期間が女性の賃金に与える影響を明らかにすること

である。制度を利用する女性と利用しない女性とで、その後の賃金に何らかの影響がある

のか、また、利用期間の長さによってその影響が異なるのかを明らかにする。 

第三に、両立支援制度などを利用して就業継続したとして、その後キャリアの発展につ
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ながっていくのだろうか。女性の昇進意欲に着目し、女性が職場復帰後に自身のキャリア

を発展させていくことができるのかどうか可能性を探る。 

 

第４節  本研究の構成 

 本研究は、男女の経済格差の中でも、特に女性の出産前後という最も労働市場からの

退出が多い時期に着目し、その後の賃金や昇進といった女性の縦のキャリア発展の可能性

を探るものである。本研究の構成は、続く第 2 章で男女の経済格差に関する諸理論につい

て確認し、理論枠組に基づいてこれまで行われてきた実証研究についてレビューを行う。

さらに母親になることがどのように人的資本を阻害するかについてモデル化することを

試みる。第 3 章では、女性の就業問題の中でも、特に出産に関わる先行研究とともに、出

産を経た後で女性はキャリアを発展させることができるかどうか、これまでの日本の昇進

研究を概観する。実証分析に使用するデータの確認についてもここで行う。第 4 章～第 6

章では、個票データを用いた実証分析を行う。第 4 章では、クロスセクショナルデータを

用いて、短時間勤務制度利用の決定要因、また、短時間勤務制度利用の有無、利用期間が

実際に賃金にどのような影響を及ぼすのかを明らかにする。第 5 章ではパネルデータを

用い、出産や両立支援策の利用が賃金にどのような影響を及ぼし、出産前後の時間当たり

賃金がどのように変化するのか男女比較を行う。第 6 章では、出産前後に離職せず就業継

続できたとして、職場復帰した後に昇進が可能なのか、昇進意欲に着目した分析を行う。

第 7 章では、研究のまとめとともに、今後女性活用がどのような方向で進んでいくべきな

のかを考察する。  
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第２章 経済格差はなぜ発生するのか 

 本章では、なぜ男女間に経済格差が生じてしまうのか、その経済学的な解釈に触れ、こ

れまで行われてきた実証研究を紹介する。そして、特に現代日本における出産・育児期の

女性に対して、経済格差を是正するような両立支援策が必要である理由を、簡単な経済モ

デルを用いて示していく。 

 

第１節  男女間経済格差の発生要因 

 そもそも労働市場において、なぜ賃金や待遇に男女差が生じるのだろうか。経済学では

主に①人的資本理論、②統計的差別理論、③雇用主等による非合理的な差別理論、④性別

に基づいた家庭内分業を行う家計生産理論、などに基づいて男女間の経済格差に関する説

明がなされることが多い。 

 

① 人的資本理論 

 男女の賃金格差は、男女の人的資本の差によって説明できるとするのが、人的資本理

論に基づく男女間賃金格差の説明である。人的資本理論は Schultz（1960）によって提

唱され、Becker（1964）によって発展した。人的資本とは労働市場で評価されるような

知識やスキルのことを指し、主に一般的人的資本と企業特殊的人的資本に分かれる。一

般的人的資本は、どこの企業へ勤めたとしても生産性を高めることができるような知識

やスキルであり、企業特殊的人的資本は逆に、特定の企業でのみしか活かせないような

知識やスキルのことを指す。教育や訓練には、通常の学校教育の他に入社後の教育研

修、また OJT などの座学ではないものも含まれ、これらの人的資本を高める教育や訓練

には費用がかかる。人的資本理論では、教育や訓練に費用をかけるほど、将来の生産性

が上昇すると予測する（ただし、その伸び率は逓減する）。 

 教育や訓練により形成される人的資本の量や質が男女の間で異なる場合、男女の限界

生産性に格差が生じ、その結果男女間に賃金格差が生まれるとするのが人的資本による

説明である。実際に大学進学率や勤続年数を考えてみると、女性よりも男性の大卒者の

方が多く、勤続年数も男性の方が長い。 

 人的資本理論に基づいた賃金格差の要因分析の伝統的なアプローチとして、男女の賃金

と生産性に関する説明変数を用いて賃金関数を推定する方法がある。このような人的資本

に関する変数を用いた賃金関数はミンサー型賃金関数と呼ばれている。そこから得られた

係数と 2 つのグループ間（例えば男女）の説明変数の平均値を用いて、人的資本の違いに

より説明が可能な賃金差と、人的資本の違いでは説明が不可能な残りの賃金差に分解を行

う Blinder-Oaxaca 分解という手法を用いた要因分解が行われる。この分析手法の名前に

もなっている Oaxaca(1973)では、人種間（白人、黒人）の賃金格差の要因分解を、

Blinder(1973)は男女間の賃金格差の要因分析を行い、それぞれ産業、年齢が賃金格差に
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対する寄与度が大きいとして特定した。日本では、樋口（1991）、中田（1997）、永瀬（2003）

がこの方法を用いた分析を行っている。また、Blinder-Oaxaca 分解を 2 時点間、あるい

は 2 国間の分析に拡張した Juhn, Marphy and Pierce (JMP)という分解法も同じくよく用

いられ、日本では堀（1998）、川口（2005b）、馬（2007）によって分析が行われている（馬

は日本と中国の 2 国間比較を行っている）。これらの先行研究では、賃金差は大体 3 割～

5 割程度が男女の人的資本の違いによると説明され、残りの部分は説明変数では説明でき

ないとする結果が出ている。とはいえ、このような人的資本による賃金格差は、世界的に

はこの数十年の間に縮小の傾向にある。64 か国における 263 の男女賃金格差に関する論

文を用いてメタ分析を行った Weichbaumer & Winter-Ebmer(2005)では、1960 年代から

1990 年代にかけて世界の男女間賃金格差は縮小しており、その要因は女性の教育や訓練

機会の向上、そして勤続年数の上昇、つまり女性の人的資本形成が男性のそれに近づいて

きたためであるとしている。 

 

② 統計的差別 

 企業は、不完全情報の下で、最善の労働者を可能な限り低い費用で雇用しようとする。

女性は多くが結婚や出産で退職するため勤続年数が男性と比べて短く、企業が女性の育成

のために費用と時間をかけても無駄になってしまう可能性が高い。企業は長く勤め続ける

女性であっても、それは初期段階ではわからないため、そのような統計的な理由から女性

の人材育成にはあまり力を入れない。結果として、長期に渡り人材育成される男性と比べ

ると昇進や賃金に格差が生じてしまうのである。このような形態の差別を統計的差別

（Phelps, 1972）と呼ぶ。これは企業行動としては経済合理的である。 

➀では、人的資本の違いによる差別を明らかにするため、男女の賃金差を、人的資本に

よって説明可能な部分と説明不可能な部分に要因分解する方法を示した。この「説明不可

能な部分」に、差別などの、説明変数では表せない賃金格差の要因が隠されている。統計

的差別の理論においては、労働者の生産性に関して、労働者自身と雇用者との間に情報の

非対称性があり、その非対称性を是正するためにそれなりのコストがかかるような場合、

グループの平均値によって統計的な差別を行うことは企業にとっては経済合理的な行動

となる。ただし、統計的差別を提唱した Phelps（1972）以降の後続研究では、統計的差

別は一見合理的なように見えるが、実際には望ましくない結果をもたらす可能性もあると

する指摘がなされている（Schwab, 1986; Coute & Loury, 1993）。日本においても、山口

（2008）によって統計的差別の非合理性が指摘されている。 

統計的差別は、賃金の男女間格差のみにならず、男女の育成の格差、結果として昇進格

差につながることについても説明が可能である。本研究は昇進も研究視野の範囲に含めて

いるため、昇進格差については第 3 章にて後述したい。 

③ 雇用主等による非合理的な差別 
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 雇用主等による差別は、雇用主等の嗜好による差別であり、①の統計的差別と比較す

ると、非合理的な差別として分類される。完全競争市場下でなぜこのような非合理的な

差別が生じるのかについては、Becker(1957)によって議論がなされた（Becker では、人

種差別による議論がなされた）。雇用主「等」としているのは、ここには消費者や同僚

も含まれるためであるが、以下では雇用主による非合理的な差別について説明する。 

 完全競争である労働市場においては、労働力の買い手である企業も、売り手である労

働者も多数存在し、市場に関する全ての情報を全ての参加者が把握している。そのよう

な前提の中で労働需要と労働供給が一致する点が均衡点となり、賃金が決まる。しかし

ここで、雇用主に差別的な嗜好があった場合、差別的な雇用主が女性を雇用すると、そ

の分雇用主の効用が下がることになる。そのような雇用主は、女性を雇用することから

発生する不効用の分だけ女性の賃金を下げて女性を雇おうとするため、男女間に賃金格

差が生じることになる。例え労働市場におけるすべての雇用主が差別的な嗜好を持って

いるわけではなくても、差別的な嗜好を持たない雇用主に女性の応募が殺到してしまう

ため（そのような企業では女性の賃金が男性と比べて不当に低くないため）、差別的で

はない雇用主の下でも結果として女性の労働力の供給過多となり女性の賃金が下がるこ

とになる。 

 非合理的な差別である雇用主等による差別について実証研究を行ったものとして、

Hellerstein et al. (2002)、Kawaguchi(2003, 2007)、佐野（2005）が挙げられる。いずれ

も女性正社員比率に着目した市場テストによる分析を行い、女性比率と企業業績の間に

正の関係があることを示している。つまり、女性は男性と比較して生産性の差以上に賃

金に差があり（Kawaguchi, 2003）、女性を多く雇用することが企業の利益の増大につな

がるのである。女性を多く雇用することが企業利益につながるならば、合理的な企業で

あればより女性を多く雇用するはずだが、そうならないのは何らかの差別、つまり雇用

主による非合理的な差別があるためであると結論付けている。 

 

④ 性別に基づいた家庭内分業を行う家計生産理論 

 3 つ目は、家庭内における比較優位の考え方に基づいた性別分業によって結果として賃

金格差が生じるという家計生産理論（Becker, 1965）による考え方である。ここでは結婚

した夫婦の家計を最大化することを目的とし、労働市場における市場生産と家庭における

家計生産のどちらに、夫婦がそれぞれどれくらい注力すべきかを比較優位の考え方を用い

て決定する。 

比較優位とは、もともと交易による利益を説明する際に用いられた概念である。2 人の

生産者を比較して、ある財 X を生産するのに、もう一方の財を少ししか放棄しない生産

者は、その財 X の生産における機会費用が小さいことになり、その財 X の生産に関して

比較優位を持つという。自分が比較優位を持っている財の生産に各人が特化すれば、経済

の総生産が増加し、経済のパイが拡大して、すべての人の生活水準の向上に役立つ。 
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このメカニズムを夫婦関係に応用した場合、ある財 X が市場生産、もう一方の財が家

計生産となる。夫と妻はそれぞれの機会費用を考え、それぞれがどちらか一方に特化する

ことで、もたらされる生産物の総量が大きくなる。現状では、女性よりも男性の方が平均

的に高賃金を得られる可能性が高く、男性よりも女性の方が平均的に家事が得意である場

合が多いため、賃金の高い男性が市場生産に、家事の得意な妻が家計生産に特化すること

によって、家庭全体としてより大きな成果をあげることができる。この家計生産理論に基

づくと、女性の就業率が男性よりも低い理由が説明できる。しかし結果として、男女間の

経済格差は広がってしまう。 

近年、男女雇用機会均等法や育児休業法などの法整備、また、女性活用の機運の高ま

りを背景として、女性の就業率は上昇しており、市場生産とともに家計生産を同時に行

う女性が増加している。Hochschild(1989)は、働く女性が市場での市場生産労働から帰

った後に家庭で家事や育児などの家計生産労働に従事する様子を「セカンド・シフト」

と呼び、女性にとって家庭と仕事の両立が大きな負担になっていることを指摘した。わ

が国においても、「男は仕事、女は家庭」という従来の性別役割分業感が「男は仕事、女

は家庭と仕事」という新・性別役割分業感に変化している様子が指摘されている（厚生

労働省, 1998、総理府, 2000、白波瀬, 2000）。 

 

第２節  子どもを持つことの人的資本への影響 

  上記の④家計生産の理論に基づくと、女性が家計生産に特化した場合、すなわち専業

主婦になった場合、夫婦の総利益が最も大きくなるとされており、女性のキャリアは中断

されしまうことになる。しかし現実的には、近年女性の社会進出が進んでおり、女性も市

場生産に関わるケースが増え、今後も増加していくと予想される。その場合の家計生産、

すなわち家事や育児を誰が担うかと考えた場合、日本人男性の家事時間の少なさから考え

ても明らかな通り、多くの場合女性が市場生産とともに、家計生産の大半を担うという役

割分担をしている家庭が多いのだろうと考えられる。本節では、そのような状況下におい

て、女性の人的資本がどのように変化するのか、経済モデルによって確認していく。 

 家計生産が特に増大する時期の一つとして、出産期・育児期が挙げられる。子どもを持

つことで、女性の教育・訓練時間がどう変化するか、一般的な労働供給モデルを拡張して

考えてみよう。ある個人が持つ時間を次のように定義する。 

𝐿 + 𝑖 + 𝑙 + 𝑐ℎ = 1 

𝐿は労働時間、𝑖は教育投資（OJT 含む）にかける時間、𝑙は余暇時間、𝑐ℎは子育てなど

のケアにかける時間である。ここでは子育て時間𝑐ℎについては外生変数であり、子ども

を持った場合自動的に𝑐ℎという時間を子育てに割かなければならないとする。 

この個人の効用関数は消費と余暇から得られ、次のように定義される。 

𝑈 (𝐶, 𝑙)                                  
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ここでは子どもを産むことから得られる効用は考えない。予算制約は、 

𝐶 = 𝑤(𝑖)𝐿                                

である。賃金𝑤は教育投資𝑖によって決まる関数とする。最大化問題は以下のように定

義される。 

max
𝑐,𝑙,ℎ

  𝑈 (𝐶, 𝑙) 

s. t.       𝐶 = 𝑤(𝑖)𝐿 

                         𝐿 + 𝑖 + 𝑙 + 𝑐ℎ = 1 

𝐶 = 𝑤(𝑖)𝐿は予算制約、𝐿 + 𝑖 + 𝑙 + 𝑐ℎ = 1は時間制約である。この 2 つの式は𝐿につ

いてまとめると、𝐶 = 𝑤(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ)となる。ラグランジュ乗数をλとし、ラグラ

ンジュ関数ℒを 

ℒ = 𝑈(𝐶, 𝑙) + λ{𝑤(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ)} 

とおく。一階条件は、 

①  
∂L

∂C
=

𝜕𝑈

𝜕𝐶
− 𝜆 = 0 ↔  

𝜕𝑈

𝜕𝐶
= 𝜆 

②  
𝜕𝐿

𝜕𝑙
=

𝜕𝑈

𝜕𝑙
− 𝜆𝑤(𝑖) = 0 ↔  

𝜕𝑈

𝜕𝑙
= 𝜆𝑤(𝑖) 

③  
𝜕𝐿

𝜕𝜆
= 𝑤(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 𝐶 = 0 ↔  𝑤(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) = 𝐶 

④  
𝜕𝐿

𝜕𝑖
= 𝑤′(𝑖) − 𝑤′(𝑖)𝑙 − 𝑤′(𝑖)𝑖 − 𝑤(𝑖) − 𝑤′(𝑖)𝑐ℎ = 0  

↔   ④
′

  𝑤′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) = 𝑤(𝑖) 

 

①式、②式より、 

𝜕𝐿

𝜕𝑙
=

𝜕𝑈

𝜕𝐶
 𝑤(𝑖) 

が得られる。この式は、 

𝜕𝐿

𝜕𝑙

𝜕𝑈

𝜕𝐶
⁄ = 𝑤(𝑖) 

 となり、
𝜕𝐿

𝜕𝑙

𝜕𝑈

𝜕𝐶
⁄ は限界代替率（MRS）であるから、MRS= 𝑤(𝑖)が効用最大化条件とし

て得られる。本モデルでは、MRS は、教育投資𝑖に依存することから、人的資本理論と

も整合的である。④′式は、最適な教育投資、もしくは訓練時間を求める式である。④′式

において、ケアにかける時間が増えると(𝑐ℎ↑)、賃金𝑤(𝑖)（ここでは逓減すると仮定す
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る）がどう変化するか比較静学を行うと3、ケアにかける時間が増えると(𝑐ℎ↑)、教育

投資にかける時間が減り（𝑖↓、余暇時間（𝑙）はここでは一定とする）、賃金𝑤は教育投

資𝑖によって決まる関数であるから、教育投資が減少すると、賃金𝑤が減少する。そのた

め、子育て時間𝑐ℎと賃金𝑤は減少関数であると言える。 

 つまり、子どもを持つと、人的資本形成が阻害されることになり、結果として賃金も

減少してしまうことが明らかである。人的資本形成への時間的な影響が例え子どもが幼

いうちの一時的なものであったとしても、次章の先行研究においても確認するように、

フルタイム勤務者と比較して仕事内容が簡単化・固定化されたり、仕事の質にスキルア

ップに必要な要素が含まれなくなることなどによって、その期間の教育・訓練時間の減

少以上に長期的な職業スキルの蓄積を阻害する可能性があり、問題は一時的なものにと

どまらない。現在の日本においては、多くの場合、出産に伴う家計生産増加の影響を大

きく受けるのは女性であるため、出産による男女の経済格差はなかなか縮まることがな

く、人的資本の格差や統計的差別もやはり減少しないという悪循環に陥っている。 

ここで重要になってくるのが育児休業制度や短時間勤務制度などの両立支援策で

ある。身体的に市場生産に携わることができない期間の雇用保障、賃金補償、ま

た、特に子どもが幼いうちに市場生産に時間的にフルコミットメントできなくとも

勤続できる制度が、女性の勤続年数を高め、結果として男女の経済格差を縮小させ

る可能性を高めることは、先行研究でも明らかにされている。また、女性の勤続年

数が伸びることで、①人的資本の格差や②統計的差別についても解消の一助となる

と考える。  

 

3 巻末の参考資料参照 
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第３章 女性の就業と出産に関わる先行研究と使用するデータ 

 前章では、なぜ男女間に経済格差が生じているのか、理論とこれまで研究系譜の確認を

行った。本章では、女性の中でも特に母親が負う賃金や昇進へのペナルティについて着目

し、先行研究のレビューを行う。また、そのようなペナルティを縮小するための施策とし

ての両立支援策が、実際にどのように女性のキャリアに影響するのか、国内外の研究動向

を確認する。 

 

第１節 結婚・出産と賃金 

 結婚や出産は、実際に女性の賃金に対してどのような影響を及ぼしているだろうか。女

性の婚姻状態や出産による賃金への影響に関する初期の研究の一つとして、Mincer & 

Polacheck(1974)、Hill（1979）、Moore &Wilson (1982)、Goldin & Polachek(1987)などが

挙げられる。Hill（1979）は、米国における Panel Study of Income Dynamics を用い（分

析に用いたのは第 9 ウェーブ）、既婚白人女性は、未婚女性よりも賃金が高く、離別者や

死別者よりも賃金が低いことを示したが、その差は小さく、統計的に有意ではなかった。

出産については婚姻状態をコントロールした上でも賃金に対して有意にマイナスの影響

があったが、そのペナルティは勤続年数や就業中断を説明変数に加えることによってすべ

て説明されることを示している。初期の研究では結婚や出産による賃金ペナルティはほと

んど観測されなかった。その後、Koreman & Neumark（1992）が、既存研究の計量経済

学的な欠点を指摘し、厳密な分析手法、つまり、経験や勤続年数、結婚・出産の内生性、

観察できない個人の異質性等を考慮した分析をパネルデータを用いた固定効果推定及び

操作変数法を用いて分析を行った結果、出産の賃金ペナルティを観測している。 

 続いて Waldfogel（1997, 1998a, 1998b）が、米国の National Longitudinal Serveys を用

い、子どもが 1 人の場合 4.6％、2 人以上だと 12.6％の賃金ペナルティがあることを示し

た。Budig and England (2001) は、母親の婚姻状態、過去の就業経験などに着目し、アメ

リカの既婚、未婚、離婚した母親それぞれの賃金ペナルティを推計しており、既婚の母親

は、未婚の母親に比べて 2 倍以上の賃金ペナルティがあることを示した。また、ペナルテ

ィの 3 分の 1 が過去の就業経験によって説明されることが指摘されている。Anderson et 

al. (2002a)では、賃金ペナルティは子ども 1 人の場合約 3％、2 人以上の子供を持つ母親

は約 6％と推計している。 

 また、国際比較を行った研究として、Todd（2002）では、5 つの先進国（米国、カナ

ダ、ドイツ、オランダ、スウェーデン）の国際比較を行っている。その際、母親の学歴達

成と賃金ペナルティに着目し、米国とカナダにおいては、高学歴の母親への賃金ペナルテ

ィは非常に小さい（ほぼ存在しない）ことを明らかにした。Todd は、高学歴であること

が「shock absorber」、つまり、衝撃吸収材のような役割として機能していると結論付けて

いる。Davies and Pierre (2005)は、European Community Household Panel(ECHP)を用
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いて、欧州 11 か国の母親の賃金ペナルティを推計した。同研究によると、子が 2 人の場

合、イギリスでは約 25％のペナルティがある一方で、フランス、イタリア、デンマーク

では逆に賃金プレミアムが見られることが示されている。また、ポルトガルにおける若い

母親は、約 33％の賃金ペナルティがある一方で、25～30 歳で出産した女性は、非母親と

比較して約 2％の賃金プレミアムがあることが示されている。また、21 か国の途上国比較

を行った Agüero et al. (2011)では、3 歳以下の幼児の存在はペナルティの原因となるが、

13 歳以上の子は母親の賃金に対して影響を及ぼさないことを示している。 

 ちなみに出産が賃金に及ぼす悪影響のことを、慣習的に経済学分野では Family Gap

（Waldfogel,1997; 1998a; 1998b）、社会学分野では Motherhood Penalty（Correl, 2007）

と呼ぶ傾向がある。しかし、名づけ方はその限りではなく、他にも Motherhood Wage 

Penalty, Motherhood Wage Gap, Motherhood Pay Penalty, Motherhood Pay Gap, The 

Wage Penalty for ～(～には Mothers, Motherhood,あるいは High Skilled Mothers 等、（特

定のグループの）母親を入れる)、またあえて penalty というマイナスのイメージを持つ単

語は用いず、The Effect of ～、The Influence of ～（～には Children, Childbirth などが

入る）などとするものもあり、多様である。日本では川口（2008）が「出産ペナルティ」

と日本語訳している。いずれの用語を用いたとしても、子どもを持つことによる賃金への

マイナスの影響のことを表しており、出産や子ども数が賃金に及ぼす影響の男女間格差で

の文脈において、あるいは母親と母親ではない女性との間に観測される賃金差を指す用語

として用いられる。 

 日本においては川口（2005, 2008）が、家計経済研究所の「消費生活に関するパネル調

査」を用いて結婚・出産による賃金への影響を明らかにしている。結果として、日本は結

婚によって女性に賃金ペナルティが生じる珍しい国であることが明らかになった（諸先進

国においては出産ペナルティは見られるものの結婚ペナルティはほとんど見られない）。

また出産による賃金ペナルティは、出産によって退職した場合や、正社員からパート雇用

などへ切り替えた場合に生じるが、正社員就業を続けた場合は確認できないことを明らか

にしている。一方で、日本の製造業 1 社の人事データを用いて分析を行った Kato et al. 

(2013)では、出産は将来的に 20～30％の賃金ペナルティをもたらす可能性があることが

示されている。社会科学研究所の「働き方とライフスタイルに関する調査」を用いて分析

を行った竹内（2018）でも、子ども 1 人につき 4％の出産ペナルティがあることを確認し

ている。 

 多くの国で多かれ少なかれ、子どもを持つことで女性には賃金ペナルティがあることが

示されている中で、出産前後の女性を労働市場に留めるために多くの国で育児休業制度な

どの両立支援策が導入されている。本研究は、これら育児休業などの両立支援策を利用し

た場合の賃金への影響に着目している。しかし、両立支援制度を利用した場合の女性就業

に関するアウトカムへの影響、つまり就業継続や賃金などに及ぼす影響についてはまだ一

致した見解があるわけではなく、それぞれの国の制度設計や社会背景によって大きく異な
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っている。 

 ドイツにおける 5 回の育児休業に関する政策変更の影響を見た Schönberg and 

Ludsteck（2014）では、（政策変更が女性の就業継続へ及ぼす影響は全体的には小さいと

しながらも）雇用保障以上の賃金保障が最も産後 2 ～ 6 年の女性の就業確率を下げてい

たことを示している。Ruhm (1998)では、育児休業は、出産前後の女性の就業継続を促進

する一方で、取得期間が長期化するほど賃金に対してマイナスの影響を確認している。

Albrecht et al. (1999) では、スウェーデンのデータを用いて、同じく育児休業を取得した

女性の賃金ペナルティを確認している。一方で、Waldfogel (1998a)では、イギリスおよび

米国においては、育児休業取得による賃金ペナルティが見られなかった。また、出産時に

Family Leave を利用できる女性は出産前と同じ職場に職場復帰する可能性が高く、その

結果、母親の出産による賃金ペナルティが部分的に相殺されることを明らかにしている。

Hegewisch and Gornick（2011）は、育児休業制度の女性就業への効果が安定しない理由

の一つとして、賃金保障と雇用保障を同時に議論しているためであると指摘しており、就

業継続を促すのは雇用保障のある育児休業であるとしている。 

 さらに、育児休業の取得期間の違いに着目した研究としては、ヨーロッパ諸国における

制度の長期的な利用の賃金へのマイナスの影響を指摘した前出の Ruhm (1998)に加えて、

イギリスでは、Joshi et al. (1999)が、フルタイム勤務の母親に非母親と比較して有意にペ

ナルティがあるのは、法定の 12 か月以上の休業を取得した場合であることを示している。

ドイツでは、Ejrnæs and Kunze (2013)が、固定効果モデルを用いて、第一子出産後にフ

ルタイム勤務に戻った母親で、休業期間が 3.5 年以下だった者についてペナルティを推計

したところ、休業が 1 年増えるごとに、3～6％のペナルティがあることを明らかにしてい

る。 

 日本では育児休業制度が女性の就業継続を促す効果があることが多くの研究によって

示されている（滋野・大日, 1998、森田・金子, 1998、坂爪, 2002、駿河・張, 2003、武石, 

2006a など）。育児休業制度と保育園など他の公的制度を組み合わせた場合女性の就業継

続に効果があるとする研究もある（今田・池田, 2006）。松繁・武内（2008）では、両立支

援策の充実は女性の勤続を伸ばす効果があること、そして、そのことを通じて女性の昇進

を促し、給与を高めているという間接的な筋道があることが示されている。しかし、これ

まで育児休業などの両立支援策を利用した場合、実際に賃金へどのような影響があるかに

ついての日本のデータを用い実証分析を行った研究は、阿部（2005）、西本（2004）、武

内・大谷（2008）など限られた研究しか見られない。 

 阿部（2005）は、㈶家計経済研究所『消費生活に関するパネル調査』の第 1 回調査（1993

年）から第 11 回調査（2003 年）を用いて、育児休業制度を取得して就業を継続している

のは、就業中断による機会費用が高い高学歴者や長期勤続者などの、十分に大きな人的資

本を蓄積している女性であることを明らかにしている。育児休業を取得した人の出産前の

賃金水準は、非取得者に比べて 9 % ポイントほど高く、出産 2 年後の賃金水準も 11 % 
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ポイントほど高いことを確認している。同様に、『消費生活に関するパネル調査』の 1993 

～2001 年の 9 年分の個票データを用いた武内・大谷（2008）においても、出産を理由に

就業を中断するグループは最も大きなペナルティを持つ一方で，育児休業を取得した女性

はもともと出産前に賃金プレミアムを持っていることで、出産後の賃金ペナルティは低く

抑えられていることを確認している。日本では他の先進諸国と比較して第一子出産前後で

の退職者が多いことから、正規就業継続者における賃金ペナルティは見られず、むしろ相

対的に賃金の高い女性が労働市場に残るため賃金プレミアムが見られている。 

 対して、1994 年に連合総合生活開発研究所が実施した『仕事と育児に関する調査』の

個票データを用いた西本（2004）においては、逆に、育児休業を取得することによる機会

費用が高いフルタイム就業者は育児休業を取得しないか、取得しても早期に職場復帰する

可能性が高いことを示している。 

 阿部（2005）、武内・大谷（2008）と西本（2004）の研究においては正反対の結果が出

ているように見えるが、これは使用したデータのサンプルの違いによると考えられる。阿

部（2005）、武内・大谷（2008）では出産時に退職を選択した女性も含めた、出産前就業

していた女性全体のデータを用いていることから、全体でみると就業中断の機会費用が高

い女性が育児休業を利用して就業継続している（利用期間は推計されていない）。対して

西本（2004）は連合総研の加盟組織に配布した個票データを使用しており、就業中断者は

含まれていないことから，就業継続者のみで見てみると人的資本の高い人は育児休業を取

得しない、または取得しても早く復帰するということなのだろうと考えられる。 

 また、育児休業の取得期間については、取得期間の決定要因を分析したものとして、西

本（2004）、深堀（2017, 2018）が挙げられる。伊岐（2012）、労働政策研究・研修機構

（2013）では、法定期間を超える長期の育児休業は女性の管理職登用を阻害する可能性が

あることも指摘されている。 

 両立支援制度の中でも、短時間勤務制度単体の利用と昇進の関係については、その義務

化が育児休業制度と比較して比較的近年であることから、量的な分析を行ったものは少な

いが、Nagase (2017)では、2010 年の短時間勤務制度の単独措置義務化を境に、短時間勤

務制度の利用が有意に増え、正社員の就業継続が増えたことが示されている。また、Kato 

et al. (2013) では、女性は育児休業からの復帰後に労働時間の短縮を行わなかった場合、

昇進確率が上がることが指摘されている。短時間勤務制度に関する質的な研究としては、

矢島（2014）において、企業アンケートにおいて、労働者が育児休業（子が 1 歳まで）と

短時間勤務（子が 3 歳まで）をフルに利用した場合の「中長期的なキャリア形成への影響」

「全く影響しない」16.4％、「あまり影響しない」33.6％であった一方で、「どちらとも言

えない」31.2％であったことが示されている。労働政策研究・研修機構（2012）では、「長

期の短時間勤務は昇進にいい影響を与えないと考える企業が大半」であり、加えて、「キ

ャリア意識の高い女性社員は育児休業や育児短時間勤務を短期で切り上げ、元のペースに

戻る場合が多いと説明する企業が多い」としている。 
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 このように、これまで日本で行われてきた両立支援策と女性就業のアウトカムに関する

研究については、第一に、制度導入が女性の就業継続へつながったかどうかに対する関心

が高く、賃金に対する影響については育児休業制度が導入された後の 1992 年～2000 年

初頭のデータを用いた研究に限られているため、より近年の動向を把握する必要があると

考える。第二に、これまでの研究は育児休業制度への関心が高かったが、2010 年の短時

間勤務制度の措置義務化により、今後短時間勤務制度の利用が増加していくことが予想さ

れるため、これまで計量的な研究がほとんど行われてこなかった短時間勤務制度の利用と

賃金への影響に関して更なる研究蓄積が必要である。本研究ではこの点について、第 4 章

以降の実証分析において取り組んで行きたい。 

 

第２節 短時間勤務がキャリアに及ぼす影響 

 前節で、本研究は両立支援制度の中でも特に短時間勤務制度の利用と賃金の関係を中心

に計量経済学の分析手法を用いて明らかにすることに言及したが、ここで、短時間勤務制

度が賃金やキャリアに対してなぜ影響を及ぼすと考えるのかについてまとめておきたい。 

 短時間勤務制度がキャリアに影響を及ぼす理由は大きく分けて 3 点あり、それらは相

互に関連している。第一に、短時間勤務であるから当然のことだが、勤務時間が短縮され

ることである。ここで言う勤務時間短縮とは、法定労働時間である 8 時間から 6 時間への

2 時間の短縮という以上の意味を持つ。日本の多くの企業があてはまるように 「恒常的

な時間外労働を前提とする職場では、通常の残業時間を含んだ時間（たとえば 10 時間）

から 6 時間勤務に大幅に時間が短縮されているという感覚になる」（武石, 2013）のであ

る。 

 第二に、仕事内容、質の面においても通常勤務労働者との間に差が生じることである。

松原（2012）では、短時間正社員とフルタイム勤務者の仕事では「緊急性・迅速性」「チ

ャレンジ性」の点で違いがあり、これらが中長期的に両者の知識やスキルに格差をもたら

す可能性が指摘されている。また、管理職に対して短時間勤務者にどのような仕事を配分

するかを聞いた武石（2013）でも、①あらかじめスケジュールの見通しがつき、突発的な

対応が求められない、②短納期で締め切りに追われるようなタイプではなく、一定の期間

の中である程度の裁量をもって処理できる、③職場以外との調整、とりわけ社外との調整

や交渉が少ない、④一人で責任を担わない、といった特徴のある仕事が短時間勤務者に与

えられており、経験できる仕事の深さや幅が制限される可能性が指摘されている。また、

上記松原、武石の両研究において異動や出張の制約についても指摘されていた。 

 第三に、短時間勤務取得者には評価の面からも不利になる可能性があるという点が挙げ

られる。松原（2012）では、短時間勤務者は働く時間が短くなったことで、工夫して業務

をこなすようになり、むしろ生産性や会社へのコミットメントが高まっていると実感して

いるにもかかわらず、管理者によっては勤務時間の長さによる評価が行われており、短時

間勤務者のモラールを低下させているという、評価制度の問題も指摘されている。 
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 短時間勤務で働くということは、ただ単に 2 時間勤務時間が短くなるということでは

なく、その上取得期間中の仕事内容・質・評価がフルタイム勤務で働く場合とは全く異な

ってしまう可能性があるということを意味するのである。女性労働力活用の機運や制度の

義務化に伴い、短時間勤務に対する認知や理解が進み、今後ますます多くの労働者が短時

間勤務制度を利用して就業と子育てを両立していくと予想される中で、しかし課題も浮き

彫りになってきている。多くの調査・研究で指摘されているのは、その長期利用によるキ

ャリアへの影響である。短時間勤務制度がある事業所における最長利用可能期間は、「3 歳

に達するまで」が最も高く 59.7％、次いで「小学校就学の始期に達するまで」が 19.8％、

「小学校就学の始期に達するまで以上」としている企業が 36.6％と、非常に長期に渡る短

時間勤務の利用が可能であることがわかる（厚生労働省『平成 27 年度雇用均等基本調査』）。

松原（2012）は、「制度充実による適用期間の延長や複数人数の子の出産・育児による制

度利用によって、育児休業を含むと 5～10 年以上フルタイム勤務をしないケース」を紹介

しており、そのような長期に渡る短時間勤務と、その間の仕事の質の変化が組み合わさる

と、将来的にフルタイム勤務者との間に能力格差が生じる可能性を指摘している。 

 

第３節 昇進構造、昇進の決定要因 

 ここまで、出産による女性への賃金ペナルティ、両立支援策の利用と賃金の関係につい

て先行研究をレビューしてきた。ここからは、出産を経た職場復帰後に女性が昇進できる

のかどうかという問題意識の下、昇進及び昇進意欲に関する先行研究のレビューを行って

いく。日本では昇進自体に関する研究は多いが、昇進意欲に関する研究は近年になって少

しずつ積み重ねられているのが現状である。 

 昇進に関する最も初期の研究は、労働者がどのように昇進していくのかという昇進の構

造に関する研究である。昇進構造の古典研究として Turner (1960)により、競争移動

（contest mobility）と庇護移動（sponsored mobility）が定式化され、その後 Rosenbaum

（ 1984 ）に よって、 競争 移動と庇 護移動モ デル を再構築 し たトー ナメ ント移 動

（tournament mobility）が加えられた。競争移動と庇護移動は米国と英国の 2 つの社会を

想定しており、競争移動はアメリカ型、庇護移動はイギリス型である。すなわち、競争移

動においては、全てのものに競争への参加機会が開かれているため、人々にはいつまでも

エリートへの上昇移動の可能性がある（同時に下降移動の可能性も常にある）。一方、庇

護移動では選抜されたエリートの中で競争が行われるため、早い段階で選抜されたエリー

トは特別な訓練や教育を受けることができるが、選抜されなかったものに対する敗者復活

の道はない。3 つめのトーナメント移動は、いくつかの階層の各段階で選抜が行われ、そ

こで選抜されなかったものは次の段階の選抜に参加することができないという経路依存

的な競争移動である。 

 日本企業における昇進構造は、今田・平田（1995）が、OLL 社（仮名）の約 8000 人に

及ぶホワイトカラー個々人の入社以降の移動・昇進データを用い、「一律年功モデル」「ト
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ーナメント型競争モデル」「昇進スピード競争モデル」の 3 つのモデルが、勤続に応じて

重層的に行われていることを示している。「一律年功モデル」とは、日本的雇用の特徴で

ある年功制をもっとも単純化したモデルであり、勤続年数に応じて昇進していくモデルで

ある。「トーナメント競争モデル」は上記の Rosenbaum のトーナメント移動を基にしたモ

デルであり、ある勝負において負けたものはそれ以上上の階層の勝負に参加することが出

来ない。「昇進スピード競争モデル」は、「一律年功モデル」と「トーナメント競争モデル」

を折衷したモデルである。すなわち、昇進スピードの差はあるが、一定期間経過後昇進す

ることができる。いつ昇進するかという昇進時期が勝負の焦点となる。日本企業である

OLL 社においては、キャリアの初期段階では「一律年功モデル」の色合いが強く、次第

に昇進時期の早さを競う「昇進スピード競争モデル」が顕在化し、最終的には、勝者と敗

者が明確になる「トーナメント競争モデル」へと移行していく、というように、キャリア

の段階に応じて競争原理が順次変化する、重層型の昇進構造が用いられていた。この重層

型の昇進構造の下では、より多くの従業員を長期に渡って競争に参加させることで、より

多くの意欲を引き出すというメリットがある。 

 従来、日本の多くの大企業においては、入社して一定期間は同期入社の者にほとんど差

をつけない遅い選抜であることが指摘されてきた（小池 1981, 竹内 1995 など）。しかし、

公式の昇進のもっと早い段階で仕事の配分や職能等級の違いなどによる暗黙の選抜が行

われていることが明らかにされている（花田 1987; 八代 2002; 上原 2003, 2007）。若林

（1987）は、13 年目のキャリア結果に対し最大の説明力を持つ要因は入社後 3 年間の実

績であることを明らかにし、キャリアの初期段階の実績が、その後のキャリア発達を規定

する可能性を示唆した。 

 公式非公式に関わらず、昇進候補者として選抜されるために重要な要素は、入社前に既

に決まっている要素として学歴がある。そして入社後に決定される要素としては、勤続年

数、業績、異動経験、職場環境、制度、経営方針、上司との関係などがある。 

 経済産業研究所が行った「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する国

際比較調査」（2009 年）の調査データ（男性 6480 人、女性 3023 人）を分析した山口（2013）

によると、男性のホワイトカラー正社員は、学歴によらず最終的に 90％以上が係長以上

に、大卒の約 8 割、高卒の約 7 割が課長以上に昇進する。対して女性の場合、勤続年数に

関わらず、課長職に到達する割合は大卒では 3 割に届かず、高卒では約 15％である。百

貨店における昇進競争を大卒男女、高卒・短大卒男女の 4 つのグループに分けて分析した

原・松繁（2007）も、女性は大卒者に比べて、高卒・短大卒であると昇進に不利なことを

示している。男性の昇進における学歴効果はより上位の階層において限定的であるのに対

して、女性の場合は、そもそも昇進できるかどうか（昇進のある仕事かどうか）が学歴に

よって決まるという点で、男性より学歴社会であると言えよう。山口は、その一因として

日本企業におけるコース別雇用採用の問題点を指摘している。女性の教育水準と職種・コ

ースが課長までの昇進に影響することは、冨田（2002, 2005）においても示されている。 
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 また、昇進には勤続年数が必要であるが（八代, 1992 など）、勤続年数は昇進の十分条

件ではない。勤続年数を昇進の要件として挙げている研究の多くは、加えて業績も重要で

あることを指摘している（冨田, 1992; 大竹, 1995; 高田, 2013 など）。大手小売業 3 社に

おける女性の昇進について聞き取り調査を行った八代（1992）は、3 社のうち 2 社で、管

理職登用のために必要な店舗間異動に男女差があり、うち 1 社では、係長レベルの女性で

あっても、男性と同等の配置転換の機会を与えられていなかったことを指摘している。大

内・藤森（1994）は、基幹労働者として働く女性（退職者含む）32 名に聞き取り調査を

行い、男性と同等の配置転換が受けられない、海外赴任が許可されないなどの男女間格差

を指摘している。百貨店での事例研究を行った木本（1995）は、女性は男性と同様に昇格

しながらも「女性職務」に引き寄せられていく「グレーゾーン」にいることを見出した。

地方銀行 5 社での聞き取り調査から女性管理職の登用について考察した松繁・梅崎（2003）

では、残業や仕事の不規則性などの問題から管理職昇進に必要な仕事の横のキャリアが伸

ばせないこと、転居を伴う支店間異動が仕事と家庭の両立を困難にするために敬遠される

ことが女性の昇進を阻んでいる「壁」であるとした。管理職の育成は、キャリアの形成に

よってなされており（小池, 1991）、キャリアとは、具体的には関連した職務群の経験であ

る（中村, 1994）とすると、異動経験を通じた横のキャリアの不足が女性の縦のキャリア

である昇進を難しくさせていることがわかる。 

 ただし、「良い」上司の存在によって女性が昇進する例も報告されている。大手小売業

の事例研究を行った八代（1992）は、女性の同一企業への勤続は、上司が女性の育成に関

して積極的であることによって促されることを指摘している。女性にとっての上司の重要

性は安田（2012）、21 世紀職業財団（2013）、武石（2014）でも指摘されている。中村（1994）

は、管理的・企画的側面の強い「やや重要な仕事」を担わせることで、女性のキャリア意

識が変化することを示している。 

 労働市場には合理的・非合理的な男女差別が存在しており、その中で女性が昇進を目指

そうと考えると、そのハードルの高さから、男性に比べてより一層努力したり、業績を上

げたりしなければならなくなると予想され、男性よりも大きな費用を払わなければならな

いと言えるだろう。Kato et al. (2013)では、昇進確率に労働時間が影響するのは女性労働

者にだけ見られる現象で、女性の長時間労働があたかも仕事へのコミットメントに対する

「踏み絵」のような役割を果たしていることを指摘している。 

 加えてもし女性が子どもを持ちたいと考える場合は、現状では女性にかかる家計生産負

担が重い。女性は仕事と家庭の両立、さらに昇進も考えた場合は、上記のような昇進を決

定する要素を考慮しながら、家庭もうまく回していかなければならないため、女性にかか

る負担の重さは相当なものである。中小企業の部長以上管理職経験のある女性 6 名にイ

ンタビューを行った大内・奥井（2009）は、管理職になる以前の職場の労働時間がフレキ

シブルであり、家族状況の変化に応じて職場での労働時間や勤務形態が変えられることが

女性の管理職就任を促すことを示している。また、20 歳代後半から 40 歳代の管理職、
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あるいは管理職候補の女性 20 名にインタビューを行った永瀬・山谷（2012）では、夫の

家事育児分担の重要性に加え、本人が基本は定時に帰るが残業できる体制を整えておくこ

とが重要であることが指摘されている。女性が仕事と家庭を両立するにあたり、夫の協力

は欠かせない。女性がキャリアと家庭を両立するには、それに加えて女性自身が、特に突

発的な仕事や育児の課題に対応できる環境を準備しておくことが重要なようである。 

  

第４節 昇進意欲 

 そのような背景を受けてか、女性の昇進に対する意欲は現状ではとても低いことが各種

調査で示されている。昇進自体にも男女間格差があるが、昇進意欲にも男女差があるので

ある。実際に、女性の昇進意欲は男性と比較して低い。労働政策研究・研修機構が行った

『男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果（２）』（2014）によると、300 人以

上規模企業に勤める、現在役職に就いていない男女 3,132 名（男性 1,258 名、女性 1,874

名）のうち、課長相当職以上への昇進希望を持つ者の割合は、男性が 59.4％であるのに対

し、女性は 10.4％である。同じく労働政策研究・研修機構が 2006 年に行った『仕事と家

庭の両立支援にかかわる調査』では、300 人以上規模企業に勤める、現在役職に就いてい

ない一般社員男女 6,529 名（男性 2,838 名、女性 3,643 名）のうち、課長相当職以上への

昇進希望を持つ者の割合は、男性が 52.1％であるのに対し、女性は 9.6％である。いずれ

の調査においても、5 割を超える男性が管理職希望を持つのに対し、女性は 1 割程度と、

男女間に格差が見られる。『平成 25 年度雇用均等調査』（厚生労働省）によると、女性管

理職が少ない（１割未満）あるいは全くいない役職区分が一つでもある企業についてその

理由（複数回答）をみると、「現時点では、必要な知識や経験、判断力等を有する女性が

いないため」に次いで、「女性が希望しないため」が挙がっている。企業側も女性の昇進

意欲が低いことを認識している。   

 なぜ女性は昇進を希望しないのだろうか。前出の労働政策研究・研修機構（2014）では、

「管理職への昇進を望まない理由（複数回答）」として、「仕事と家庭の両立が困難になる」

を選択した者が 300 人以上企業規模で 40.0％と最も高くなっている。男性では 17.4％で

あるから、女性にかかる家庭責任の重さが伺われる。相対的に家事育児量が増大すると考

えられる子どものいる女性に絞ってみよう。300 人以上企業規模に勤める子どものいる女

性正社員 2,500 人を対象とした 21 世紀職業財団による『育児をしながら働く女性の昇進

意欲やモチベーションに関する調査』（2013）では、「昇進したくない理由（一般従業員・

複数回答）」として、「仕事と家庭の両立が難しそうだから」を選択した者が 44.8％となっ

ており、ここでも女性たちが、昇進と家庭はトレードオフの関係にあると考えていること

がわかる。実際に、国立社会保障・人口問題研究所が 2018 年に実施した「第６回家庭動

向調査」によると、妻が常勤の場合、1 日の平均家事時間は他の雇用形態に比べて最も短

く 187 分となるが、それでも家事の 80％以上を 6 割の常勤の妻が担っている現状が明ら

かになっている。もし管理職になることで労働時間や休日出勤などの増加が見込まれると
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するならば、実質的な家事や育児の負担が大きいことは、昇進意欲を抑制する方向に働く

だろう。 

 本研究では、女性が出産前後に就業継続できたとして、その後どのようなキャリア展望

が望めるかという視点で、女性の昇進意欲に着目した探索的な分析を第 6 章で行う。川口

（2012）が想定するように労働者は、昇進による便益が費用を上回る場合に昇進意欲を持

つと考えられる。一般に、昇進すると社員は昇給、権限の拡大、社会的ステイタスなどを

得られ、これらは昇進に伴うメリットであると考えられてきた。一方で、昇進には重大な

責任を背負うことによるストレスや不測の事態に突然対応しなければならない機会の増

加、労働の長時間化など、デメリットも伴う可能性がある。昇進意欲は、昇進のこのよう

なプラスとマイナスの側面を個人がどう考えるかによって決定されるが、一般に男性と比

較して家庭責任を多く担っていると考えられる女性は、昇進を望むことに対するハードル

が男性より高いと予想できる。昇進意欲に関する実証研究はこれまで安田（2009, 2012）、

川口（2012）、武石（2014）によって行われている。 

 『女性労働者の処遇等に関する調査 2004』（21 世紀職業財団）を用いて計量的な分析

を行った安田（2009）は、均等法以後に総合職として入社した女性であっても、管理職に

なりたいと考える女性よりも、なりたくないと考える女性の方が多く、「ワークライフバ

ランス」を希望しているか、「男女均等処遇」を希望しているかで昇進意欲が異なること

を示した。 

 川口（2012）は、企業の施策に注目し、ポジティブ・アクションを熱心に実施している

企業では男女ともに昇進意欲が高く、仕事と育児の両立支援策は女性の昇進意欲と有意な

関係がなく、男性の昇進意欲とは負の相関があることを示している。 

 さらに安田（2012）では、川口（2012）では分析されていなかった仕事や職場の特性、

上司の特性の視点を加え、女性は面倒見の良い上司の下で働いている場合に、男性は裁量

性の高い仕事や職場で働いている場合に昇進意欲が強くなり、反対に女性は自分がスペシ

ャリストタイプであると自覚している場合に、男性はチーム作業である仕事や職場で働い

ている場合に昇進意欲が弱くなることを示した。 

 武石（2014）では、女性活躍推進や両立支援の施策があることに加えて、その存在を従

業員がきちんと認識していることが、また、上司のマネジメントが男女の昇進意欲に影響

を及ぼしていることが示されている。いずれの研究においても、女性は昇進意欲がそもそ

も低いということが再三指摘されている。 

 これらの先行研究は、いずれも社内における、昇進意欲に影響を与えると考えられる費

用便益に注目しており、本稿の課題である昇進意欲に影響を与える家庭や意識要因につい

てはあまり扱われていない。しかし結婚しているかどうか、子どもがいるかどうかなどの

基本的な変数はコントロール変数として扱われている。女性が主に家事育児を担うのであ

れば、結婚していることや子どもがいることは、女性の昇進意欲を下げ、逆に男性の昇進

意欲を上げるのではないかと予想されるが、不思議なことに先行研究は必ずしもそうした
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結果を示していない。武石（2014）の結果はこの予想ともっとも整合的であるが、安田

（2009）では、むしろ子どもがいる女性の方が昇進意欲が高いという結果であり、川口

（2012）の分析では有配偶であることや子どもがいることは女性の昇進意欲とは無関係

である。それぞれの研究の分析対象が異なるので改めてその対象を整理する。 

 武石（2014）では、100 人以上企業に勤める 40 歳未満の大卒者が分析対象となってお

り、配偶者がいることは、女性の昇進意欲を低め、逆に男性の昇進意欲を高めると示され

た。子どもの存在と昇進意欲は男女ともに有意な関係がなかった。また、親との同居はむ

しろ昇進意欲にマイナスの影響を与えており、武石はこれを「（親の状況を細かく分析す

る必要があるが、）自分以外の家計維持者の存在が昇進意欲を低めている」としている。 

 川口（2012）の調査対象は 20 歳代（配偶者のいる割合は約 4 割）と若いことが特徴で

ある。これは 300 人以上規模の企業に勤める一般社員の分析であり、配偶者・子ども数が

コントロール変数として加えられているが、そのどちらも男女の昇進意欲とは有意な関係

がなかった。 

 一方、安田（2009）は総合職に限定した分析である。100 人以上企業に勤める 39 歳以

下の分析であるが、配偶者がいる場合には女性の昇進意欲は弱くなり、子どもがいること

はむしろ昇進意欲を高めると示した。このことについて安田は、「子どもがいてもなお就

業を継続している総合職女性は、子どものいない平均的な総合職女性よりも管理職希望が

強いと考えられる」と解釈している。安田の後の研究（安田, 2012）ではさらに若干の家

庭要因が加えられており、配偶者が働いていない場合男性の昇進意欲が高まり、子ども数

が増えるほど男性の昇進意欲が下がることを示している。また、家事関連の時間が長いほ

ど男女とも昇進意欲が高まっており、安田はそれについて、「家事関連時間が長く、自己

規律が取れている社員は昇進意欲も高いのかもしれない」としている。 

 このように、先行研究における、昇進意欲に対する結婚や子どもの影響は、年齢や企業

規模などの分析対象によって異なっており、結論が出ていない現状である。 

 これまでの先行研究では、女性の就業と出産育児の両立に関する研究の蓄積は厚い。育

児休業に代表される企業の両立支援策や、保育所などの社会的インフラ、家庭要因として

は夫の家事育児サポートや親との同居などが女性の就業と出産を両立可能にしているこ

とが示されている。対して、女性の昇進と出産育児の両立という視点の研究は少ない。加

えて、既存研究では、女性管理職数の少なさから、実際に昇進した女性に対して聞き取り

調査が行われているものが多く、量的な分析を行っている研究は少ない。また、これまで

の昇進研究は、昇進の構造や、昇進の要件に関する研究蓄積は厚いが、昇進意欲に関する

研究は近年になって数件見られるのみである。本稿は、女性の昇進と出産育児の両立とい

う女性労働の質の問題に対して、特に昇進意欲に焦点を当て計量的な分析を行うという点

でこれまでの研究蓄積に資する。 

 また、これまでの昇進意欲に関する先行研究は、いずれも企業内の男女均等施策、ポジ

ティブ・アクション施策や仕事と家庭の両立支援策などが女性の昇進することによる費用
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を軽減し、昇進意欲を高めるかどうかという点に分析の主眼を置いている。本稿も同じよ

うな関心を持つが、加えて、ある意味では当たり前ととらえられていたのかもしれない、

先行研究ではあまり注目されて来なかった、家庭内での家事負担や家計分担が男女の昇進

意欲に影響を与えているのかどうかに注目する。 

 

第５節  使用するデータ 

本節では、第 4 章以降の実証分析で使用するデータの概要を示す。 

まず、第４章では、クロスセクショナルデータを用いた短時間勤務制度取得の決定要因

と取得期間の賃金への影響について検証するため、21 世紀職業財団が行った「育児をし

ながら働く女性の昇進意欲やモチベーションに関する調査4」（2013）の回答者 2,500 名の

データを用いて分析を行う。本調査は、調査会社のモニターの中で、子どもを持ちながら

300 人以上企業規模の民間企業で正社員として働く女性に対してインターネット調査を

行ったものである。本データは、「正社員」であり、しかも「子どもがいる」、「300 人以上

企業規模の民間企業に勤務」する「女性」という限定的なグループを取り扱ったデータで

あることを明記しておく。しかし、「比較的大規模企業に勤める子どもを持つ正社員女性」

という特定のグループ層の特徴をよく捉えた最近のデータとして貴重である。本調査の特

徴は、育児休業制度、短時間勤務制度についての潤沢な情報に加え、末子出産後職場復帰

時の職場環境などが回顧的に把握できる点である。 

第 4 章で使用する調査の基本属性を確認すると、子どものいる女性に限定しているた

め、20 代女性は少なく、30～59 歳で 93.8％を占める。1000 人以下の企業に勤める者が

全体の約 4 割、大卒割合が最も高く約 4 割を占め、次いで短大・高専卒、高校卒がそれ

ぞれ約 2 割となっている。 

 

表 3－1 年齢分布（正社員・女性） 

 

  

 

4 本調査は、お茶の水女子大学永瀬伸子教授を主査とし、21 世紀職業財団上席主任・主任研究員である

山谷真名氏、帝京平成大学助教の知脇希氏、そして執筆者である横山真紀により、調査票の設計から報

告書の作成まで行ったものである。 

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
n

90 737 1053 554 66 2500

3.6% 29.5% 42.1% 22.2% 2.6% 100.0%
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表 3－2 企業規模分布（正社員・女性） 

 

 

表 3－3 学歴分布（正社員・女性） 

 

 

分析対象を 59 歳以下とし、短時間勤務制度が法制度として登場する前の 1991 年以前

の末子出産者を分析から除き、さらに末子出産時の短時間勤務に焦点をあてるため、末子

出産後に一旦離職した女性を除いた 1,458 人を分析対象とする。また、制度利用後の収入

への影響を確認したいため、制度利用中の者については分析対象から除いている。 

第 5 章では、パネルデータを用いて、育児休業制度と短時間勤務制度が賃金にどのよう

な影響を与えるかについて検証する。使用するデータは、東京大学社会科学研究所パネル

調査プロジェクト「働き方とライフスタイルに関する調査」の若年パネル（2006 年時点

で 20 ～ 34 歳）及び壮年パネル（2006 年時点で 35 ～40 歳）のうち、育児休業に関す

る質問項目を含む wave3 ～ wave11（2009 ～ 2017 年）である。分析対象は、wave3 の

時点で 23 歳から 43 歳となる。同調査は 2011 年に、長期追跡に伴う脱落問題に対処す

るために継続調査と同年代の対象者を新たに追加しており、その追加調査者も分析に含め

る。 

第 5 章で使用するパネルデータは、平成 17 年（2007 年）10 月に行われた国勢調査に

おける属性の分布を用いて層化二段無作為出によって標本抽出がされているため、第 4 章、

第 6 章で分析に用いる調査と比較すると、層化に用いた性別、年齢、地域ブロック、市郡

規模の分布が日本全体の分布により近いものとなっている。ただし、多くの調査と同様の

偏りが発生しており、「たとえば、男性よりも女性のほうが多くなることや、特に男性 20 

代がとりにくいこと、関東や近畿は回収されにくく、大都市部もまた期待される構成割合

を大きく下回る」（三輪, 2008）。同調査は、本人の過去 1 年の産休・育休の取得の有無、

賃金を把握することが可能であり、また、短時間勤務に関する直接的な設問はないが、労

働時間による推測が可能である。 

基本属性の傾向が分かりやすいように、分析に使用する最初の wave である wave3、及

びサンプルが追加された wave5、そして使用する最後の wave である wave11 について記

述統計を確認すると、wave3 の時点で男性は平均年齢が 33.9 歳、女性が 34.0 歳となって

いる。wave3 の時点では 30 代が最も多いが、9 年後となる wave11 ではサンプルは年齢

を重ねており 40 代が中心のパネルとなる。データ上では出産の最高齢が 44 歳となって

301人～1,000人 1,001人～2,000人 2,001人～5,000人 5,001人～10,000人 10,001人以上
n

960 337 310 250 643 2,500

38.4% 13.5% 12.4% 10.0% 25.7% 100.0%

高校卒 専門学校卒 短大・高専卒 大学卒 大学院卒 その他
n

527 249 542 1060 115 7 2500

21.1% 10.0% 21.7% 42.4% 4.6% 0.3% 100.0%
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おり、その 2 年後の制度利用まで概観するため、年齢を 46 歳で区切って利用する。 

また、就業状態の変化に着目して見ると、男性が wave を重ねるごとに非正社員・非正

規職員、無職の者が減り、正社員・正規職員として雇用されるものが増える一方で、女性

は無職の者が減り非正社員・非正規職員として雇用されるものが増加している。婚姻状態

及び子どもの有無については、もともと女性の方が有配偶率も有子割合も高く、男女とも

に wave を通して有配偶率は約 15％上昇、有子割合は男性が約 16％上昇、女性は約 19％

上昇している。 

 

表 3－4 男女、wave 別年齢分布 

 

 

表 3－5 男女、wave 別就業状態 

 

 

 

  

男性 女性 男性 女性 男性 女性

平均 33.9 34.0 35.8 35.7 41.9 42.1

20～29歳 25.3% 26.0% 18.8% 20.0%

30～39歳 54.7% 50.7% 50.7% 48.3% 33.3% 33.9%

40～49歳 19.9% 23.3% 30.5% 31.8% 58.1% 55.5%

50歳～ 8.6% 10.7%

n 1,681 1,925 1,923 2,356 1,431 1,924

wave5(2011) wave11(2017)wave3(2009)

男性 女性 男性 女性 男性 女性

正社員・正規職員 73.5% 35.8% 75.1% 36.8% 80.3% 35.7%

非正社員・非正規職員 13.7% 33.9% 10.9% 33.8% 8.3% 39.1%

自営・家族従業者 7.5% 5.2% 7.6% 4.0% 7.7% 5.6%

無職 5.3% 25.2% 6.3% 25.5% 3.7% 19.6%

n 1,681 1,925 1,923 2,356 1,431 1,924

wave3(2009) wave5(2011) wave11(2017)
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表 3－6 男女、wave 別婚姻状態・子どもの有無 

 

 

第６章では、女性の就業継続後のキャリア発展に着目し、賃金を高めるための「昇進」

達成に必要な昇進意欲を高める要因を探る。使用するデータは、内閣府が 2009 年に全国 

20 歳～ 44 歳の男女 10,000 名に対して行った、「男女の能力発揮とライフプランに対す

る意識に関する調査」である。本調査は調査会社の登録モニターを使ったインターネット

調査である。本調査の特徴は、2 点あり、まず、管理職希望について聞いた設問があり、

現在の管理職希望に加えて、社会人になった頃の過去の管理職希望がわかること、また、

会社の施策や職場の雰囲気と同時に、家庭内での家事・育児分担割合、家計負担割合、配

偶者の雇用形態、配偶者の年収などの調査対象者の配偶者に関する情報が豊富に含まれて

いることである。 

第 6 章で用いる調査の基本属性を確認すると、年齢は男女ともに 30 代が最も多く、雇

用形態については男性は正社員が 80.1％を占める一方で、女性は正社員 30.4％、非正社

員 30.3％、仕事に就いていないものも 39.4％と違いが大きい。学歴は男女ともに大卒が

最も多く、男性は 54.6％、女性 38.5％となっている。正社員に限定して勤め先の企業規

模を確認すると、差が見られるのは 1～29 人の小規模企業に勤める者と 1000 人以上の大

規模企業に勤める者で、1～29 人の小規模企業に勤める者は男性より女性が約 9％多く、

1000 人以上の大規模企業に勤める者は女性より男性が約 7％多い。同じく正社員に限定

して配偶関係・子どもの有無を見てみると、女性正社員は、有配偶者も子どもを持つ者も

男性に比べて少なくなっている。 

 

表 3－7 男女別年齢分布 

 
 

 

 

 

男性 女性 男性 女性 男性 女性

配偶者あり 50.2% 58.0% 55.1% 62.8% 65.9% 73.7%

子どもあり 41.0% 50.5% 44.5% 54.9% 57.1% 69.4%

n 1,681 1,925 1,923 2,356 1,431 1,924

wave3(2009) wave5(2011) wave11(2017)

年齢 男性(n=4,141) 女性(n=3,820)

20～29歳 29.6% 32.6%

30～39歳 49.5% 48.2%

40～44歳 20.9% 19.3%
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表 3－8 男女別雇用形態分布 

 
 

表 3－9 男女別学歴分布 

 

 

表 3－10 男女別企業規模（正社員・正規職員） 

 

 

表 3－11 男女別配偶関係・子どもの有無（正社員・正規職員） 

 

 

 使用したデータの全体的な特徴として、出産前後を扱うことから 20 代よりも 30

代以降の層が多く、大卒層が比較的多い。上記のデータを用いて、第 4 章では両立

支援策の中でも短時間勤務制度取得期間の賃金への影響に着目した分析、第 5 章で

は育児休業取得と短時間勤務取得の賃金への影響についてパネルデータを用いた分

析、第 6 章は特に出産前後に就業継続した場合のその後のキャリア発展という視点

から、女性の昇進意欲に着目した分析を行う。 

 

  

  

雇用形態 男性(n=4,141) 女性(n=3,820)

正社員・正規職員 80.1% 30.4%

正社員以外 14.2% 30.3%

無職 5.7% 39.4%

学歴 男性(n=4,141) 女性(n=3,820)

高卒以下 22.4% 29.6%

短大・高専卒 11.7% 28.7%
大卒 54.6% 38.5%
大学院修了 11.4% 3.3%

男性(n=3,309) 女性(n=1,157)

企業規模 1～29人 13.4% 22.3%

30～99人 13.8% 14.5%

100～499人 22.2% 23.3%

500～999人 9.0% 6.6%

1000人以上 33.2% 26.6%

官公庁 8.5% 6.7%

男性(n=3,309) 女性(n=1,157)

配偶関係 配偶者あり 59.9% 33.9%
配偶者なし 40.1% 66.1%

子どもの有無 子どもあり 43.9% 18.3%
子どもなし 56.1% 81.7%
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第４章 短時間勤務取得の決定要因と賃金への影響 

(クロスセクショナルデータによる分析) 

これまで、女性が労働市場の中でどのような差別を受け、子どもを持つことでどのよう

に賃金ペナルティを受けるか、理論的に、また先行研究によっても確認してきた。第 4 章

では、女性の人的資本形成への影響を最小限に抑えるための両立支援策について、実証研

究を行う。両立支援策は就業継続にとって重要な政策であると同時に、女性のキャリア発

展という観点から考えると利用の仕方によってはキャリアを阻害する可能性もある。制度

はどのように利用していくべきなのかという問題について、明らかにしていきたい。 

 

第１節 研究の目的 

 育児期の女性が短時間勤務制度を利用すると、一時的に人的資本の蓄積が出産前までと

比較すると停滞することになると考えられる。企業側にとっては、そのような時期になる

べく人的資本を低下させないよう雇用管理することが人材の持つ能力を最大限に生かす

ためにも重要であろう。本章の目的は、以下の 2 点に集約される。 

 1 つは、短時間勤務取得の決定要因を明らかにすることである。短時間勤務制度は義務

化されたとはいえ、正規雇用者の 9 割前後が利用する育児休業と比較するとその利用率

は最近でも 4 割前後の制度であり、制度があったとしても利用しない者も多数存在する。

短時間勤務制度を利用する・しないの決定に影響を与えているのは、どのような変数なの

だろうか。義務化によって取得の決定要因に変化はあったのだろうか。 

 2 つ目は短時間勤務取得と賃金の関係を明らかにすることである。短時間勤務を取得す

ることで、現在の年収にどのような影響があるのか。これら 2 つの視点から短時間勤務

制度を概観していく。 

 

第２節 短時間勤務制度利用の実態 

 本調査を使用して、雇用区分別5に短時間勤務の取得割合が末子出産年によってどのよ

うに変化してきたかを見たのが図 4－1 である。出産年は、育児休業法の改正に合わせて

区分した。2009 年の法改正で 2010 年から義務化されたことは第 1 章で既に述べたが、

2001 年から 2008 年は 3 歳未満の子を持つ労働者に対して、「短時間勤務制度」「フレッ

クスタイム制」「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」「所定外労働をさせない制度」「事業

所内託児施設」「育児に要する経費の援助措置」「1 歳以上の子を対象とする育児休業」の

 

5 雇用区分は、「雇用区分なし」「総合職・準総合職」「一般職」の 3 区分から見ている。調査自体には「専

門職」も含まれていたが、サンプルサイズが小さかったため、表示していない。また、「準総合職」は現

在の賃金を見ると総合職とほとんど同じ傾向を示していたため、一つのグループとした。 
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うちいずれかの措置を事業主に義務付ける選択的措置制度であった。また、それ以前の

1992 年から 2000 年までは、子どもが 1 歳未満で育児休業をとらない場合の代替措置と

して、やはり短時間勤務制度を含むその他の制度と共に選択的な措置制度であった。 

 図 4－1 によると、全体的に近年の出産になるほど利用割合が高まっている様子が見て

とれる。最近の出産では、いずれの雇用区分においても 5 割前後が短時間勤務を利用し

ており、前出の全国規模の調査では 40 ～ 45％の利用率であったことを考えると、本調

査の回答者は 1 割程度利用率が高いと言える。 

 

図４－1 出産年別，雇用区分別，短時間勤務制度の取得の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、図４－2 で雇用区分別に短時間勤務の利用期間を示す（ここで示す取得期間は、

子ども数にかかわりなくこれまで取得した短時間勤務の合計期間である6。 

  

 

6 通常、育児休業や短時間勤務の取得期間は、第 1 子についてのみ、もしくは末子に関してのみ聞いて

いる調査が多いが、本調査では、短時間勤務制度の利用期間を第一子や末子分だけでなく全ての子につ

いて合わせた総期間で聞いている。 
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図 4－2 出産年別，雇用区分別，短時間勤務制度の取得期間 

 

 

 一般職の方が総合職・準総合職よりも利用が長期に渡るのではないかと想像したが、雇

用区分による違いというよりは、時系列的な変化の影響が大きいことがわかる。 

 末子だけでなく第一子からの短時間勤務取得期間を合計すると、近年は半数以上が短時

間勤務制度を利用していることがわかる。松原（2012）で指摘されたような短時間勤務の

長期利用として 5 年 1 か月以上の取得も各雇用区分で 1 ～2 割存在している。 

 

第３節 仮説と分析方法 

第１項 なぜ短時間勤務を取得するのか 

 女性は短時間勤務制度を取得するかどうかをどのように決定していると考えればよい

のだろうか。雇用されている女性が出産した場合、今後も就業を継続していくことを前提

とすると、次の 3 つの選択肢があると考えられる。①短時間勤務制度を利用して就業継続

する。②短時間勤務制度を利用しないで就業継続する。③短時間勤務制度を利用しないで

就業中断する（離職する）。③の離職者は本データには含まれないため、ここでは①と②

をどのように決定するかを考える7。 

 阿部（2005）に基づくと、就業継続することを既に決めている女性が、両立支援制度を

 

7 ただし、この 30 年において層として実際に一番多いのは出産退職者である。『第 15 回出生動向基本調

査』（国立社会保障・人口問題研究所）によると、2015 年時点においても、2010～2014 年に第一子を出

産した女性の 33.9％が出産退職している（出産前から無職 23.6％、就業継続（育児休業利用）28.3％、

就業継続（育児休業未利用）10.0％、不詳 4.2％）ことを明記しておく。 
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利用するか否かは、短時間勤務制度を利用して得られる期待所得と短時間勤務制度を利用

しないことによる費用の関係で決まると考えられる。つまり、期待所得を（E）、費用を（C）

としたとき、E－C ＞0 ならば、短時間勤務を利用しないで就業継続し、E－C ≦0 なら

ば、短時間勤務を利用する。期待所得は人的資本の蓄積によって決まるが、短時間勤務制

度取得は、短期的にも長期的にも期待所得にマイナスの影響を及ぼすと予想される。まず

短期的な賃金については、多くの企業で短時間勤務中は短縮した時間分だけ、フルタイム

勤務した場合に比べて賃金が下がる。それに伴って賞与の算定にも影響が出る。 

 また、より長期で見ると、短時間勤務取得中に昇格が遅延したり、退職金の算定から勤

務時間短縮分が控除されたりする場合、やはり賃金にはマイナスの影響を及ぼす。そのよ

うな直接的な賃金の減少のみならず、短時間勤務を取得したことによって仕事内容や仕事

の質が変わり、昇進トラックから外れてしまうリスクもある。ただし、人によってそれを

リスクと捉えるかどうかは異なるだろう。昇進したい人にとっては、短時間勤務によって

評価が下がったり昇進に遅れが生じたりすることはリスクとなるが、そもそも昇進をイン

センティブと捉えない人にとっては、短時間勤務によって昇進パスが損なわれてもそれは

大きなダメージにはならないだろう。昇進意欲それ自体については、第 6 章で詳しい分析

を行う。 

 短時間勤務を取得すると、上記のような様々な賃金の減少予測がなされる。それでは短

時間勤務を取得しない決定ができるかというと、そう簡単に利用しない決断を下すことは

できないだろう。短時間勤務を取得しない場合、その間に育児や家事を行ってくれる人が

代わりにいるかどうか、それにかかる実質的な費用がどれくらいなのかと言ったことが問

題となってくる。また、中には子どもを長時間人に預けて就業するということに心理的な

負担を感じる人もいるだろうと予想されるため、この費用には心理的な費用も含まれる。

加えて、職場環境や職場における両立支援策がどの程度短時間勤務にかかる費用を軽減す

ることができるのかも短時間勤務取得の決定に関わってくるだろう。例えば職場が慢性的

な長時間労働を行っており、定時で帰宅することができない場合、その分育児を代替して

もらわなければならない時間も長引き、コストが上がる。また、職場が育児や介護を行っ

ている人をサポートするような雰囲気があるかどうかで、短時間勤務を取得する心理的な

ハードルにも影響を与えるだろう。 

 

第２項 仮説 

 第一項で示した期待所得と費用の関係を基にした意思決定過程を踏まえると、期待所得

が低い場合、もしくは育児を他者へ代替した場合の費用が高い場合に、短時間勤務を利用

する人が多くなると考えられる。これを前提に、①人的資本、②家庭環境、③職場要因、

④昇進意欲の 4 つの観点から短時間勤務取得の決定要因について以下の仮説を立てる。 
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① 人的資本 

  人的資本は、Mincer（1974）に基づくと学校での教育と職場での実地訓練（OJT）によ

って習得される。人的資本の高さと短時間勤務取得の決定については 2 つの方向性が考

えられる。まず、人的資本が高いほど期待所得が高く、短時間勤務を取得することによる

機会費用が高くなるため、短時間勤務を取得せず就業継続をするという方向である。逆に

もう一つの方向として、人的資本の高い女性ほど家庭での子どもの教育を重視し、短時間

勤務を取得して家庭での時間を増やそうとするかもしれないことも考えられる。本田

（2008）によると、高学歴・高階層の女性ほど子どもに高水準・広範囲の教育的・社会的

経験をさせており、熱心に家庭教育を行う傾向があることが示されている。 

 

② 家庭環境 

 家族内での育児費用の分担に着目して、配偶者や祖父母と分担して育児を行うことがで

きる場合、一般的には人を雇って任せるよりもかかる金銭的・心理的な費用は少ないと考

えられる。夫や祖父母の育児負担割合が高いほど、短時間勤務を取得するコストを下げ、

育児短時間勤務を取得せず就業継続をすることができると予想される。また、夫に関して

は、育児分担の量よりも、保育園の迎えや子の病時など柔軟な対応ができるかどうかが本

人の短時間勤務取得の決定に影響している可能性がある。 

 

③ 職場要因 

 職場要因については期待所得、費用の双方から予想する。まず期待所得については、評

価や昇進の面で時短勤務者に対して不利な職場では、労働者は短時間勤務を取得せずに就

業継続すると予想される。ただし、そのような結果になるのは昇進を重要と考えている労

働者に限られるだろう。 

 短時間勤務を取得することによる費用に関しては、ここでは育児を代替した場合の実質

的な費用と、心理的な費用の両面から捉えることができる。実質的な費用の面から考える

と、慢性的な長時間労働である職場では、育児を他者に代替してもらった場合のコストが

高くつくため、自分で短時間勤務を取得して就業継続をすると予想される。しかし、心理

的な費用として考えると、長時間労働が蔓延している職場では、一人だけ先に帰るという

行動が取りづらいと考えられる。そのような場合は、短時間勤務を取得せず、育児を代替

する選択をするかもしれない。 

 また、育児と仕事の両立に理解がある職場では、夕方以降は会議のスケジュールを組ま

ないなどの配慮がなされる可能性や、フレックスタイム制が導入されていて短時間勤務に

せずとも勤務が可能という場合が考えられ、育児に関わる急なリスク対応が避けられ育児

コストが下がり、短時間勤務を取得せずに就業継続できると考えられる。一方で、心理的

な費用として考えると、育児と仕事の両立に理解がある職場では、一人だけ先に帰ること

に対する心理的なハードルが低く、逆に短時価勤務取得を促す可能性も考えられる。 
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④ 昇進意欲 

 本人の昇進意欲によって、期待所得や費用がもたらす影響の大きさが異なるのではない

かという観点から、意欲に関する変数を投入する。昇進意欲がある者にとっては、短時間

勤務取得によるキャリアへの悪影響は避けたい問題であるため、短時間勤務を利用せずに

就業継続しようと考えると予想される。逆に、昇進をそれほど重視しない者にとっては、

短時間勤務取得によるキャリアへの悪影響があったとしても取得の決定には影響を与え

ないと考えられる。この「意欲」は、短時間勤務取得に関わる期待所得や費用を直接表す

ものではないが、それらに影響を与えると考えられるため、昇進意欲を考慮することによ

り、より現実に即した分析が可能になると考える。 

 

第３項 分析方法と変数 

 短時間勤務を取得した場合を 1 、取得しなかった場合を 0 としたダミー変数を被説明

変数とし、2010 年の義務化前後で短時間勤務取得の決定要因にどのような変化があった

のかプロビット分析を行う。義務化前後とは、2009 年以降の末子出産（育児休業を 1 年

取得していることを考慮し、義務化の 1 年前とした）と、それ以前（短時間勤務が 3 歳

未満の選択的措置義務であった 2001 年から 2008 年まで）の末子出産である。ただし、

末子出産時に「短時間勤務制度はなかった」と回答したものは除いて分析を行う。これは、

短時間勤務をあえて取得しなかったのか、制度自体がないために取得できなかったのかの

判別がつかなくなることを避けるためである。また、出産時の勤続年数を説明変数に加え

るため、初職継続者（転職経験がなく、かつ末子出産後に無職期間がないもの）のみを分

析対象とした。同時に、現在育児休業や短時間勤務制度を取得中のものは分析対象から除

いている。説明変数は表 4－1 に示す。 
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表 4－1 説明変数の定義 

 

第４節 短時間勤務取得に関わる実証分析 

第１項 短時間勤務取得の決定要因 

 本人の人的資本、家庭内、企業内の短時間勤務取得に関わる期待所得と費用に着目して、

育児短時間勤務取得の決定要因を分析した。結果を表 4－2 、記述統計量を表 4－3 に示

す。まず左端の「全体」の結果を見ると、2009 年以降の出産（短時間勤務制度が単独措

置義務）と比較して、それ以前の 2 期間（1992 ～ 2000 年の 1 歳までの選択的措置義

務、2001 年から 2008 年の 3 歳までの選択的措置義務）はいずれも負の係数で 1 ％水準

で有意となっており、短時間勤務制度の利用が拡大していることを示している。第 3 節で

示した仮説①人的資本、②家庭環境、③職場要因、④昇進意欲の 4 つの観点から短時間勤

務取得の決定要因について確認してみる。 

 

① 人的資本 

 2009 年以降の短時間勤務制度の義務化後は、学歴、勤続年数は短時間勤務の取得決定

に対して有意である変数は見られなかった。義務化以前では、高卒と比較して短大・高専

卒が 10％水準で、出産時の勤続年数 0 ~ 5 年と比較して 16 年以上が 5 ％水準で有意で

説明変数 変数の操作 備考

学歴ダミー

勤続年数ダミー

配偶者の育児協力
「子どもが未就学の時の、配偶者の育児分担について割合をお答え下さい」と
いう設問で、配偶者の育児負担割合を0から100の割合で聞いている。これを
「配偶者の育児負担割合」とする。

最高が100％、最低が0％

祖父母からのサポート得点

「育児に対するサポートは、次に挙げる人物からどの程度ありましたか」とい
う設問で「自分の母親」、「夫の母親」、「自分の父親」、「夫の父親」から
のサポートを「全くない」「ほとんどない」「時々あった」「頻繁にあった」
「ほとんど毎日」の5段階で聞いている。これを単純に加算し、「祖父母から
のサポート得点」とする。

最高が20点、最低が4点

配偶者の職業
配偶者の時間の柔軟性を示す変数として、「民間の正社員」「自営・自由業」
「公務員」「その他」についてそれぞれダミー変数を作成。

「現在の」配偶者の職種であり、「短時間勤務取

得時の」職種ではないため注意が必要であるが、

特に男性の場合長期雇用を前提としていることが

多いため類推が可能と考える。

時短勤務と昇進
「あなたが考える、あなたの昇進の見込みについて教えて下さい」という設問
に対して、「当社では、短時間勤務を取ると昇進の見込みがなくなる、または
だいぶ遅れる」を選択した場合1、それ以外を0としたダミー変数を作成。

職場が長時間労働

「ライフステージの各時点における、あなたの職場特徴について、あてはまる
ものをお選び下さい」という設問を用いる。ライフステージの各時点のうち
「職場復帰後」、「慢性的な長時間労働である」に対して「あてはまる」
「まぁあてはまる」と回答した人を1、「どちらとも言えない」「あまりあて
はまらない」「あてはまらない」を0としたダミー変数を作成。

職場におけるサポート

「ライフステージの各時点における、あなたの職場特徴について、あてはまる
ものをお選び下さい」という設問を用いる。ライフステージの各時点のうち
「職場復帰後」、「育児中の人をサポートする雰囲気がある」に対して「あて
はまる」「まぁあてはまる」と回答した人を1、「どちらとも言えない」「あ
まりあてはまらない」「あてはまらない」を0としたダミー変数を作成。

昇進意欲

「あなたの昇進希望を教えて下さい」という設問に対し「昇進したい」と回答
した人を1、「昇進したくない」「昇進がない仕事である」を0とするダミー変
数を作成。

「現在の」昇進意欲であり、過去の昇進意欲では

ないことに注意が必要であるが、横山（2015）にお

いて、学卒時の昇進意欲の高さと現在の昇進意

欲の高さが密接に結びついていることが示されて

おり、短時間勤務取得時の昇進意欲の代理変数

として用いる。

コントロール変数 雇用区分ダミー、末子出産時の年齢ダミー、子ども数を投入する。

人的資本を決定する学校教育と職場実地訓練については、学歴のダミー変数を
用いて学校教育を表す変数とし、また、職場実地訓練（OJT）は勤続年数をそ
の代理変数とする。
勤続年数は出産時の勤続年数を用いる。

出産時の勤続年数は、（現在の会社での勤
続年数-末子年齢）で算出
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あったが、予想したような「人的資本が高いほど、短時間勤務を取得せず就業継続をする」、

逆に「人的資本の高い女性ほど家庭での子どもの教育を重視し、短時間勤務を取得して家

庭での時間を増やそうとする」という傾向が得られたとは言えない。 

 

② 家庭環境 

 配偶者の育児負担割合や祖父母からのサポートは義務化前後のいずれも短時間勤務取

得の決定とは有意な関係がなかったが、配偶者の職業については、「自営・自由業」、「そ

の他」である場合、本人が短時間勤務を取得する確率を下げる。5 ～ 10％の有意水準で

あるためそれほど強い効果ではないが、配偶者との育児分担は、短時間勤務の取得の決定

に関しては、育児の「量」というよりも時間の柔軟性が重視されるのかもしれない。とい

うのは、通常、保育園は自宅近くにあり、迎えのためには夕方 16 時～ 17 時台に退社す

る必要がある家庭が多いと考えられるが、配偶者の勤め先が民間企業であると、男性が保

育園の迎えを行うことに対する無理解なども手伝って、早い時間の退社は困難な場合が多

いと予想される。しかし例えば配偶者が自営業で時間に融通が利く場合は、自営業は自宅

近くで開業されている可能性も高いため配偶者に保育園の迎えを任せやすいのではない

だろうか。 

 

③ 職場要因 

 投入した 4 つの変数のうち、義務化の前も後も短時間勤務取得の決定に影響を及ぼし

ていたのは、「短時間勤務を取得すると当社では昇進がなくなる、または遅くなる」ダミ

ーであった。この変数は、本来、短時間勤務を取得することが昇進に響くような職場では、

短時間勤務を取得せずに就業継続するのではないかと予想して投入したが、結果は予想と

は逆に短時間勤務取得に対して正の影響があった。これは、制度の広がりとともに短時間

勤務を取得した女性で、それを取得したことで昇進に影響があったのだと現在強く意識し

ている人が多いために、このような結果になったのだと解釈した。もしそうであるとする

と、取得の決定要因として投入する変数としてはふさわしくないのかもしれないが、その

ように感じた人が多かったということは一つの興味深い結果であると考える。 

 その他の職場に関する要因は、義務化以降に有意な影響を及ぼしている。慢性的な長時

間労働である職場では、短時間勤務を取得する確率が下がる結果になった。これは、長時

間労働を行うことで代替しなければならない育児の実質的な費用よりも、長時間労働が蔓

延している職場では短時間勤務が取りづらいという心理的な費用の方が大きいというこ

とだろう。また、職場に育児中の人をサポートする雰囲気があることは短時間勤務取得を

促していた。職場の変数で義務化以後に有意な効果が多く表れたことについては、義務化

以前は短時間勤務を取り入れやすい職場で短時間勤務が制度化されていたが、義務化に伴

い全ての企業が短時間勤務制度を取り入れなければならなくなったことによって、短時間

勤務になじまない職場での導入の結果がここに表れたのではないかと考える。 
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④ 昇進意欲 

 義務化前には昇進意欲と短時間勤務取得は有意に負の関係にあった（5 ％水準）。義務

化前である 2001 ～ 2008 年は、短時間勤務取得の対象となる子の年齢が引き上げられ制

度が充実してきてはいたが、まだ短時間勤務を取得しない、制度自体がない者も約 6 割お

り（図 4－1 ）、そのような中で、昇進意欲のあった女性は、短時間勤務取得を回避する

方向で調整したのかもしれない。義務化後には昇進意欲の有無は短時間勤務取得の決定に

有意な影響を与えていないが、義務化後は短時間勤務を取得する者が増えたことで、昇進

意欲がある人も評価などを気にせず短時間勤務を取得しやすくなったのかもしれないが、

ここでは可能性の言及にとどめる。 
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表 4－2 短時間勤務制度取得の決定要因（子どもを持つ女性正社員） 

 

 

  

限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

【末子出産年】ベース=2009年以降

1992～2000年出産 -0.160 0.058 ***

2001年～2008年 -0.154 0.047 ***

【本人年齢（末子出産時）】ベース=20～29歳

30～34歳 0.020 0.060 0.053 0.098 -0.131 0.123

35歳以上 -0.104 0.081 -0.058 0.122 -0.259 0.167

【学歴】ベース=高卒

専門学校卒ダミー -0.090 0.102 0.024 0.153 0.055 0.180

短大・高専卒ダミー 0.080 0.065 0.171 0.099 * 0.169 0.123

大学卒以上ダミー -0.090 0.063 -0.019 0.099 0.166 0.148

【勤続年数（末子出産時）】ベース=勤続年数0～5年

勤続年数6～10年ダミー 0.049 0.063 0.029 0.104 0.149 0.114

勤続年数11～15年ダミー 0.090 0.077 0.152 0.117 0.033 0.158

勤続年数16年以上ダミー 0.125 0.094 0.294 0.123 ** -0.007 0.201

【雇用区分】ベース=一般職

雇用区分なし 0.016 0.051 -0.029 0.078 -0.037 0.092

総合職・準総合職 0.088 0.055 0.092 0.086 -0.056 0.105

専門職 0.043 0.093 -0.068 0.179 -0.054 0.163

【子ども】 子ども数 0.134 0.032 *** 0.039 0.049 0.242 0.063 ***

【育児分担】

配偶者の育児負担割合 -0.001 0.001 0.000 0.002 -0.002 0.002

祖父母のサポートスコア 0.001 0.006 -0.004 0.010 -0.013 0.011

〔配偶者職種ダミー〕ベース＝正社員

自営・自由業 -0.219 0.083 ** -0.144 0.138 -0.483 0.149 **

公務員 -0.027 0.088 0.012 0.141 0.133 0.116

その他 -0.092 0.084 -0.238 0.129 * 0.095 0.145

【職場変数】

「上司は、育児中などで時間制約
のある社員の評価は自動的に下
げる」（職場復帰時）ダミー

-0.007 0.048 -0.002 0.076 0.003 0.082

「短時間勤務を取ると昇進見込み
がなくなるまたは遅くなる」ダミー

0.250 0.051 *** 0.260 0.085 *** 0.284 0.066 ***

職場復帰後の職場が慢性的な長
時間労働ダミー

-0.033 0.046 -0.015 0.074 -0.224 0.085 ***

職場復帰後の職場が育児中の人
をサポートする雰囲気があるダ
ミー

0.059 0.040 -0.022 0.065 0.225 0.070 ***

【意識】 昇進意欲ダミー -0.069 0.042 -0.135 0.066 ** -0.001 0.073

Log likelihood

Number of obs

Prob > chi2

Pseudo R2

※有意水準　***<.01  **<.05  *<.1

※頑健標準誤差を使用

-431.370 -188.558 -117.563

全体
（1992～2013年末子出産）

2001～2008年末子出産
（3歳までの選択措置義務）

2009年以降末子出産
（3歳までの単独措置義務）

0.097 0.110 0.205

697 306 227

0.000 0.000 0.000
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表 4－3 記述統計量 

 

  

観測数 平均値 標準偏差 観測数 平均値 標準偏差 観測数 平均値 標準偏差

短時間勤務取得ダミー 697 0.561 0.497 306 0.520 0.500 227 0.643 0.480

【末子出産年】

1992～2000年 697 0.235 0.424

2001年～2008年 697 0.439 0.497

2009年以降 697 0.326 0.469

【本人年齢（末子出産時）】

20～29歳 697 0.268 0.443 306 0.219 0.414 227 0.308 0.463

30～34歳 697 0.412 0.493 306 0.395 0.490 227 0.388 0.488

35歳以上 697 0.320 0.467 306 0.386 0.488 227 0.304 0.461

【学歴】 高卒ダミー 697 0.154 0.361 306 0.141 0.348 227 0.084 0.278

専門学校卒ダミー 697 0.056 0.230 306 0.059 0.236 227 0.062 0.241

短大・高専卒ダミー 697 0.231 0.422 306 0.278 0.449 227 0.167 0.374

大学卒以上ダミー 697 0.560 0.497 306 0.523 0.500 227 0.687 0.465

【勤続年数】 勤続年数0～5年ダミー 697 0.179 0.384 306 0.170 0.376 227 0.198 0.400

勤続年数6～10年ダミー 697 0.317 0.466 306 0.248 0.433 227 0.361 0.481

勤続年数11～15年ダミー 697 0.336 0.473 306 0.376 0.485 227 0.295 0.457

勤続年数16年以上ダミー 697 0.168 0.374 306 0.206 0.405 227 0.145 0.353

【雇用区分】 雇用区分なし 697 0.403 0.491 306 0.405 0.492 227 0.410 0.493

総合職・準総合職 697 0.287 0.453 306 0.307 0.462 227 0.251 0.435

一般職 697 0.255 0.436 306 0.255 0.437 227 0.264 0.442

専門職 697 0.055 0.227 306 0.033 0.178 227 0.075 0.264

【子ども】 子ども数 697 1.703 0.671 306 1.716 0.648 227 1.564 0.697

【育児分担】 配偶者の育児負担割合 697 23.83 16.20 306 24.78 16.75 227 24.05 15.46

祖父母のサポースコア 697 14.01 3.23 306 13.90 3.21 227 14.14 3.40

〔配偶者職種ダミー〕

配偶者正社員 697 0.825 0.380 306 0.843 0.364 227 0.837 0.370

自営・自由業 697 0.059 0.235 306 0.056 0.229 227 0.048 0.215

公務員 697 0.056 0.230 306 0.052 0.223 227 0.070 0.257

その他 697 0.060 0.238 306 0.049 0.216 227 0.044 0.206

【職場変数】 「上司は、育児中などで時
間制約のある社員の評価は

自動的に下げる」（職場復帰

時）ダミー

697 0.260 0.439 306 0.258 0.438 227 0.322 0.468

「短時間勤務を取ると昇進

見込みがなくなるまたは遅く
なる」ダミー

697 0.146 0.354 306 0.131 0.338 227 0.238 0.427

職場復帰後の職場が慢性
的な長時間労働ダミー

697 0.291 0.455 306 0.281 0.450 227 0.313 0.465

職場復帰後の職場が育児

中の人をサポートする雰囲
気があるダミー

697 0.451 0.498 306 0.425 0.495 227 0.520 0.501

【意識】 昇進意欲ダミー 697 0.397 0.490 306 0.408 0.492 227 0.419 0.494

全体
（1992年～2013年末子出産）

2001～2008年末子出産 2009年以降末子出産



48 

 

第２項 短時間勤務取得が賃金に及ぼす影響 

 では次に、短時間勤務を取得することが賃金にどのような影響を及ぼすかを分析する。

被説明変数を年収の対数とし、教育年数、勤続年数、雇用区分、企業規模を基本の説明変

数として（モデル 1 ）、子ども数（モデル 2 ）、短時間勤務取得の有無（モデル 3 ）、短

時間勤務取得期間（モデル 4 ）を段階的に加え年収関数を推計したものが表 4－4 であ

る。労働時間8、職種や産業はここでは考慮していない。 

 結果を見ると、子ども数が増えると、年収に有意にマイナスの影響を与えるが（モデル

2）、その一部は短時間勤務取得による影響であることがわかる（モデル 3）。子ども数を

考慮したとしても短時間勤務を取得すること自体が年収を有意に引き下げている（モデル

3）。しかし、短時間勤務の総取得期間が合わせて 2 年までであれば現在年収への有意な

影響はない（モデル 4）。子どもを持つ女性正社員であり、かつ 301 人以上企業規模に勤

める初職継続者という限定はあるが、年収を有意に引き下げるのは 2 年 1 か月以上の短

時間勤務利用である。2 年 1 か月～ 3 年の利用で 13％、3 年 1 か月～ 5 年の利用で約

22％、5 年 1 か月以上では約 30％の賃金に対するペナルティがある。 

 

  

 

8 今回、労働時間を考慮しなかった理由は、労働時間の回答について誤回答が含まれているのではない

かという疑念があったためである。本調査の労働時間を問う設問は、「現在、あなたの１週間の平均労働

時間（残業含む）は何時間ですか。」というものであり、自分で数値を入力する形式となっていた。結果

として、正社員女性で週の労働時間が 30 時間より短い労働者が全体の 4.3%、80 時間以上と長い労働者

が全体の 8.2%存在しており、特に長時間の方の回答には、週の労働時間ではなく、月の残業時間を記入

した者が含まれていたのではないかと考えられた。本来年収関数の推計には労働時間を含めるべきだが、

本調査は正社員として働く子どもを持つ女性という比較的同質のサンプルを利用しているため、上記の

疑念も鑑みて労働時間は変数に含めなかった。なお、念のため労働時間を説明変数に加えて同分析を行

ってみたが、ほとんど結果に違いは見られなかった。巻末の参考資料参照。 
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表 4－4 年収関数の推計（子どもを持つ女性正社員） 

 

  

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

教育年数 0.085 0.012 *** 0.083 0.169 *** 0.081 0.011 *** 0.087 0.011 ***

勤続年数 0.022 0.003 *** 0.024 0.011 *** 0.024 0.003 *** 0.024 0.003 ***

【企業規模】ベース=300～1000人

1001～5000人 0.020 0.048 0.024 0.047 0.009 0.048 0.003 0.047

5001人以上 0.100 0.046 ** 0.094 0.044 ** 0.087 0.045 * 0.101 0.045 **

【雇用区分】ベース=一般職

雇用区分なし 0.067 0.043 0.074 0.045 * 0.069 0.043 0.058 0.042

総合職・準総合職 0.150 0.047 *** 0.155 0.050 *** 0.166 0.047 *** 0.152 0.046 ***

専門職 0.023 0.091 0.021 0.084 0.020 0.089 0.035 0.088

子ども数 -0.068 0.049 ** -0.047 0.028 * -0.060 0.028 **

短時間勤務取得経験有
ダミー

-0.162 0.035 *** -0.159 0.036

【短時間勤務取得期間】

　ベース=短時間取得な
し

短時間～1年 -0.049 0.068

短時間～2年 -0.044 0.056

短時間～3年 -0.137 0.069 **

短時間～5年 -0.213 0.071 ***

短時間～5年1カ月以上 -0.306 0.051 ***

定数項 4.253 0.193 *** 4.362 0.195 *** 4.463 0.189 *** 4.387 0.189 ***

Number of obs

Adj R-squared

※有意水準　***<.01  **<.05  *<.1

※頑健標準誤差を使用

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

707

0.170 0.177 0.200 0.226
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第５節 小括 

 第 4 章では、2010 年の短時間勤務制度義務化に伴い、今後ますます増加するであろう

短時間勤務取得者について、21 世紀職業財団が 2013 年に行った「育児をしながら働く女

性の昇進意欲やモチベーションに関する調査」を用いて、短時間勤務制度取得の決定要因

が義務化の前後でどのように異なるのかを記述統計及び計量分析によって明らかにした。

就業継続をすることを前提とした女性の、短時間勤務を取得するかしないかの決定には、

2010 年の義務化以降、より職場環境が影響を及ぼすようになっている。法律で義務化さ

れたため、すべての雇用者が対象になった結果、長時間勤務が蔓延している職場では取得

しにくく、育児に理解がある職場では取得しやすい傾向がより鮮明になったのではないか

と考える。短時間勤務制度に関心の低かった職場を含めて運用をどのように行っていくか

が重要となるだろう。また、配偶者の就業時間の柔軟性が拡大すれば妻の短時間勤務のニ

ーズは下がる可能性があるかもしれない。 

 本章では加えて、これまでケーススタディとしての議論にとどまっていた短時間勤務制

度の利用がその後の賃金に及ぼす影響について、計量的な分析を行った。2010 年の措置

義務化以降は、正社員として働く有子女性のうち半数以上が短時間勤務を取得しており、

5 年を超える長期にわたる利用も各雇用区分で 1 ～ 2 割見られた。年収関数の推計を行

ったところ、2 年を超える短時間勤務の取得は年収に対して有意にマイナスの影響を持つ

ことが示された。3 年以上 5 年までの利用で 2 割、先行研究で指摘されたような「5～10

年フルタイム勤務をしないケース」は 3 割と、やはり大きく年収を引き下げることが確認

できた。 

 現行法では子が 3 歳未満まで取得することが可能である短時間勤務制度であるが、子

どもが 1 人の場合、3 歳まで短時間勤務を取得すると（育児休業を 1 年取得するとして短

時間勤務利用は 2 年）、フルタイム勤務をしない期間が少なくとも 3 年間に及ぶことにな

る。子が増えればその分、休業期間、フルタイム勤務をしない期間が増えることになる。

その場合その後の年収を 2 割以上引き下げるという大きな影響があるかもしれないとい

うことを、利用する側もよく考慮して取得しなければならないかもしれない。 

 1992 年の導入から、大きく 2 回の改正を経て、短時間勤務制度を持つ企業、取得する

労働者は増加してきている。短時間勤務制度は、女性が出産を経て就業継続するために育

児休業制度に続き重要な制度であることは疑いようがないだろう。職場において、育児休

業から女性がスムーズに職場復帰するために、短時間勤務が取得しやすい職場環境を整え

ることが重要である。また同時に、（長期の短時間勤務取得を一概に否定するつもりはな

いが）女性のキャリア発展という視点から考えた場合には、その利用がキャリアに影響を

及ぼす影響を明らかにし、必要以上に長期に渡らないようにする努力が、企業側、取得す

る女性側とその配偶者に求められるだろう。 
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第５章 両立支援策の利用が女性の賃金に及ぼす影響（パネルデータを用いた

分析） 

 

第１節 研究の目的 

 第 4 章では、クロスセクショナルデータを用いて、短時間勤務取得の決定要因、及び短

時間勤務の取得期間が現在年収に対して及ぼす影響について分析を行った。しかしクロス

セクショナルデータでは、労働者の能力ややる気など、データからは観察することができ

ない個人の異質性による結果への影響を排除することができない。本章では、そのような

観察されない個人の異質性の影響を考慮するために、パネルデータを用いて、育児休業と

短時間勤務制度の両立支援策の利用が賃金に対してどのような影響を及ぼすのかを明ら

かにすることを目的として分析を行う。 

 

第２節 両立支援制度利用の実態 

 本章で用いるデータは、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト「働き方とラ

イフスタイルに関する調査」の若年パネル（2006 年時点で 20～34 歳）及び壮年パネル

（2006 年時点で 35～40 歳）のうち、育児休業に関する質問項目を含む wave3～wave11

（2009～2017 年）である。 

 まず、データの基本統計量を利用して、女性の出産と産休・育児休業、短時間勤務の関

係を見ていく。女性全体では、2010 年までは約 2500 名、サンプルが追加された 2011 年

以降は各年約 3000 名の回答者がおり、そのうち出産者は毎年約 3～4 %（モデル 3）にあ

たる。図 5－1 は、それぞれの調査年に出産した女性の、出産前後の就業率を見たもので

ある（変化を捉えやすいよう、偶数年のみ表示している）。それぞれ実線に近いほど、色

が濃いほど近年を表す。調査年を通して、出産者のうちボリュームとして一番多いのは非

就業者であり、出産者の概ね 5～6 割は出産時、非就業の状態にある9。正規雇用者の出産

時の退職は、調査年を経るごとに減っている様子が見て取れるが、非正規雇用者の場合、

時系列による差異はほとんど見られない。正規雇用者の出産時退職の減少に伴い、年を追

うごとに出産時非就業の割合も減少している。 

 また、出産前年に非正規労働者だった場合、出産年に退職している割合が高い。出産前

年から出産当年にかけての正社員の離職率が観察年全体を通して 2 割までにとどまるの

に対して、非正規社員の場合、約 4～7 割が出産当年にかけて離職している。 

 両立支援制度の利用という視点で見ると（表 5－1）、産休・育児休業を利用しているの

はやはり正規雇用者に多く、調査年によってばらつきはあるが、その年に出産した者で正

 

9 自営業者・自由業者，家族従業者，内職はサンプルサイズが小さいため，掲載していない。 
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規雇用を続けた者については約 8 割以上が産休・育児休業を利用している。出産時に非正

規就業の身分を保持している者は、そもそも数が少なく（図 5－1 で見た通り、非正規就

業者は出産時に離職する者が多い）、離職しなかった場合は平均的に約 6 割が産・育児休

業を利用している。  
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図 5－1 出産前後の女性の雇用率（出産年別，雇用形態別） 



54 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2009年 2,435 116 正規（n=31） 26正規（n=26） 19

(4.8%) 非正規(n=4) 2 非正規(n=13) 2

自営等(n=4) 2

非就業(n=77) 14

不明(n=0) 0

2010年 2,435 76 正規(20) 19 正規(19) 14

(3.1%) 非正規(9) 7 非正規(15) 4

自営等(5) 5

非就業(42) 15

不明(0) 2

2011年 2,976 130 正規(33) 33 正規(29) 24

(4.4%) 非正規(9) 6 非正規(16) 5

自営等(5) 3

非就業(83) 15

不明(0)

2012年 2,976 116 正規(34) 32 正規(34) 24

(3.9%) 非正規(9) 8 非正規(14) 3

自営等(4) 2

非就業(68) 6

不明(1)

2013年 2,976 118 正規(39) 37 正規(35) 25

(4.0%) 非正規(6) 2 非正規(18) 2

自営等(6) 5

非就業(67) 5

不明(0)

2014年 2,976 89 正規(30) 28 正規(28) 18

(3.0%) 非正規(10) 5 非正規(15) 3

自営等(1) 1

非就業(46) 3

不明(2)

2015年 2,976 104 正規(23) 22 正規(22) 10

(3.5%) 非正規(3) 3 非正規(14) 1

自営等(3) 2

非就業(74) 8

不明(1) 7

2016年 2,976 108 正規(43) 42 正規(37) 21

(3.6%) 非正規(11) 7 非正規(19) 6

自営等(1) 0

非就業(53) 7

不明(0) 9

2017年 2,976 80 正規(29) 29 正規 -

(2.7%) 非正規(8) 5 非正規 -

自営等(2) 1

非就業(41) 2

不明(0)

調査年 n 出産
産休・育児休業を

取得した(出産年)

育児休業を

取得した(出産翌年)

表 5－1 産・育児休業取得者数（出産年別、雇用形態別） 
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 また、実は出産した年に「非就業」でも「産・育休利用」という者もおり、2009～2010 

年は非就業者の約 20～30 %、2011 年以降は約 5～10 % が該当する。これは、制度を利

用して復職せずに退職した者と考えられ、近年ほど減少している。 

 本調査では、育児休業の取得期間を聞いていないが、毎年の就業状態や育児休業の取得

状況から期間を推測できる。表 5－1 の最右列は、出産の翌年の育児休業取得状況を示し

ており、育児休業をどのくらいの期間取得していたかの参考になる10（正規就業者と非正

規就業者のみ掲載。2017 年は翌年のデータがないため不掲載。）。これによると、正規就

業者は出産翌年に約 5～10 %総数が減少しており、出産の翌年に正規職を離職している

者が若干名いることがわかるが、正規職に残った者の間では、多い年で約 8 割、少ない年

でも約 5 割が調査の 2 時点に渡って産・育休を取得したと回答している。 

 次に短時間勤務制度について見ていく。ここでは所定労働時間を見る。非正規就業者、

自営業者等については、その労働時間の柔軟性から、もともとその労働時間で就業してい

るのか、短時間勤務制度を利用しているのか判別がつかないため、正社員就業している者

にサンプルを絞って、週の所定労働時間が 40 時間未満になった者を短時間勤務制度利用

者とみなす。 

 図 5－2 は、2009 年から 2015 年の間に、週の所定労働時間が 40 時間未満であると回

答した女性の出産年、出産翌年、出産 2 年後、出産 3 年後の推移を見たものである（実線

ほど、線が濃いほど近年を表す。見やすさのため奇数年のみ表示している）。育児休業ほ

ど時系列によるわかりやすい変化は見られないが、表５－1 で見た通り、出産年、出産翌

年はまだ育児休業を取得している女性も多く、2013 年を除いて出産 2 年後に所定労働時

間が 40 時間未満になる者が多い。その後出産 3 年後には徐々に労働時間を元に（所定労

働時間 40 時間以上に）戻す傾向があるように見受けられる。 

  

 

10 産休・育休を合わせて 1 年以上取得した場合，出産年の翌年もまだ「産休・育休を利用した」という

設問に対して「はい」と回答すると考えられる。 
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図 5－2 所定労働時間 40 時間未満を選択した正規労働者（女性）の推移（出産年別） 

 

 

第３節 推計モデル 

 分析には、OLS モデルと固定効果モデルを用いて、分析結果の比較を行う。被説明変

数には時間当たり賃金の対数値、説明変数には年齢、学歴、勤続年数、企業規模ダミー、

パートダミー、子ども数ダミー、出産前後経過年数を用いる。被説明変数である時間当た

り賃金の対数値は、月収を、1 日の労働時間×月の労働日数で割り、算出している。また、

学歴は期間を通して変化しない変数であるため、固定効果モデル推定では係数は算出され

ない。 

 OLS と固定効果モデルを同時に用いる理由は、両立支援制度の利用に個人の観察でき

ない異質性が大きく影響を及ぼすと考えられるためである。つまり、より家庭志向の女性

は制度を利用し、逆に、よりキャリア志向の女性は制度を利用せず、もしくは利用は最低

限にして早く職場復帰しようとすると考えられるが、そのような個々人の志向については

データから観察することが難しい。これをそのまま推計してしまうと、賃金に影響を及ぼ

したのは調査対象者の志向なのか、両立支援策の利用なのか判別ができず、結果にバイア

スが生じてしまう恐れがある。OLS モデルはこのような観察できない個人の異質性を考

慮できないが、固定効果モデルはそのような個体特性の影響を受けないため、この点の結

果への影響を観察するために、2 つの推計を行う。 
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第４節 推計結果 

 OLS と固定効果による賃金関数の推計を行ったのが表５－2 である。両立支援策につ

いて見てみると、OLS では育児休業取得と賃金との間に有意な関係はないが、固定効果

モデルでは育児休業を取得することは賃金に対して有意にプラスの影響を及ぼす。観察さ

れない個人の異質性（志向や能力など）が賃金と育児休業取得に対して何らかの影響を及

ぼしているということである。短時間勤務取得については OLS でも固定効果でも時間当

たり賃金に対して有意にプラスの影響を与えており、短時間勤務を取得する人はやはり取

得しない人に比べて時間当たり賃金が高く、さらに同一の個人で比較した場合でも、短時

間勤務取得中は時間当たり賃金が有意に上がるということになる。 

 子ども数は両モデルともに賃金と有意な関係になく、子ども数が増えるほど賃金にペナ

ルティがあるという関係はここでは見られなかった。パート就業の効果を見たのがパート

ダミーである。分析では、無業の場合賃金が観測されないため、固定効果モデルにおける

パートダミーは調査期間中の正規雇用、非正規雇用間の変化を表している11。調査期間中

のパート経験は OLS、固定効果モデルともに時間当たり賃金に対して有意にマイナスの

影響を与えている。ただし、観察されない個人の異質性を考慮した結果、影響の大きさは

OLS（－25.5 %）に比べ固定効果モデル（－5.8 % ）と弱まっている。つまり、パート就

業の効果に関する大部分は、観察できない個人属性が賃金とパート就業の両方に影響を及

ぼしているためと解釈できる。 

 

  

 

11 雇用形態には、「正規雇用」「非正規雇用」「自営・家族従業者・内職」「無職」の 4 種類が

あるが、本章では両立支援策の効果を主な着眼点としているため、「自営・家族従業者・内職」

（全体の 4.5 %）は分析から除いた。 
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表 5－2 賃金関数の推定結果（OLS，固定効果モデル） 

 

 

 その他の変数については、どちらのモデルとも、年齢、勤続年数が時間当たり賃金（対

数値）に対して有意にプラスの影響を与えている。固定効果モデルでは変化しないため除

かれてしまう学歴についても、OLS モデルではすべての学歴レベルで高卒者と比較して

賃金が高まる。企業規模は OLS では企業規模 1000 人以上と比較して、それ未満の規模

では有意にマイナス、官公庁では有意にプラスであったが、固定効果モデルでは企業規模

による有意な違いは見られなかったため、観察されない個人属性が賃金と企業規模の両方

に影響を及ぼしていると考えられる。 

 次に、表 5－3 では出産前後の経過年数を考慮して正社員の賃金関数の推計を行った結

果を示す（固定効果モデル）。表 5－2 との違いは、サンプルを正社員のみに限定してい

ることである。このようなサンプルの限定を行った理由は、出産時離職せず正社員就業を

継続した女性の賃金について、両立支援策の利用がどのような影響を及ぼしているか、子

どもの有無や子ども数によって賃金ペナルティがあるのかどうかを検証したかったため

係数 標準誤差 係数 標準誤差

年齢 0.013 0.001 *** 0.017 0.002 ***

勤続年数 0.008 0.001 *** 0.004 0.001 ***

【学歴】ベース=高卒

専門学校卒 0.151 0.015 *** - -

短大卒 0.134 0.016 *** - -

大卒以上 0.215 0.014 *** - -

【企業規模】ベース=1000人以上

1～29人 -0.132 0.014 *** -0.016 0.018

30～299人 -0.116 0.011 *** 0.003 0.014

官公庁 0.057 0.016 *** -0.006 0.028

【出産と両立支援策】

育児休業取得ダミー 0.015 0.018 0.027 0.014 *

短時間勤務取得ダミー 0.167 0.020 *** 0.172 0.015 ***

【子ども数】ベース=子どもなし

子ども1人ダミー 0.016 0.015 0.017 0.019

子ども2人ダミー -0.016 0.014 -0.029 0.023

子ども3人以上ダミー -0.028 0.021 0.021 0.035

【パート】

パートダミー -0.255 0.018 *** -0.058 0.020 ***

定数項 6.026 0.161 *** 6.493 0.053 ***

Number of obs

R-squared

Pseudo R2（within）

Pseudo R2（between）

Pseudo R2（overall）

Hausman test

※有意水準　***<.01  **<.05  *<.1

　　　　※それぞれ頑健標準誤差、クラスター標準誤差を使用

OLS 固定効果

4555 4555

-

- 0.000

- 0.044

- 0.084

0.234

- 0.104
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である。 

ここでは比較のために、同様の分析を男性についても行った。男性の場合の「出産前年」

「出産年」「出産翌年」「出産 2 年後」は、配偶者の出産という意味になる。出産前後の経

過年数について、男女では明らかな違いが見られた。女性が出産時離職せず、正社員就業

をした場合、出産前後と賃金の関係について、出産前年、出産年、出産 2 年後は有意では

ない。唯一出産翌年に 10 % 水準でプラスの符号で有意となっている。 

対して男性は、出産 1 年前については有意ではないが、勤続年数を考慮したうえでも

出産年、出産翌年、出産 2 年後と賃金上昇しており、「出産プレミアム」のような現象が

見られている。育児休業については、男女ともに賃金と有意な関係はないが、短時間勤務

制度取得については、賃金に対して有意にプラスの影響があった（ただし、男性は育児休

業取得者、短時間勤務取得者共に非常に数が少なく、非常に特殊な層を表していると考え

られる）。 

 子ども数については、正規・非正規をあわせて分析を行った表 5－2 では、OLS モデ

ルでも固定効果モデルでも賃金に対して有意ではなかったが、正社員にサンプルを限定す

ると男女いずれも子どもがいない時から子どもを持つようになると賃金が高まる。正社員

に対する子の扶養手当による影響ではないかと考える。 
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表 5－3 賃金関数の推定結果（出産前後経過年数別・正社員のみ）12 

 

 

今回、調査票の質問項目から変数を作成するにあたり、以下の方法を取ったことをこ

こに明記しておく。まず、育児休業ダミーについては、「この一年間に、以下のような出

来事を経験したことがありますか」という設問中、「自分が産・育休を取得した」を選択

した場合 1、選択しなかった場合を 0 とするダミー変数を作成した。次に、短時間勤務

取得ダミーについては、「あなたが通常働くことになっている時間は、残業を除いて週何

時間ですか」という設問に対して、「20 時間以下」「20 時間超 30 時間以下」「30 時間超

 

12 表 5-3 において、男性の短時間勤務ダミーの係数が 0.577 と高い。これは、短時間勤務を取得したか

否かのダミー変数が、実際に短時間勤務制度を利用したかどうかではなく、労働時時間が 8 時間未満で

ある場合に 1 となるように作成されていることに起因すると考えられる。つまり、男性・正社員で短い

労働時間で働く労働者は表 5-4 の記述統計からもわかるように少なく、非常に特殊な層の結果を反映し

ていると考えられる。 

係数 標準誤差 係数 標準誤差

出産1年前 0.006 0.024 0.021 0.017

出産年 0.011 0.028 0.049 0.018 ***

出産翌年 0.046 0.018 * 0.048 0.018 ***

出産2年後 0.022 0.017 0.046 0.018 **

勤続年数 0.008 0.002 *** 0.012 0.001 ***

【企業規模】ベース=1000人以上

1～29人 -0.034 0.027 -0.009 0.027

30～299人 -0.010 0.020 -0.004 0.019

官公庁 -0.013 0.038 -0.029 0.031

【出産と両立支援策】

育児休業取得ダミー -0.007 0.022 -0.087 0.067

短時間勤務取得ダミー 0.186 0.020 *** 0.577 0.033 ***

【子ども数】ベース=子どもなし

子ども1人ダミー 0.070 0.026 ** 0.069 0.023 ***

子ども2人ダミー 0.069 0.034 * 0.113 0.026 ***

子ども3人以上ダミー 0.106 0.046 ** 0.128 0.032 ***

定数項 7.054 0.019 *** 7.114 0.022 ***

Number of obs

Pseudo R2（within）

Pseudo R2（between）

Pseudo R2（overall）

Hausman test

※有意水準　***<.01  **<.05  *<.1

※クラスター頑健標準誤差を使用

0.130 0.172

女性 男性

0.125 0.163

0.000 0.000

2529 4383

0.076 0.121
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35 時間以下」「35 時間超 35 時間以下」を選択した場合 1、「40 時間」または「40 時間

以上」と選択した場合を 0 とするダミー変数を作成した。被説明変数とした時間当たり

賃金関数については、前述の通り、月収を 1 日の労働時間×月の労働日数で割り算出し

ているが、ここで使用した労働時間には所定労働時間ではなく、実労働時間を用いてい

る。実労働時間を問う設問は、「ふだん仕事に従事している時間」「1 日あたりの労働

（残業含む）時間」として回答者が数字を自由に記入する形式が取られている。また、

月収を問う設問では、「あなたの給料や収入の形態はどれに該当しますか。支払われ方に

○をし、そのおおよその金額（税金、社会保険料、その他が引かれる前の額）を教えて

ください」という設問に対し、回答者自身が給与形態を選択し、金額については数字を

自由に記入する形式が取られている。 

以上を踏まえ、研究の限界として言及しておきたい点として、今回の調査票の質問形

式からは、調査票回答時に、「この 1 年間に自分が産・育休を取得した」ことまでは把握

できるが、回答時にまさに育児休業取得中かどうかについては、把握できなかったとい

う点がある。もし育児休業取得中であった場合、月の労働時間が 0 となる者がいるはず

だが、「ふだんの」労働時間を聞いているため、そこには休業中ではない「ふだんの」労

働時間を記入してしまっている可能性が否定できないためである13。月給については、

「ふだんの」という聞き方をしているわけではないが、労働時間の設問の後にあるた

め、やはり休業中ではなく「ふだんの」の月給を回答している可能性が否定できないの

ではないかと考える14。そのため、回答者が育児休業取得中なのか、育児休業から復帰

して短時間勤務制度を取得せず就業しているのかがデータ上からは確認できないという

ことになる。注より、「この 1 年間に自分が産・育休を取得した」正社員女性の 60％以

上が週の所定労働時間が「40 時間以上」と回答していることから、むしろ育休取得中に

育休取得前の労働時間を記入している割合の方が高いのではないかと考えられる。この

点が結果に及ぼす影響として、短時間勤務取得ダミーについて、0 の方に振り分けたサ

ンプルについては、実際には育児休業取得中で労働時間 0 だったとしても、「ふだんの」

労働時間を記入したために週 40 時間以上労働している人と認識された可能性がある。つ

まり、短時間勤務を非取得の中には、短時間勤務を取得せず職場復帰した場合と、ふだ

 

13 データ上で確認してみると、「この 1 年間に自分が産・育休を取得した」と回答した正社員女性の労

働時間は、例えば 2009 年では、週の所定労働時間が「40 時間未満」25.8%、「40 時間以上」67.6%、「無

回答・非回答」6.5%である。また例えば 2014 年では、「40 時間未満」30.0%、「40 時間以上」63.3%、

「無回答・非回答」6.7%である。出産年に週労働時間が 40 時間以上と回答した者の中には、実際に出産

後産休のみ取得して職場復帰し、短時間勤務を取得しなかった者と、育児休業取得中だが「ふだんの」

労働時間を回答している者が含まれると考える。 

14 データ上で確認してみると、「この 1 年間に自分が産・育休を取得した」と回答した正社員女性の月

給に関する回答が「0」と回答した者は 2009 年に 1 名いるのみで、その後の調査年では見られない。 
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んの労働時間で働いている場合が同時に含まれており、以下の理由により短時間勤務を

取得した場合の時間当たり賃金を過大に推計してしまっている可能性がある。 

短時間勤務取得中の労働者に対する諸手当（営業手当、精勤手当、職務手当等）の支

給については、法律による規定はなく、各社で任意に決定して良いことになっている。

交通費の支給や各種手当がフルタイム勤務者と同様に支給された場合、短時間勤務者の

時間当たり賃金が実際より高めに算出されてしまう可能性がある。本研究で用いた調査

の回答者が勤務する企業が、短時間勤務取得中は諸手当をフルタイム勤務中と変わらず

支給しているか、減額しているかはわからないため、推計結果の短時間勤務ダミーの時

間当たり賃金へのプラスの影響に対して実際にどの程度の影響を及ぼしているかはわか

らないが、この点を結果の解釈に関する注意点として言及しておきたい。今回の分析で

は、短時間勤務取得者の時間当たり賃金が有意に高くなるという結果が得られたが、そ

の理由については調査票や変数作成上の限界もあり追求しきれなかったため、この点に

ついては今後の研究の課題としていきたい。 
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第５節 小括 

 育児休業制度、短時間勤務制度などの両立支援策が施行されてから四半世紀以上が経ち、

制度の利用が増えていく中で、制度利用における賃金やキャリアへの影響が注目されてい

る。 

 本章のまとめとして、まず記述的なデータ分析により、女性は出産時非就業である層が

最も多いことが改めて浮き彫りにされた。両立支援制度の恩恵を、出産者のうち 4 ～ 5 

割の女性が受けていない。仮に出産前年に雇用されていた場合でも、それが非正規職であ

った女性は制度を利用することなく離職している割合が高い。両立支援制度を利用してい

るのは多くが雇用が安定している正社員層であった。 

 本章では、 両立支援策を利用することで賃金ペナルティがあるのではないかと予想し、

両立支援制度利用の有無と賃金の関係について、OLS モデルと、個人の能力や意欲など

の観察できない異質性を考慮できる固定効果モデルを用いて推計した。結果として、正規

職、非正規職を合わせ出産していない者も含めた分析では、パート就業への切り替えは賃

金に対してマイナスの効果を持つ一方で、短時間勤務制度を利用して就業継続する層は相

対的に賃金の高い層であることがわかった。日本のこれまでの先行研究では、比較的賃金

が高く雇用が安定した女性が育児休業を利用して就業継続する様子が描き出されていた

が、近年においては育児休業の利用はより一般的になってきており、今度は短時間勤務が

かつての育児休業制度のように、恵まれた層の女性が利用する制度であるという位置づけ

に変化してきている可能性を指摘したい。 

 正社員にサンプルを絞り、出産前後の経過年数と賃金の関係を見た結果、女性は出産前

後に賃金上昇がほとんど見られないのに対し、男性は出産年から翌年、出産 2 年後にか

けて賃金の上昇が見られた。正社員女性に対して出産による直接の賃金ペナルティは見ら

れなかったが、男性には配偶者の出産による賃金プレミアムのような現象が見られたこと

から、そのこと（女性には賃金プレミアムが見られないこと）自体が女性の「賃金ペナル

ティ」であると言えるのではないだろうか。 

 今後の分析の方向性として、制度の影響を見る手法として、やはり個人の異質性を考慮

できるパネルデータの分析が欠かせないと考えられるが、特に短時間勤務制度については

得られるサンプルがまだ少ないことから、より大規模なパネルデータを用いることが求め

られる。同時に、今回用いたデータは 9 年分のパネルデータであったが、出産が賃金に

与える影響は短期的なものだけでなく長期的な影響もある。賃金に及ぼすより長期の影響

を検証するには、より長期間に渡るパネルデータを用いる必要がある。  
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表 5－4 記述統計量 

  

平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値

時間当たり賃金 1356 637 500 10909 1364 557 500 7813 1630 1122 510 37500

時間当たり賃金（対数） 7.142 0.354 6.2146 9.2974 7.159 0.330 6.215 8.963 7.307 0.384 6.235 10.532

年齢 36.5 6.237 23 47 35.5 5.8 24 45 37.1 5.3 24 45

勤続年数 8.6 6.6 0 29 8.8 6.3 0 26 10.4 6.7 0 27

【学歴】

高卒ダミー 0.188 0.391 0 1 0.168 0.374 0 1 0.268 0.443 0 1

専門学校卒ダミー 0.212 0.409 0 1 0.209 0.407 0 1 0.161 0.367 0 1

短大卒ダミー 0.227 0.419 0 1 0.222 0.416 0 1 0.044 0.205 0 1

大卒ダミー 0.373 0.484 0 1 0.401 0.490 0 1 0.527 0.499 0 1

【企業規模】

1～29人 0.221 0.415 0 1 0.206 0.404 0 1 0.180 0.384 0 1

30～300人 0.344 0.475 0 1 0.350 0.477 0 1 0.319 0.466 0 1

1000人以上 0.367 0.482 0 1 0.381 0.486 0 1 0.441 0.497 0 1

官公庁 0.068 0.252 0 1 0.063 0.243 0 1 0.060 0.237 0 1

【パート】

パートダミー 0.132 0.338 0 1

【両立支援策の利用】

育児休業取得ダミー 0.077 0.266 0 1 0.094 0.291 0 1 0.003 0.052 0 1

短時間勤務取得ダミー 0.129 0.335 0 1 0.080 0.272 0 1 0.015 0.122 0 1

【子ども】

子どもなしダミー 0.56 0.50 0 1 0.61 0.49 0 1 0.455 0.50 0 1

子ども1人ダミー 0.16 0.37 0 1 0.16 0.36 0 1 0.206 0.40 0 1

子ども2人ダミー 0.21 0.41 0 1 0.18 0.38 0 1 0.256 0.44 0 1

子ども3人以上ダミー 0.07 0.25 0 1 0.05 0.22 0 1 0.083 0.28 0 1

【出産経過年数】

出産前年 0.042 0.201 0 1 0.056 0.23 0 1

出産年 0.045 0.208 0 1 0.055 0.23 0 1

出産翌年 0.051 0.221 0 1 0.052 0.22 0 1

出産2年後 0.058 0.234 0 1 0.049 0.22 0 1

観測数

男性・正社員のみ

43834555

女性全体 女性・正社員のみ

2529
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第６章 有配偶女性の昇進意欲を規定する要因 

 第 4 章では、クロスセクショナルデータを用いて、短時間勤務取得の決定要因、及び短

時間勤務の取得期間が現在年収に対して及ぼす影響について、第 5 章では、パネルデータ

を用いて、育児休業と短時間勤務制度の両立支援策の利用が賃金に対してどのような影響

を及ぼすのかを明らかにすることを目的として分析を行った。しかし両立支援策を利用し

て就業継続したとして、女性がキャリア発展を追求することは可能なのだろうか。本章で

は、女性の昇進意欲に着目して分析を行う。 

 

第１節 研究の背景と目的 

 第 1 章において、女性の管理職比率が世界的に見て低い現状について確認すると同時

に、女性の管理職への昇進希望が男性と比較して非常に低いことを示した。ここでは、女

性の昇進希望についてもう少し掘り下げて考えていきたい。 

 なぜ女性は昇進を希望しないのだろうか。前出の労働政策研究・研修機構（2014）では、

「管理職への昇進を望まない理由（複数回答）」として、「仕事と家庭の両立が困難になる」

を選択した者が 300 人以上企業規模で 40.0％と最も高くなっている。男性では 17.4％

であるから、女性にかかる家庭責任の重さが伺われる。 

 家事育児量が増大すると考えられる子どものいる女性に絞ってみると、300 人以上企

業規模に勤める子どものいる女性正社員 2,500 人を対象とした『育児をしながら働く女

性の昇進意欲やモチベーションに関する調査』（21 世紀職業財団 , 2013）では、「昇進し

たくない理由（一般従業員・複数回答）」として、「仕事と家庭の両立が難しそうだから」

を選択した者が 44.8％で最も多く、ここでも女性たちが、昇進と家庭はトレードオフの

関係にあると考えていることがわかる。実際に、国立社会保障・人口問題研究所が 2013 

年に実施した『第 5 回家庭動向調査』によると、妻が常勤の場合、1 日の平均家事時間

は 183 分であり、他の雇用形態と比較すると最も短くはあるが、それでも家事の 80％以

上を 6 割以上の常勤の妻が担っている現状が明らかになっている。もし管理職になるこ

とで労働時間や休日出勤などの実質的負担、責任の拡大による心理的負担の増加が見込ま

れるとするならば、実質的な家事や育児の負担が大きいことは、昇進意欲を抑制する方向

に働くだろう。 

 本章では、先行研究では明示的に扱われてこなかった家庭要因と意識要因が有配偶女性

の昇進意欲に与える影響を有配偶男性との比較から明らかにすることを目的としている。

具体的には、子どもの有無、末子年齢などに加えて、配偶者の雇用形態、回答者本人の年

収が世帯年収に占める割合が昇進意欲に影響を与えるのかを考える。また、前述のように、

「仕事と家庭の両立が難しい」から昇進を希望しないという実態があるとしたら、現実に

家事・育児の負担が重いことは昇進意欲を下げるのかどうかを確認する。しかし昇進意欲

は、現実の家庭責任の負担より、もともとの意欲によって独立に決定されるものであるか
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もしれないため、昇進意欲は現実の家庭責任によって規定されるのか、それとももともと

持っていた昇進意欲や性別役割分業感によって規定されるのか、あるいは両方なのかとい

った関係を見ていく。 

 第 2 章において、昇進意欲に関する国内の研究について概観したが、これらの先行研究

は、いずれも社内における、昇進意欲に影響を与えると考えられる費用便益に注目してお

り、本研究の課題である昇進意欲に影響を与える家庭や意識要因についてはあまり扱われ

ていなかった。しかし結婚しているかどうか、子どもがいるかどうかなどの基本的な変数

はコントロール変数として扱われている。女性が主に家事育児を担うのであれば、結婚し

ていることや子どもがいることは、女性の昇進意欲を下げ、逆に男性の昇進意欲を上げる

のではないかと予想されるが、不思議なことに先行研究は必ずしもそうした結果を示して

いない。配偶関係や子どもの有無と昇進意欲の関係について、それぞれの分析対象が異な

るので、改めてその対象を整理する。 

 武石（2014）の結果は、女性の昇進意欲を下げ、逆に男性の昇進意欲を上げるという予

想と整合的であるが、安田（2009）では、むしろ子どもがいる女性の方が昇進意欲が高い

という逆の結果であり、川口（2012）の分析では有配偶であることや子どもがいることと

女性の昇進意欲とは無関係である。武石（2014）では、100 人以上企業に勤める 40 歳未

満の大卒者が分析対象となっており、配偶者がいることは、女性の昇進意欲を低め、逆に

男性の昇進意欲を高めると示された。子どもの存在と昇進意欲は男女ともに有意な関係が

なかった。また、親との同居はむしろ昇進意欲にマイナスの影響を与えていた。川口（2012）

の調査対象は 20 歳代（配偶者のいる割合は約 4 割）と若いことが特徴である。これは 

300 人以上規模の企業に勤める一般社員の分析であり、配偶者・子ども数がコントロール

変数として加えられているが、そのどちらも男女の昇進意欲とは有意な関係がなかった。

一方、安田（2009）は総合職に限定した分析である。100 人以上企業に勤める 39 歳以下

の分析であるが、配偶者がいる場合には女性の昇進意欲は弱くなり、子どもがいることは

むしろ昇進意欲を高めると示した。安田の後の研究（安田, 2012）ではさらに若干の家庭

要因が加えられており、配偶者が働いていない場合男性の昇進意欲が高まり、子ども数が

増えるほど男性の昇進意欲が下がることを示している。また、家事関連の時間が長いほど

男女とも昇進意欲が高まっており、安田はそれについて、「家事関連時間が長く、自己規

律が取れている社員は昇進意欲も高いのかもしれない」としている。このように、昇進意

欲に関する先行研究では、昇進意欲に対する結婚や子どもの影響は、年齢や企業規模など

の分析対象によって異なっており、結論が出ていない。 

 これまでの研究蓄積の中で、女性の就業と出産育児の両立に関する研究蓄積は厚い。こ

れに対して、女性の昇進と出産育児の両立という視点の研究は少ない。加えて、既存研究

では、女性管理職数の少なさから、実際に昇進した女性に対して聞き取り調査が行われて

いるものが多く、量的な分析を行っている研究は少ない。また、これまでの昇進研究は、

昇進の構造や、昇進の要件に関する研究蓄積は厚いが、昇進意欲に関する研究は近年にな
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って上記の数件見られるのみである。本章は、女性の昇進と出産育児の両立という女性労

働の質の問題に対して、特に昇進意欲に焦点を当て計量的な分析を行うという点でこれま

での研究蓄積に資する。 

 また、わが国における昇進意欲の先行研究は、いずれも企業内の男女均等施策、ポジテ

ィブ・アクション施策や仕事と家庭の両立支援策などが女性の昇進することによる費用を

軽減し、昇進意欲を高めるかどうかという点に分析の主眼を置いている。本章も同じよう

な関心を持つが、加えて、ある意味では当たり前ととらえられていたのかもしれない、先

行研究ではあまり注目されて来なかった、家庭内での家事負担や家計分担が男女の昇進意

欲に影響を与えているのかどうかに注目する。 

 

第２節 分析方法 

 被説明変数は、現在の昇進意欲である。ただしここで問題となるのは、女性は結婚する

と正社員から離職する者も少なくはなく、さらに出産すると正社員からの離職が一層高ま

ることだ。つまり、有配偶で子どもを持ちつつ正社員就業している女性については、一定

の性向のあるサンプルに限定される可能性が高い。こうした者は、説明変数としては観察

されない仕事に対する意欲や昇進意欲がそもそも高い女性の集まりかもしれない。そこで、

そのように誤差項部分で就業意欲が高い女性が多い可能性を考慮する方法として、

Heckman(1979) の 2 段階推計を行う。すなわち、第 1 段階として全有配偶者を対象に、

現在正社員でいることについての就業選択のプロビット分析を行い、ここからミルズ比の

逆数を計算した上で、この項目を正社員に残るということについて誤差項部分でのセレク

ションを修正する項目として、正社員の昇進意欲を被説明変数とする分析に加えるという

方法をとる。分析対象は、①配偶者を持つ、② 39 歳以下の、③調査時点で管理職に就い

ていない者と定める。本分析は就業者の家庭要因が昇進意欲に及ぼす影響を探るものであ

るため、回答者の配偶者の情報が必須である。そのため、配偶者がいる者に限定して分析

を行う。39 歳以下に年齢を区切る理由は、武石（2014）にもあるように、昇進が増える

年齢層（40 歳代）を対象に含めると、結果としてその年齢層には昇進しなかった層を多

く含むことになり、結果にバイアスが生じるためである。既に役職に就いている者15は、

一般の社員とは昇進意欲の分布が違う（昇進意欲が高い者に偏っている）ため、除いて分

析16を行う。最終的なサンプルは、第一段階の推計（39 歳以下の有配偶者）で男性 1,392 

 
15  「既に役職に就いている者」とは、「現在の勤め先でのあなたの職種は、何ですか」という設問に対

して、「管理的な仕事」を選んだ者である。彼らの昇進意欲を確認したところ、他の職種を選択した者よ

り有意に高かったため、「役職者」と見なし、今回の分析からは除外した。 

16 管理職であるためサンプルから脱落した者は、男性は 20~29 歳層では 4.3%、30~34 歳層では 8.6%、

35~39 歳層では 11.1%、女性は 20~29 歳層では 2.7%、30~34 歳層では 2.8%、35~39 歳層では 2.7% 

であった。このように男性では若干脱落が起きているが、ここでは女性を中心として分析しているため、

女性の昇進年齢が全般に遅いこともあり 39 歳までの分析とした。 
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名、女性 1,786 名、第二段階の推計（39 歳以下の有配偶者で、かつ正社員）で男性 1,252 

名、女性 302 名を使用する。 

 

第３節 仮説 

 昇進意欲に影響を与える家庭内の要素として、第一は、家事育児負担が考えられる。企

業の人事マイクロデータを分析した Kawaguchi and Owan（2013）は、女性の労働時間と

昇進率について有意にプラスの関係があることを示しているが、家事育児に関わる実際の

時間負担が労働時間とレードオフの関係にあると考えると、家事育児負担が重いことは、

女性が昇進を目指す際のコストになると考えられる。従って、家事育児負担と昇進意欲は

負の関係にあると予想される。 

 第二は、子ども数と末子の年齢である。子ども数が多い場合、それだけ子どもにかかる

時間が増え、末子年齢が低いほど世話に時間を割かなければならないために、第一の家事

育児負担と同様、子ども数と末子年齢は昇進意欲と負の関係にあると予想される。 

 第三は、配偶者の雇用形態である。Becker（1991）の家庭内分業の理論を応用すると、

一方が無職である場合はもちろん、例え共働きであっても、結婚し、あるいは子どもがい

るのであれば、夫婦のどちらか一方が市場労働を中心に担当し、もう一方が家庭内労働を

中心に担当することになる。昇進意欲を、労働市場で賃金上昇のために自己投資をしてい

く意欲と読み替えると、夫婦どちらも働いている場合は、夫婦のうち、市場労働をメイン

で担当する方の昇進意欲については上がるが、家事労働をメインで担当する方は昇進意欲

を持たない、あるいは下がるというのがこのモデルの予想となる。 

 第四は、世帯収入に占める回答者本人の収入割合である。前出の家庭内分業の理論では、

家事能力が同じであれば賃金の高い方が市場労働に特化すると考えられた。回答者の賃金

が世帯年収に占める割合が配偶者より高いほど、回答者が市場労働に特化する可能性が高

まる。そのような場合、回答者の昇進意欲は上がるはずである。 

 第五に、もともと持っている意識である。上に挙げた 4 つの仮説は、昇進意欲に影響を

与える要因として、実質的な家事育児や家計の負担を考えたものであった。しかし、昇進

意欲というのは、一種の独立した選好の問題であって、家事や子育ての現実とはかかわら

ないのかもしれない。そうであればもともとどのような意識を持っていたかが重要であり、

その後の婚姻、出産、現実の家事分担などは関係がないということも考えられる。民間大

企業に勤める 20 歳代後半から 40 歳代の女性 20 名に聞き取り調査を行った永瀬・山谷

（2012）は、学卒時の就業継続意識の高さが近年女性の昇進の重要な要素になっているこ

とを指摘している。つまり、もともと昇進や就業継続に関してどのような意識を持ってい

たかが、現在の昇進意欲に大きな影響を与えていると考えられる。ここで言うもともとの

意識には、以下の 2 つを考える。一つは過去の昇進意欲である。昔から昇進意欲が高い

場合、労働意欲も高いことが予想され、それが業績につながり現在の昇進意欲をますます

高めている可能性が考えられる。二つ目は、性別役割分業感である。男性の場合、性別役
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割分業感を肯定するということは、「男性は仕事に励む」ということを支持しているとい

うことであり、昇進意欲も高いと予想される。女性の場合、「女性は仕事より家庭」であ

ると考えるということは、仕事をしない、または仕事をしたとしても上を目指さない働き

方をすると考えられる。 

 第六に、管理職になることで得られる便益と、管理職になると被る費用について回答者

本人がどのように認識しているかも、昇進意欲に影響を与えると考えられる。管理職にな

るメリット（例えば権限の拡大）は昇進意欲へプラスに働き、管理職になることのデメリ

ット（例えば労働時間の長時間化）は昇進意欲へマイナスに働くと考えられる。 

 

第４節 使用するデータと変数の定義 

 第 3 章で示した通り、データには内閣府が  2009 年に全国 20 歳～ 44 歳の男女 

10,000 名に対して行った、「男女の能力発揮とライフプランに対する意識に関する調査」

を使用する。本データ全体では、男性は約 8 割が正社員として就業、女性は正社員とし

て働いている者は全体の 3 割ほどであり、非正規が 3 割、無職の者が約 4 割となって

いる。分析では、調査対象者の家庭要因が昇進意欲に及ぼす影響を見るために、上記のう

ち、正社員の有配偶者に焦点を当てて分析を行う。分析に使用するデータを総務省『平成 

24 年就業構造基本調査』の同じ年齢層の最終学歴分布と比較すると、就業構造基本調査

は中卒 3.7％、高卒 39.7％、短大・高専卒 9.6％、大卒 41.2％、大学院卒 5.8％と、本章

で分析に使用したデータでは中卒 2.2％、高卒 22.9％、短大・高専卒 19.5％、大卒 47.1％、

大学院卒 8.0％となっており、やや高学歴層が多いデータであることを予め明記しておく。 

 被説明変数とする「昇進意欲」には、「あなたは、今後、仕事や働き方についてどのよ

うになりたいと思いますか。」という設問に対して、「管理職として、組織の経営や管理に

携わりたい」に「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した場合 1、「どちらか

といえばそう思わない」「そう思わない」「わからない」と回答した場合 0 とするダミー

変数を用いる。同設問に対して、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した割

合は、男性・現在で 52.6％、男性・学卒時で 47.0％となっている。女性では、現在、学

卒時のいずれも男性の半分程度であり、それぞれ 25.2％、24.2％である。本データでは未

婚・正社員の情報も得られるため比較のためここに示すと、未婚・正社員男性で現在の昇

進意欲「あり」は 52.0％、学卒時昇進意欲「あり」は 44.2％、未婚・正社員女性ではそ

れぞれ 19.8％、20.4％となっている。男性では未婚か既婚かで現在と学卒時の昇進意欲

にほとんど差は見られないが、女性では有配偶者の方が現在も過去も昇進意欲が高いこと

がわかる。これは、未婚で昇進意欲がそれほど高くない者は、その後結婚や出産で会社を

退職してしまうため、結婚や出産を経ても正社員として会社に残っている有配偶女性の中

には比較的昇進意欲が高い女性が多く含まれているためであると推測される。 

説明変数には、家庭要因、職場要因、意識要因を用いる。以下に詳細を示す。 
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（1）家庭要因 

 家庭要因として、回答者本人の家事育児負担割合、子どもの数、末子 6 歳未満ダミー、

配偶者の雇用形態、回答者本人の年収が世帯年収（本人の年収＋配偶者の年収）に占める

割合17を加える。 

 

（2）職場要因 

 職場要因については、多くの設問が用意されているのが本データの特徴である。昇進に

よるメリット・デメリットに関する変数には、費用便益として特に注目をしたいために個

別のダミー変数として投入する。また、両立支援策や女性活躍施策等については先行研究

同様に因子分析を行った上でその影響を見る。 

 まず、管理職の働き方を本人がどう捉えているかについて、管理職に就く過程と管理職

に就いた後の働き方について聞いた 8 つの変数をダミー化して用いる。 

① 管理職だからといって、残業や休日出勤が多いということはない 

② 管理職になるまでに、必要な知識や経験を身につける機会がある 

③ 管理職になった後も、相談できる同僚や先輩がいる 

④ 身近に同性の管理職がいる 

⑤ 身近に家庭と仕事を両立しながら管理職として活躍している人がいる 

⑥ 一度管理職になっても、希望に応じて降格する制度がある 

⑦ 管理職に大きな権限が与えられている 

⑧ 転勤できることが管理職につく要件とされない 

次に、両立支援策、女性活用推進策などの制度は、因子分析を用いてスコアを

作成した。 

① 両立支援施策 

 企業の両立支援策については、「あなたの現在の勤め先の状況としてあてはまるものは、

どれですか」という設問に対して、【仕事以外の時間のとりやすさについて】という枠組

みの中で 5 つの項目に関してその有無を聞いている。因子分析の結果、第 1 因子で「育

児休業など家庭と仕事の両立を支援する制度が利用できる」（因子負荷量 0.6947）、「育児

や介護などと仕事の両立に配慮や理解がある」（0.6684）が大きな正の値を示し、「ファミ

リーフレンドリーな職場」を抽出していると解釈できるため、この第一因子のスコアを分

析に用いた。 

② 女性活用推進策 

 女性活用推進策については、「あなたの現在の勤め先の状況としてあてはまるものは、

どれですか」という設問に対して、【処遇の公正さや女性の活用について】という枠組み

の中で 5 つの項目に関してその有無を聞いている。因子分析の結果、第 1 因子で「仕事

 

17 割合は、次のように計算した。本人の年収割合＝ 本人の年収／本人の年収＋配偶者の年収 
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と家庭を両立しながら、仕事もキャリアアップできる環境である」（因子負荷量 0.4699）

「女性社員の能力発揮のために、組織全体で努力している」（0.4970）の 2 つの項目が大

きな正の値を示しており、「女性活用に積極的な職場」を抽出していると解釈できるため、

この第一因子のスコアを分析に用いた。 

 

（3）意識要因 

 意識要因には、もともとの昇進意欲ダミー、性別役割分業感ダミーを加える。もと 

もとの昇進意欲ダミーは、回顧的な回答18を利用し、「あなたが学校を出て初めていました

か」に対して、「管理職として組織の経営や管理に携わりたい」の「そう思った」「どちら

かといえばそう思った」を 1、「どちらかといえばそう思わなかった」「そう思わなかった」

「わからない」を 0 とした。性別役割分業感ダミーは、「あなたは、『夫は外で働き、妻

は家庭を守るべきである』という考え方をどう思いますか」に対して、「賛成」「どちらか

といえば賛成」を 1、「どちらかといえば反対」「反対」「わからない」を 0 とした。 

 

（4）コントロール変数 

 最後に、コントロール変数として性別、年齢、学歴、企業規模、職種を加える。また、

本調査では一般職か、総合職かを分ける調査項目がなかったため、「昇進見込みがあるか

どうか」をその代理変数として加える。表 6－1 に第二段階の推計で用いるサンプル（39 

歳以下の有配偶者で、かつ正社員）の記述統計量を示す。 

 

 

18 回顧的データの取り扱いについては、信頼性、安定性などの面から注意が必要である。本来であれば

パネルデータを用いるか、または当該変数に影響を与える変数から予測値を導き出すことが望ましい。

しかし筆者が知る限り昇進意欲に関する回答項目があるパネルデータは今のところ日本にはなく、また、

昇進意欲自体の研究が比較的近年始められた研究であるため、回答者が入職前の十分な情報を含むデー

タが見当たらない。回顧的なデータの信頼性に関する先行研究においては、事実に関する情報（入院歴

や育児歴など）は不安定になりやすいが（Bernard et al, 1984）、回顧的な質問でもより個人的なものは

回答が比較的安定していることが示されている (小島, 2011)。本章における「もともとの昇進意欲」は

回顧的データであるが、個人的な質問であると考え、変数として使用した。なお、本章では「過去の昇

進意欲」→「現在の昇進意欲」という因果の方向性があると考えている（現在の昇進意欲が高い者が意

図的ではなくとも過去の昇進意欲も高く答えている可能性があるが、本章ではその点は考慮していない）。 
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表６－1 記述統計量 

 

 

 

観測数 平均値 標準偏差 観測数 平均値 標準偏差 観測数 平均値 標準偏差

被説明変数

現在の昇進意欲 1554 0.473 0.499 1252 0.526 0.500 302 0.252 0.435

説明変数

性別ダミー 1554 0.807 0.395

<家庭要因>

子ども数 1554 1.070 0.928 1252 1.141 0.923 302 0.778 0.893

末子6歳未満ダミー 1554 0.545 0.498 1252 0.579 0.494 302 0.404 0.492

家事育児負担割合 1554 3.427 2.584 1252 2.499 1.769 302 0.778 0.893

配偶者正社員ダミー 1554 0.396 0.489 1252 0.275 0.447 302 0.404 0.492

配偶者非正規ダミー 1554 0.198 0.399 1252 0.240 0.428 302 0.023 0.151

配偶者起業・自営ダミー 1554 0.019 0.138 1252 0.007 0.085 302 0.070 0.255

配偶者無職ダミー 1554 0.387 0.487 1252 0.478 0.500 302 0.010 0.099

賃金比 1554 0.740 0.229 1252 0.816 0.177 302 0.425 0.128

もともとの昇進意欲ダミー 1554 0.425 0.495 1252 0.470 0.499 302 0.242 0.429

性別役割分業感ダミー 1554 0.460 0.499 1252 0.511 0.500 302 0.248 0.433

<昇進の費用便益>

「管理職だからといって、残業や休日出勤
が多いということはない」

1554 0.308 0.462 1252 0.321 0.467 302 0.252 0.435

「管理職になるまでに、必要な知識や経験
を身につける機会がある」

1554 0.333 0.471 1252 0.347 0.476 302 0.272 0.445

「管理職になった後も、相談できる同僚や
先輩がいる」

1554 0.252 0.434 1252 0.262 0.440 302 0.212 0.409

「身近に同性の管理職がいる」 1554 0.315 0.465 1252 0.339 0.474 302 0.215 0.412

「身近に家庭と仕事を両立しながら管理職とし

て活躍している人がいる」
1554 0.224 0.417 1252 0.216 0.411 302 0.258 0.438

「一度管理職になっても、希望に応じて降格す

る制度がある」
1554 0.134 0.341 1252 0.129 0.336 302 0.156 0.363

「管理職に大きな権限が与えられている」 1554 0.152 0.359 1252 0.149 0.357 302 0.162 0.369

「転勤できるということが管理職につく要件とさ

れない」
1554 0.159 0.366 1252 0.155 0.362 302 0.175 0.381

<職場要因>

因子スコア1（≒ファミリーフレンドリーな職場） 1554 0.104 0.837 1252 0.000 0.807 302 0.537 0.823

因子スコア2（≒女性活用に積極的な職場） 1554 0.044 0.811 1252 -0.031 0.751 302 0.358 0.963

<コントロール変数>

20～29歳ダミー 1554 0.200 0.400 1252 0.172 0.377 302 0.318 0.466

30～34歳ダミー 1554 0.375 0.484 1252 0.376 0.485 302 0.368 0.483

35～39歳ダミー 1554 0.425 0.495 1252 0.452 0.498 302 0.315 0.465

中卒 1554 0.010 0.098 1252 0.011 0.105 302 0.003 0.058

高卒 1554 0.190 0.392 1252 0.181 0.385 302 0.225 0.418

短大・高専卒 1554 0.127 0.334 1252 0.098 0.298 302 0.248 0.433

大学卒 1554 0.553 0.497 1252 0.571 0.495 302 0.477 0.500

大学院修了 1554 0.120 0.325 1252 0.138 0.345 302 0.046 0.211

専門的・技術的な仕事ダミー 1554 0.503 0.500 1252 0.537 0.499 302 0.364 0.482

事務の仕事ダミー 1554 0.253 0.435 1252 0.196 0.397 302 0.490 0.501

販売の仕事ダミー 1554 0.108 0.311 1252 0.120 0.325 302 0.060 0.237

サービスの仕事ダミー 1554 0.043 0.203 1252 0.044 0.205 302 0.040 0.196

生産工程・労務の仕事ダミー 1554 0.032 0.177 1252 0.037 0.188 302 0.013 0.115

その他ダミー 1554 0.060 0.238 1252 0.067 0.250 302 0.033 0.179

企業規模1～29人 1554 0.147 0.354 1252 0.123 0.329 302 0.245 0.431

30～99人 1554 0.135 0.342 1252 0.137 0.344 302 0.126 0.332

100～499人 1554 0.218 0.413 1252 0.224 0.417 302 0.192 0.395

500～999人 1554 0.082 0.275 1252 0.087 0.282 302 0.063 0.243

1000人以上 1554 0.316 0.465 1252 0.331 0.471 302 0.252 0.435

官公庁 1554 0.102 0.302 1252 0.097 0.296 302 0.123 0.328

昇進・昇給・職種転換見込み 1554 0.334 0.472 1252 0.344 0.475 302 0.291 0.455

全体 男性 女性
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第５節 昇進意欲を規定する要因 

 現在の昇進意欲を被説明変数として二段階推計を行った結果が表６－2 である。 

 まず、本章で注目した家庭要因であるが、男女ともに、家庭要因として投入した変数の

中で、昇進意欲と有意な関係があるものは見られなかった。これに対して、もともとの昇

進意欲（学卒時の昇進意欲）は現在の昇進意欲に男女ともにプラスの影響を与えており、

家事育児負担の実際の軽重というよりは、もともとどういうキャリアを築きたいかという

意識の方が現在の昇進意欲と有意な関係がある。昇進意欲と家庭要因の関係は、因果関係

が逆の場合も考えられ（例えば、昇進意欲が高いから子ども数が少ない、など）、ここで

は単に昇進意欲と家庭要因の間には有意な相関関係がないと述べるにとどめる。 

 管理職の費用便益をどのように考えているかは、男女ではっきりと違いが見られた。男

性は、「管理職だからといって、残業や休日出勤が多いということはない」「管理職になる

までに、必要な知識や経験を身につける機会がある」「管理職になった後も、相談できる

同僚や先輩がいる」「管理職に大きな権限が与えられている」の 4 つが、管理職への昇進

意欲を高めているのに対し、有配偶女性の昇進意欲には、管理職になることの費用便益は

昇進意欲に対して有意な影響を与えていない。また、先行研究において女性の昇進意欲に

有意に正の影響を与えていた「女性活用に積極的な職場」は、本章では有意にならず、施

策の効果は未婚者への限定的なものである可能性が指摘できる。 

 その他の変数を概観すると、まず年齢は、男性は年齢階層が上がるほど昇進意欲が無く

なっていき、女性は逆に高い年齢層（35 ～ 39 歳）で昇進意欲を持つことが確認された。

今回の分析からは（昇進意欲の高い）役職者を除いてあるので、男性の場合は、高年齢層

になるほど相対的に意欲の低い者がサンプル内に増えているのではないかと考えられる。

学歴は、男女ともに、「短大・高専卒」の場合に高卒の者よりも昇進意欲が高まる。企業

規模は女性の昇進意欲に影響を与えており、1000 人以上の大企業に勤めている場合と、

官公庁に勤めている場合に、30 ～ 99 人規模企業に勤めているよりも昇進意欲を下げる。

男性は昇進・昇給・職種転換見込みがある場合に昇進意欲が高まるが、女性にそのような

傾向は見られなかった。逆ミルズ比は男女ともに非有意であり、予想と反し、使用したデ

ータではセレクション・バイアスが働いていなかった。 

 次に、二段階推計の一段階目の推計結果について見る。子ども数や末子 6 歳未満ダミ

ー、配偶者雇用形態など、（推計の二段階目である）昇進意欲に影響を与えていると予想

していた変数は、正社員としての就業の有無を被説明変数とした場合、有意な影響を与え

ていた。子どもについては、末子が 6 歳未満であると男性の正社員就業確率を高める一

方で、女性の正社員就業確率を下げる。また、子ども数の増加は女性の正社員就業確率を

下げるが、男性にはそのような傾向は見られない。配偶者の雇用形態については、男性の

場合、配偶者が非正規職や起業・自営業の場合に、配偶者が正社員である場合と比べて本

人の正社員就業確率が下がり、女性の場合、配偶者が無職の場合に、配偶者が正社員であ

る場合に比べて本人の正社員就業確率が下がるが、これは雇用状態が不安定な者同士が結
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婚している傾向を表すのかもしれない。ただし、表６－2 の推計一段階目において、「配

偶者の年収（対数）」が女性に対してマイナスに有意であるので、配偶者の年収の高さは

有配偶女性の正社員就業確率を有意に下げることが確認された。 

 意識変数は、性別役割分業感は男女ともに有意な影響を与えているが、方向性は逆であ

る。男性は、性別役割分業を支持すると正社員就業確率を高め、女性は性別役割分業を支

持すると正社員就業確率を低める。女性の場合、過去の昇進意欲は正社員就業確率に強い

プラスの影響を与えている。 

 社会人になってから初めの 5 年間で最も長く勤務した職場についての変数（表６－2 

の推計一段階目「社会人になって最初の 5 年が正社員ダミー」）について確認すると、そ

こで正社員として働いていた人は、男女ともに現在も正社員として働いている確率を高め

る。その職場がファミリーフレンドリーな職場であった場合は、男女ともに現在の正社員

就業確率を高めるが、女性活用に積極的な職場であったことは、男性の正社員就業確率を

有意に下げる。  
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表６－2 昇進意欲の決定要因 
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第６節 仮説の検証 

 得られた結果をもとに仮説を検証する。昇進意欲に影響を与える家庭要因として、家事

育児負担割合、子ども数、末子年齢、配偶者の雇用形態、本人の年収割合を考えたが、意

外なことに、正社員女性の昇進意欲について、現実的な家庭負担は全て有意な関係が見ら

れなかった。 

 対照的に、正の関係が見られたのがもともとの昇進意欲と現在の昇進意欲の関係である。

今回の分析結果からは、昇進意欲は学校卒業時までに形成される選好として重要であり、

正社員就業をしている者については、その後の婚姻、出産、現実の家事分担などの現実と

の関係は薄いといえる。この点で、もし女性の昇進意欲を高めたいと考えるならば、学校

教育や家庭教育など、就業する前の意欲の醸成が重要であることが示唆される。もっとも

他方で、育児に関する変数や性別役割分業観については、正社員としてとどまるかどうか

を決定する要因として、女性にマイナスに働くことが推計一段階目において改めて確認さ

れた。つまり家族変数は、正社員の昇進意欲ではなく、もっと前の段階（正社員として働

くかどうか）で女性の就業に影響を与えている。しかし日本ではいったん正社員から離職

すると正社員に戻りにくく、また非正社員の管理職は少ないことから、正社員として働き

続けられなければ現実的に女性の昇進は困難であるといえよう。結婚や出産をする前の早

い段階で、女性の昇進意欲を高めておくことが、結果的には離職の防止にもなることが指

摘できる。逆に、結婚や出産で会社を辞めず、正社員として働き続けることを選択した女

性については、家事や育児をどのように正社員就業と両立するかは既に折り合いをつけて

おり、その段階になると子どもがいることが昇進意欲を引き下げることはなく、それより

ももともとの昇進意欲が高いかどうかが昇進意欲を決定する要因となっている。このこと

は、子どもがいる正社員女性の昇進意欲は子どもがいない者よりも低いだろうと企業が想

定すべきではないことを示している。 

 次に、管理職になることの費用便益である。男性は、管理職になって権限が拡大するこ

とを管理職になることの便益と捉え、昇進意欲を高めている様子が確認された。また、管

理職になることの費用であると考えられる、時間外労働の多さや困難は、管理職だからと

いって時間外労働が多いということはない場合に、また、相談できる同僚や先輩がいる場

合に軽減され、逆に昇進意欲にプラスの影響を与えていた。また、管理職になるまでの教

育訓練の機会が十分にあると認識していることが男性の昇進意欲を高めていた。これに対

して有配偶女性では、管理職になることの費用や便益は昇進意欲と有意な関係が見られな

かった19。管理職になることに対する費用を低めるような雇用管理がされているという認

 

19 学歴によって雇用管理が異なることを考慮し、大卒者に限定した分析も行った。男性では結果に大き

な違いは見られなかったが、女性では「身近に家庭と仕事を両立しながら管理職として活躍している人

がいる」が昇進意欲に有意にプラスに、「一度管理職になっても、希望に応じて降格する制度がある」が

有意にマイナスに働くことが確認された。 
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識そのものも男性より全般に低い特徴があった。 

 職場環境について、昇進意欲と「ファミリーフレンドリーな職場」であることは有意な

関係がないが、「ファミリーフレンドリーな職場」であることは、男女の正社員就業確率

を有意に高める。就業継続なくしては昇進できないならば、ファミリーフレンドリーな職

場環境を整えることは昇進にも間接的に影響していると言える。その上で、ライフイベン

トを超えて就業継続した女性に対してどのような雇用管理を行っていくかを考えなけれ

ばならない。 
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第７節 小括 

 本章では、有配偶女性の昇進意欲に影響を与える要因として、家庭要因に特に注目しな

がら、職場要因、意識要因の 3 つの側面から計量的な分析を行った。 

 実証分析の結果、家事や育児の現実的な負担は女性の昇進意欲とは有意な関係が見られ

ず、もともとどういう昇進意欲を持っていたかが重要であることがわかった。同時に、家

事や育児の現実的な負担が重いと考える女性は、現状では昇進を諦めるというより正社員

就業を諦める傾向が強いことが確認された。 

 得られた結果を総合すると、現状では、もともと昇進意欲が比較的高い有配偶女性しか

正社員として企業に残ることができておらず、企業において従業員の育成、特に入社時そ

れほど昇進意欲が高くない女性の意欲のコントロールがうまくできていない可能性が指

摘できる。 

 筆者は全ての労働者が昇進意欲を持つべきだと考えているわけではないが、もともと昇

進意欲が高くない者が結婚出産時に離職する傾向が高いのであれば、早い段階で昇進意欲

を持たせることが女性の就業継続にとっても有効であると考える。 
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第７章 まとめと考察 

本研究では、日本の女性を取り巻く労働環境の中でも、特に出産前後からそれ以降のキ

ャリアに焦点を当て、両立支援策の中でも特に短時間勤務制度の利用が、女性の賃金に対

してどのような影響を持つのか、また、出産後に職場復帰したとして、その後のキャリア

発展は可能なのかどうか、女性の昇進意欲した計量分析を行った。終章に当たる本章では、

得られた結果についてもう一度まとめ、最終的にどういった示唆を示すことができたのか

について検討していきたい。 

 

第１節  研究のまとめ  

 本研究ではまず、労働市場における男女の経済的な格差について実際の状況と、経済

学における差別をはじめとした男女格差を説明する理論、また、理論枠組に基づいた実

証研究レビューを行った。そのうえで本研究の問題意識は、男女の経済格差を是正する

ための施策である両立支援策が、実は利用の仕方によっては逆に男女間経済格差を助長

する可能性があるのはないかというものであった。問題意識の前提となる社会的な背景

として、2015 年に実施された『第 15 回出生動向基本調査』における、育児休業制度を

利用した就業継続の増加、及び、2010 年の制度義務化による短時間勤務制度利用の増加

がある。両制度については、法定以上に手厚い制度整備を行っている企業も多くみら

れ、長期的な制度利用に関して、既に事例研究によってキャリアへのマイナスの影響が

指摘されていた。 

そこで第 4 章では、21 世紀職業財団「育児をしながら働く女性の昇進意欲やモチベー

ションに関わる調査」（2013 年）を用いて、短時間勤務制度取得の決定要因、及びその

利用と利用期間が現在年収にどのような影響を及ぼすのかについて分析を行った。 

第 4 章で用いたデータは、300 人以上規模企業に勤める、子どもを持つ女性正社員

2500 名という、分析を始める時点で既に限定されたサンプルを対象とした調査であると

いう注意が必要であるが、ある程度雇用慣行や制度が整った企業に勤める、子どもを持

った正社員女性という対象サンプルは、制度の影響などをはっきりと観察できる良質な

サンプルであるという特性がある。また、本データはクロスセクショナルデータではあ

るが、個人がこれまでに利用した制度の利用期間が詳細に把握できるという点で、他の

調査にはほとんど見られないメリットがあった。 

分析の結果として、まず短時間勤務制度取得の決定要因については、短時間勤務制度

が義務化された 2010 年以前と以後に制度を利用した女性にサンプルを分けてプロビッ

ト分析を行った結果、義務化の前後で取得要因に変化があったのは、職場環境であっ

た。義務化以降、特に長時間勤務が蔓延している職場では取得しにくく、育児に理解が

ある職場では取得しやすいという結果になった。これはある意味では当然の結果のよう
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に聞こえるかもしれないが、義務化後にその傾向が表れたという点が興味深い。つま

り、短時間勤務制度の単独措置義務化により、すべての企業において、制度が整備され

ているかに関わらず、労働者の要望に基づき短時間勤務制度を取得させなければならな

くなったことで、職場環境が制度の取得しやすさに与える影響が鮮明になったのではな

いかと解釈した。裏を返せば、義務化以前には、制度を取り入れやすい企業だけが制度

を取り入れていたとも考えられる。今後、制度になじまない企業において、職場環境の

改善を行っていく必要があるだろう。 

第 4 章では短時間勤務制度の利用や利用期間が現在年収に与える影響を見た所得関数

の推計も行った。予想した通り、長期に渡る短時間勤務制度の利用は、現在年収に対し

て有意にマイナスの影響を及ぼすことが明らかになった。長期とは一体どれくらいの期

間のことを指すのかというと、2 年以上の利用である。 

しかし、クロスセクショナルデータでは、個人の観察できない異質性が所得と短時間

勤務制度利用の両方に影響を与える可能性が排除できていなかった。ここで考える観察

できない個人の異質性とは、つまり、仕事に対してそれほど熱心ではない（逆に言うと

家庭や子育てに力を入れたい）女性ほど、短時間勤務制度を取得するのではないかとい

う点である。そういった女性は、所得の上昇や昇進などには興味がないため、制度をし

っかり利用してから復職するのではないか。逆に仕事に対して熱心な女性は、制度利用

が賃金に与える影響を心配し、制度を利用しないか、制度の利用もそこそこにすぐに職

場復帰を果たすのではないか。クロスセクショナルデータでは、このような女性のし好

の差異を過剰に拾ってしまう恐れがあった。 

そこで第 5 章では、パネルデータを用いて制度の利用が賃金に与える影響に関する分

析を行った。パネルデータは同一の個人の変化を拾うため、固定効果モデルを用いれ

ば、上記で述べたような観察できない個人属性による差異の影響を受けない推計を行う

ことができるためである。その結果、同一の個人で見た場合には、短時間勤務制度を利

用することは、雇用を正規雇用から非正規雇用に切り替えた場合は賃金に対して有意な

マイナスの影響があるが、正規雇用のままであればむしろ時間当たり賃金を上昇させる

効果を持っていた。しかしこれは短期の影響であり、また、福利厚生の影響を過剰に拾

ってしまっている可能性がある。 

第 5 章では、記述統計や OLS を用いた分析でも行っており、そこでも明らかになった

ことがある。まず記述統計では、両立支援制度を利用できているのは、出産全体の大体

4 割程度ということである。我が国における過半数の出産は制度の恩恵を受けることが

なく、出産のコストを母親、もしくは家庭で全て背負っている。出産のコストを企業や

社会と一緒に負担することができているのは、雇用が安定している正社員女性であり、

安定した雇用に就いた女性は制度を利用し就業継続することによってますます安定して

いく。 



81 

 

OLS では、先行研究で見られたような、賃金の高い女性が育児休業を取得するという

結果については見られなかったが、代わりに、賃金の高い女性が短時間勤務制度を利用

するという構図が見られた。育児休業制度は近年利用率が（就業継続者の中で）80％を

超え、十分に普及してきた感がある。現在は、短時間勤務制度が、かつての育児休業制

度同様、恵まれた層の女性が利用する制度になってきているのでないだろうか。 

第６章では、少々視点を変えて、女性が出産を超えて就業継続した場合に、どのよう

なキャリア発展が望めるのかという視点で、女性の昇進意欲に着目した分析を行った。

第 4 章と第 5 章は出産の前後に着目した分析だったが、第６章は、女性の就業継続が増

加していくと予想される今後の日本にとって、より示唆的な分析を行ったと言える。日

本では諸外国と比較して、妻にかかる家事育児負担が重いため、両立支援策を利用して

就業継続ができたとしても、なかなか昇進に結びつかないのではないかという問題意識

があり、家庭要因が昇進意欲に与える影響を分析した。その結果、家事や育児の負担が

重いと考える女性は、昇進云々の前に正社員就業を諦めてしまう傾向があることが明ら

かになった。正社員就業を継続した女性については、昇進意欲と家事育児負担などの家

庭要因の間に有意な関係はなく、もともと学卒時に昇進意欲が高かったことが昇進意欲

に影響を高めていた。 

 

第２節  考察 

以上の結果を踏まえて、本研究を第 1 章で記した本研究の目的に沿ってまとめていき

たい。第一の目的は、両立支援策利用の中でも、これまで研究がほとんど行われてこなか

った短時間勤務制度に着目して、短時間勤務制度取得の決定要因を明らかにすることであ

った。ここでは、職場環境がより重要な影響を及ぼすことが明らかになったため、今後の

企業による環境整備に期待したい。女性の就業継続が今後も増加するとしたら、単純な制

度の整備だけでなく、目に見えない取得しやすさという環境整備も企業側に求められるこ

とになる。また、クロスセクショナルデータではあるが長期的な利用が所得に対して有意

に負の影響を与えていたことから、充実した制度設計が必ずしも女性のためになるわけで

はないということを企業側も知っておく必要がある。 

第二の目的は、両立支援制度の利用や利用期間が女性の賃金に与える影響を明らかにす

ることであった。ここでは、長期的な利用が所得に負の影響を与える可能性がある一方で、

雇用が安定している恵まれた女性だけが制度の恩恵を受けることができている現状を指

摘した。子どもを持つコストを誰が負担するのかという点について、より社会的な議論が

必要であると考える。もちろん第一義的には子どもを持つコストは家庭にあり、伝統的に

は母親にあるという考え方が（近年変化の潮流を感じつつあるとしても）今の日本では主

流であるかもしれない。しかし、世界的な仕事と家庭両立の流れ、日本の男性の家庭に関

わる時間の短さ、少子高齢化が加速する中での子どもの公共性を考えると、母親や家族だ

けに子どもを持つコストを負担させていたこれまでの潮流を見直す必要があるのではな
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いかという問題意識を改めて強調したい。 

第三の目的は、両立支援制度などを利用して就業継続したとして、女性が職場復帰後

に自身のキャリアを発展させていくことができるのかどうか可能性を探ることであっ

た。ここでも企業にかかる責任として、あるいはこれは学校や家庭教育の問題なのかも

しれないが、学卒後の早い段階に女性の昇進意欲を高めていくことが、結果的に出産前

後の離職を減らし、出産後も意欲を持って働き続けることができる女性を増やすことが

明らかになった。 

本研究は育児休業制度、短時間勤務制度などの制度に着目してきたが、最終的な議論

として、制度は制度単体としても重要であるが、それ以外に、各ステイクホルダーが制

度をどのように活用するかという視点も同じように重要なのではないかと考える。ステ

イクホルダーには社会、企業、配偶者、女性自身が含まれる。 

まず、本研究で使用した個票データでは、両立支援制度を利用できる正社員女性に着

目していたが、研究の流れの中で、制度がそもそも利用できない層についても垣間見る

機会があった。日本は世界に類を見ない少子高齢化社会であり、労働力の確保も出生率

の上昇も喫緊の課題である。出産前後の雇用上の地位が本人の意思とは無関係に不安定

になる出産・育児期を支える制度を、雇用が安定している層にのみ保障することは社会

厚生にとって本当に望ましいのだろうか。 

もちろん育児休業制度や短時間勤務制度は職場復帰をサポートするための制度として

日本では設計されているため、非就業者や離職者をカバーする必要があるのかという議

論は別途必要だが、女性の場合出産前後で就業状態が不安定になりやすい社会環境や、

幼い子どもを抱えて就職することが難しく、離職期間が長期化すると再就職しにくくな

る等の雇用環境を鑑みると、雇用安定層以外にも両立支援制度の恩恵を届けるような何

らかの制度設計が必要ではないだろうか。企業は、制度を取りづらい環境を放置してお

くことも、逆に手厚すぎる制度を整備することも、どちらも女性のキャリアを阻害する

可能性があるため、非常に微妙な舵取りが求められている。今後の方向性として、制度

が取りやすいのは当然求められる環境整備としても、家庭と仕事の両立支援という従来

の福利厚生を充実させる支援から、家庭とキャリアの両立支援に舵を切っていくという

のが望ましいのではないかと考える。 

また、企業は、制度を取りづらい環境を放置しておくことも、逆に手厚すぎる制度を

整備することも、どちらも女性のキャリアを阻害する可能性があるため、非常に微妙な

舵取りが求められている。今後の方向性として、制度が取りやすいのは当然求められる

環境整備としても、家庭と仕事の両立支援という従来の支援から、家庭とキャリアの両

立支援に舵を切っていくというのが望ましいのではないかと考える。 

そのためには、女性の昇進意欲をどのように生かしていくかについて議論を深めてい

く必要がある。もともと昇進意欲が高い女性については、適切に人材育成を行い昇進ト

ラックに乗せていく人材管理が、もともと昇進意欲のそれほど高くない女性について
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は、出産前後に離職して本人にとっても企業にとっても損失になることがないように、

意欲を高めるような育成が求められる。先行研究では「良い」上司の下につくことで女

性の昇進や昇進意欲が促されることが示されていたが、配属先の上司が「良い」かどう

かが運に左右されるということがないよう、上司に対する研修を行うなどが有効だろ

う。 

また、長時間労働が蔓延する職場では、やはり制度が取得しづらいことが明らかにな

ったことから、長時間労働が常態化しているような職場は、まず労働時間の改善に着手

すべきであろう。長時間労働の蔓延は制度取得への心理的な壁であると同時に、出産・

育児期にはない労働者にとってもメンタルヘルスを損なう危険性がある。母親にのみ優

しい職場を作ろうとするわけではなく、すべての労働者が気持ちよく働けるようにする

環境を整備することが結果的に企業の利益にもつながるのではないかと考える。 

配偶者は、これまで家計生産理論でも明らかにされていた通り、仕事にまい進するこ

とで家庭での生産の総量を最大化してきた功労者であるが、女性の社会進出が進む中で

は、やはり配偶者も家計生産をより負担していかなければならないだろう。逆もまたし

かりであり、配偶者に家計生産を分担するのであれば、同じように妻側も市場生産を負

担していかなければならない。労働市場で男女賃金格差が残るうちは夫と同じ賃金を市

場生産によって得るということは難しいが、どこが夫婦の落としどころなのか、双方が

納得できる分担を、双方のキャリアプランも考慮に入れた上でそれぞれの夫婦が話し合

いで解決していかなければならないだろう。実証研究では、配偶者の労働時間が柔軟な

場合、女性が短時間勤務を取得せずに就業継続できる可能性が示されたことから、在宅

勤務、テレワークなどの活用・推進、あるいは単純に週 1 日から保育園の迎えを担当し

てみるというのもいいかもしれない。 

男性配偶者が家事や育児を妻とこれまで以上に負担することで、妻にはキャリア発展

の道が開かれる。配偶者は一時的に収入が下がったり、自身の昇進に差し障りがあるこ

とがあるかもしれない。しかし、長期的な家計の最大化という観点から考えた場合、妻

も仕事を持ち、キャリアを発展させた方が家計のリスク分散にもなるだろう。 

最後に女性自身である。特に、本研究で分析対象としたような、両立支援制度が利用

可能な「恵まれた」女性たちについてである。筆者は決して、昇進至上主義者ではな

い。しかし、女性が男性に比べて労働市場でのみならず様々な差別を受けてきた歴史の

中で、両立支援策という格差是正のための手段を勝ち取り、現代の女性は横のみならず

縦にも多様な働き方を追求できる権利を手にしている。出産後の職場復帰ではまだまだ

残る多くの差別に直面するに違いないし、家事・育児と仕事の両立は想像を絶する大変

さであることは分かった上で、それでもなお、ぜひ近年の女性活躍機運の高まりを好機

として、後に続く女性たちにキャリア発展の道筋を示すような働き方をしてもらえたら

と考える。 
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学卒時までに培われた昇進意欲が、その後の出産・育児期の就業継続、その後の昇進

意欲に影響を及ぼしていることが明らかになったことからも、女性自身がどのようにキ

ャリアを形成していくかを就職する前からきちんと確立しておくことが、現状の男女格

差がはびこる労働市場においては、結局のところ最も有効であるのかもしれない。学卒

時に昇進意欲を持っていれば、会社選びや配偶者選びにも、より自身の理想の働き方を

反映させることが可能になるためである。逆に就職の段階で将来の展望について具体的

なビジョンを描けていないと、両立支援制度はあっても取得しづらい企業を選んでしま

ったり、出産後のキャリアについて配偶者ときちんと夫婦間で共有しなかったりして、

ただでさえ離職リスクが高いのに、さらになし崩し的な離職の可能性を高めることにな

ってしまうことになる。 

 

第３節 今後の課題 

本研究では女性の出産前後、そして出産後のキャリア形成が、制度と関連して現状で

はどうなっているのか、今後どのような方向性の支援を行っていくべきなのかを検討す

るための端緒となる分析を行ってきた。今後に残る課題として、今回、パネルデータを

用いた研究においては、サンプルサイズの問題から、制度の利用期間や、母親の学歴な

どの属性別に賃金ペナルティがどのように異なるかという詳細な分析ができなかった。

短時間勤務制度取得者を十分な量確保できるデータを用いて、今後は短時間勤務制度利

用期間が中長期的に賃金へ与える影響について考えていく必要がある。 
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【参考資料】 

20 ページの④′式において、ケアにかける時間が増えると(𝑐ℎ↑)、賃金𝑤(𝑖)（こ

こでは逓減すると仮定する）がどうなるか比較静学を行うために、④′式

𝑤′(𝑖)𝑑𝑖(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) = 𝑤(𝑖)を全微分すると、以下の⑤式になる。 

 

𝑤′′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 𝑤′(𝑖)𝑑𝑙 − 𝑤′(𝑖)𝑑𝑖 − 𝑤′(𝑖)𝑑𝑐ℎ = 𝑤′(𝑖)𝑑𝑖         ⑤ 

 

この時、𝑤′(𝑖)𝑑𝑙は 0 と置く（本式では、子育て時間の変化と賃金の関係を知

りたいため、子育て時間が変化した場合の余暇時間𝑙の変化は 0 であると仮定

する）。式左辺の𝑤′(𝑖)𝑑𝑐ℎを右辺に移項し、左辺を𝑑𝑖でまとめ式を展開すると 

 

{𝑤′′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 𝑤′(𝑖) − 𝑤′(𝑖)}𝑑𝑖 = 𝑤′(𝑖)𝑑𝑐ℎ 

 

{𝑤′′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 2𝑤′(𝑖)}𝑑𝑖 = 𝑤′(𝑖)𝑑𝑐ℎ 

 

𝑑𝑖

𝑑𝑐ℎ
=

𝑤′(𝑖)

𝑤′′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 2𝑤′(𝑖)
                 ⑥ 

 

 

最後の⑥式について比較静学を行う。𝑤′(𝑖)は、賃金の変化を表しており、これ

は常に正の値を示す。右辺分母を確認すると、𝑤′(𝑖)が逓減する場合𝑤′′(𝑖)は負

の値を取る。(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ)はつまり労働時間のことなので正の値、−2𝑤′(𝑖)は

負の値になる。右辺は全体として負の値となるので、ケアにかける時間が増え

ると(𝑐ℎ↑)、賃金𝑤(𝑖)は減少することが分かる。 
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49 ページの表 4－4 に関して、労働時間を含めた推計を参考資料として掲載

する。 

 

表 4－4 年収関数の推計（労働時間あり） 

  

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

教育年数 0.087 0.012 *** 0.085 0.012 *** 0.083 0.011 *** 0.088 0.011 ***

勤続年数 0.022 0.003 *** 0.024 0.003 *** 0.023 0.003 *** 0.024 0.003 ***

【企業規模】ベース=300～1000人

1001～5000人 0.020 0.048 0.025 0.048 0.010 0.048 0.004 0.047

5001人以上 0.105 0.045 ** 0.098 0.046 ** 0.091 0.045 ** 0.103 0.045 **

【雇用区分】ベース=一般職

雇用区分なし 0.069 0.043 0.077 0.043 * 0.071 0.043 * 0.060 0.042

総合職・準総合職 0.140 0.047 *** 0.145 0.047 *** 0.158 0.047 *** 0.147 0.046 **

専門職 0.022 0.091 0.019 0.089 0.019 0.089 0.033 0.088

子ども数 -0.071 0.028 ** -0.050 0.028 * -0.062 0.029 **

短時間勤務取得経験有
ダミー

-0.154 0.035 *** -0.014 0.119

労働時間 0.003 0.001 * 0.003 0.001 0.002 0.001 0.001 0.001

【短時間勤務取得期間】

　ベース=短時間取得な
し

短時間～1年 -0.030 0.132

短時間～2年 -0.031 0.125

短時間～3年 -0.119 0.135 **

短時間～5年 -0.189 0.133 ***

短時間～5年1カ月以上 -0.285 0.124 ***

定数項 4.118 0.211 *** 4.224 0.212 *** 4.357 0.207 *** 4.387 0.189 ***

Number of obs

Adj R-squared

※有意水準　***<.01  **<.05  *<.1

※頑健標準誤差を使用

707

0.203 0.184 0.192 0.151

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4
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第１章 日本の女性労働を取り巻く現状と問題意識 

 少子高齢化に伴う人口減少社会の中で、女性の労働力は今かつてないほど注目を浴びて

いる。しかし現状では、女性は男性と比較してライフイベントの影響を受けやすく、労働

市場における男女間格差が大きい。結婚や出産等のライフイベントによる就業への影響を

緩和するために、1992 年に育児休業法が施行され、同制度は改正を繰り返しながら女性

が離職しやすい時期に就業を継続する一助となってきた。本研究は、男女間格差が存在す

る労働市場において多くの働く女性が直面すると考えられる出産・子育て期の就業継続の

問題を、特に育児休業制度や短時間勤務制度などの両立支援制度に着目しながら、制度利

用とキャリア発展の関係に研究の関心を置き、実証研究を行っていくものである。 

 研究の全体像を示す第 1 章では、まず、日本の労働市場の中で女性がどのような格差に

直面しているかを、男性との比較から概観し、女性が出産後も働き続けるために必要不可

欠と考えられる両立支援策について、利用実態を確認する。その上で、両立支援策が持ち

得るキャリアへの負の影響について言及し、本研究の目的を明らかにする。 

 

第１節  労働市場における男女の格差 

 1985 年に男女雇用機会均等法が成立してから 30 年以上が経過し、現代を生きる女性に

は実に多くの働き方、そして結婚や出産などの生き方に関わる選択肢が広がっている。学

校卒業後にどのような職業に就くか、何歳で結婚・出産し、仕事は継続するか、しないか。

そもそも結婚や出産はしないか。少子高齢化に伴う労働力不足が予想される中、女性の労

働力に対する期待が高まり、ワーク・ライフ・バランスの考え方も徐々に浸透し、子ども

を持ちながら仕事を続ける女性像はより一般的になってきたと言えるだろう。 

 しかし一方で、世界経済フォーラムによる男女格差に着目したジェンダーギャップ指数

（GGI：経済・教育・健康・政治の 4 分野 14 項目のデータから成る）は、日本は 2019 年

時点で調査対象 153 か国中 121 位と、2018 年の 110 位より順位を下げ、過去最低を記録

した。4 分野の順位はそれぞれ、教育分野（Educatin Attainment）91 位、健康分野(Health 

and Survival)40 位、経済分野（Economic Participation and Opportunity）115 位、政治分

野（Political Attainment）144 位となっており、特に経済分野、政治分野での順位が低い

ことが低迷の要因となっている。この 30 年間で女性の選択肢は広がったが、女性活躍と

いう観点から見た場合男女間の格差は根強く残っている現状が伺える。 

 さらに経済分野を構成する 5 つの要素について詳しく見てみると、労働参加率（Labour 

force participation）が 79 位、同一労働における男女の賃金差（Wage equality for similar 

work）が 67 位、収入の男女差（Estimated earned income）が 108 位、管理的なポストに

おける男女差（Legislators, senior officials and managers）が 131 位、専門職、技術職の男

女差（Professionals and technical workers）が 110 位となっている。経済分野で日本の男

女格差が大きい理由は、女性雇用の量（労働参加率）と比べて、女性雇用の質（管理的な
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ポスト、専門職・技術職）における男女差が大きく、結果として、賃金差につながってい

るためであると考えられる。 

 実際に、日本の人口（15～64 歳、労働力人口と非労働力人口を合わせた総数）に占め

る女性就業者（完全失業者を含む）の割合は、男性がほぼ一貫して 8 割を超えて高止まり

している一方で、女性は 1980 年から少しずつ上昇しており、特に近年になるにつれてそ

の伸びは著しい（図 1-1）。この水準が国際的な位置の中でどの程度なのか、2018 年の就

業率を OECD 加盟国の中で国際比較してみると（図 1-2）、G7 および OECD から得られ

る G20 加盟国データの中で日本女性の就業率はドイツ、カナダ、英国に続いて 4 番目の

高さである。トップグループではないが、相対的に高いグループに位置していると言える

だろう。 

 しかし、ここに含まれる「就業者」には「従業者」と「休業者」が含まれるのみで、正

規雇用、非正規雇用などの雇用タイプは分かれていない。日本の女性の「就業者」に非正

規雇用がどの程度含まれるのか『平成 30 年度労働力調査』（総務省）で確認してみると、

15～64 歳の生産年齢人口における男性の非正規労働者割合が 16.5％であるのに対し、女

性は 49.6％である。つまり、日本の女性の国際的に見れば高い就業率は、約半数が非正規

労働者によって支えられている。女性の労働力の「量」は増加しているが、「質」の面か

ら考えると、女性は非正規雇用などの不安定雇用や、男性基幹職をサポートするような周

辺労働に甘んじている現状を窺い知ることができる。 

 ただし、就業の非正規化の要因は、経済のグローバル化、ICT 化によって付加価値の高

い仕事が重要視されるようになった世界的な潮流と、その背後で相対的に付加価値の低い

仕事に従事する労働者を、企業内育成を重視する日本企業は企業内労働市場の外から調達

するようになった（阿部, 2010）労働需要側の要因もある一方で、労働供給側の女性自身

が結婚・出産期において離職しやすく、その後再就職する際にフルコミットメントが求め

られる正規職ではなく、時間の融通がきき、転勤などがない非正規職を選択しやすいとい

う理由から自発的に選択しているという背景がある。 

 

 

 

 

  



3 

 

図 1－1 就業率の推移 

 

出典：総務省『労働力調査』（長期時系列データ, 基本集計） 

 

 

図 1－2 Employment rate of Women 

 

出典：OECD Employment and Labour Market Statistics, 2018 
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 同じく女性労働の「質」を表す指標として、女性の管理職比率も有効だろう。政府は成

長戦略の一環として、「出産・子育て等による離職を減少させるとともに、指導的地位に

占める女性の割合の増加を図り、女性の中に眠る高い能力を十分に開花させ、活躍できる

ようにする」ことを大々的に打ち出し、2030 年までに管理的なポストに占める女性の割

合を 30％にすることを目標としているが、現実に目を向けてみると、現在の日本の女性

管理職比率は非常に低いと言わざるを得ない。『平成 30 年版男女共同参画白書』（内閣府）

によると、女性の管理職比率は係長相当職で 18.4％、階級が上がるほど減り部長相当職の

場合は 6.3％である。2015 年に発行された ILO の“Women in Business and Management 

Gaining Momentum”では、各国の部長職級に占める女性の割合がランキング形式で示さ

れている。それによると、日本は 108 か国中 96 位 11.1％であり、諸外国と比較してもそ

の水準は低い。先に紹介した世界経済フォーラムによる“Global Gender Gap Report 2020”

における国別レビューの中でも、“Only 15% of senior and leadership positions are held by 

women (131st), whose income is around half that of men (108th)”という指摘がされてお

り、経済分野を構成する 5 つの要素の中でも管理的ポジションに着く女性の少なさは最

低の順位を獲得している。 

 この管理職比率の差は、男女の人的資本の差によるものなのだろうか。人的資本を形成

する学歴や勤続年数について確認してみると、男女の高等学校進学率は既に 90％以上を

超えて久しく、大きな差は見られない。大学進学率について『学校基本調査』（文部科学

省）より 1980 年からの推移を確認してみると、男女ともに進学率は伸びているが、女性

は 12.3％から 50.1％へと大きな進展を遂げている。直近の平成 30 年（2018 年）では、

男子 56.3％、女子 50.1％であり、その差は 6.2％と、男女間の大学進学率は相当程度縮小

してきていると言って良いだろう（図 1－3）。 

 また、勤続年数については、男女ともに 1980 年から 2018 年にかけて男性は 2.9 年、

女性は 3.6 年の伸長が見られ、女性の伸び幅が大きい。しかし大学進学率の伸びほどには

勤続年数の伸びは見られない（図 1－4）。 

 女性の勤続年数が伸び悩む大きな理由の一つとして、出産・子育て期の離職が挙げられ

る。「寿退社」などと呼ばれていた結婚をきっかけとした離職については近年減少傾向が

見られるが、まだ第一子出産前後の離職率は高い。国立社会保障・人口問題研究所の『第

14 回出生動向基本調査』（2010 年）では、第一子出産前後で 6 割の女性が離職しており、

続く『第 15 回出生動向基本調査』（2015 年）ではやや改善されたものの、依然として出

産前に就業していた女性の 46.9％が出産退職を選択している。男女の就業率を 1985 年か

ら 10 年ごとに、年齢階級別に確認してみると、男性はこの約 30 年間でほとんど変化が

見られない。女性はいわゆる「M 字型カーブ」の底の部分が徐々に上昇している様子が見

られるが、出産・子育て期である 30 代にはまだ落ち込みが見られる（図 1－5）。 
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図 1－3 男女別大学進学率の推移 

 

 出典：『学校基本調査』（文部科学省）より筆者作成 

※大学（学部）進学率は「大学学部入学者数」／「３年前の中学卒業者及び中等教育学校前期課程修了

者数」×100 により算出。 

※通信制への入学者は含まない。 

図 1－4 一般労働者の平均勤続年数の推移 

 

出典：『賃金構造基本統計調査』より筆者作成 

※産業計、企業規模計、学歴計、年齢階級計の平均勤続年数 
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図 1－5 年代別、年齢階級別就業率 

    男性 

 

     

女性 

 

出典：総務省『労働力調査』（長期時系列データ, 基本集計） 

 

 このように女性が男性に比べて離職しやすい場合、女性は例え個人としては出産後も

働き続けたいと考えていても、企業にとってどの女性が出産後も会社に残るか判別が難

しいため、雇用契約スタートの時点から男性と比較して十分な教育訓練を受けられなか

ったり、キャリアを発展させるような育成や配置転換などの雇用管理を享受できない可

能性に直面する。このような現象を統計的差別と言い、非合理的な差別とともに、第 2

章の理論部分で詳細を記述する。 
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 男女間差別の一つの帰結としての賃金（月給）を『平成 30 年賃金構造基本統計調査』

（厚生労働省）で雇用形態別に確認してみると、男性の正社員・正職員が 50～54 歳を

ピークとした逆 U 字型の賃金カーブを描くのに対して、女性の正社員・正職員はゆるや

かな賃金上昇が見られる程度であり、ピーク時の賃金は男性のピークの 7 割弱でしかな

い。例え同じ正社員であっても、このような賃金差が見られる。正社員・正職員以外の

男女は、賃金カーブの形にはそれほど違いが見られないが、もともとの平均賃金額が男

性の方が女性より高い。また、非正規雇用であっても男性はわずかではあるが年齢の上

昇とともに賃金上昇が見られるのに対し、女性は 30 代の賃金をピークにその後は賃金が

低下していく。もちろん男性の非正規雇用と女性の非正規雇用ではその属性（婚姻状態

など）に違いがあることが予想され、世帯収入で見た場合にはむしろ逆転する可能性も

大いに考えられるが、個人の働き方として全体的な賃金の傾向を確認すると、正社員で

あっても、正社員以外であっても、男女間には明確に賃金差が見られると言える。 

 この賃金格差の現状を、2017 年の OECD のデータから国際比較してみると（図 1－

6）、日本の男女の賃金格差は韓国に続き第 2 位の 24.5％（男性の平均賃金を 100％とし

た場合に、女性の賃金は 24.5％少ない）となっている。 

 

図 1－6 Gender Wage Gap (2017) 

 

出典：Labour market statistics (OECD) 

 

 次に、改めて出産と賃金の関係に着目してみよう。出産前後に離職せず、働き続けたと

しても、女性は労働市場において女性であるという理由に加え、母親であるという理由か

らも賃金に対してペナルティを受けることが多くの国で確認されている。2013 年に
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OECD から発行された “Closing the Gender Gap: Act Now” において、加盟国における

子どもの有無と賃金の関係を国際比較している。図 1－7 では、男女賃金格差が棒グラフ、

子どもが 1 人以上いる場合の賃金格差がダイヤのマークで示されている。日本は、男女の

賃金差もエストニアに続き第 2 位と高く、さらに子どもが 1 人以上いる場合は約 60％の

賃金ペナルティがあるとされ、加盟国の中で出産によるペナルティを最も大きく受ける国

となっている。 

 

図 1－7 子の有無による男女間賃金格差 
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第２節 両立支援制度と利用実態 

 日本以外の国においても母親であることの賃金ペナルティは多かれ少なかれ観測され

ているが、そのような出産前後の離職や、賃金減少に対処することを目的の一つとして

各国で導入されてきたのが、育児休業制度などの両立支援制度である。本研究では、日

本の両立支援策の中でも特に利用の多い育児休業制度、短時間勤務制度に焦点を当てて

いく。 

 

第１項 誰が両立支援制度を利用できるのか（法律による規定） 

育児休業制度及び短時間勤務制度は、「育児休業等に関する法律」（1991 年 5 月成立、

1992 年 4 月施行、以下育児休業法）によって規定されている。育児休業法は「子を養育

する労働者の雇用の継続を促進し、もって労働者の福祉の増進を図り、あわせて経済及び

社会の発展に資することを目的とする」（第 1 条）と明記された通り、出産前後の就業継

続を促すことを目的として導入された。この 2 つの制度について、現状では法律による規

定がどうなっているのか、確認していく。 

 

1. 育児休業制度 

 現行の改正育児・介護休業法では、原則として 1 歳（保育園等に入れない場合は 2 歳）

に満たない子を養育する男女労働者は育児休業を取得することができる（日々雇用される

者は除外）。有期雇用者については、①同一の事業主に引き続き 1 年以上雇用されている

こと、②子が 1 歳 6 カ月に達する日までに、労働契約（更新される場合には、更新後の

契約）の期間が満了することが明らかでないこと、この 2 つの条件を満たす場合に取得が

可能である。事業主は要件を満たした労働者の育児休業の申し出を拒むことはできないが、

次のような労働者について育児休業を取得できないとする労使協定があるときは、労働者

からの申し出を拒むことができる。次のような労働者とは、①継続して雇用された期間が

1 年に満たない労働者、②その他育児休業を取得することができないとすることについて

合理的な理由があると認められる労働者（例えば、育児休業申し出の日から 1 年以内に

雇用関係が終了することが明らかな労働者、1 週間の所定労働日数が 2 日以下の労働者

等）である。 

 育児休業制度は 1992 年に導入され、1995 年から 30 人以下の事業所も含め全面適用

となった。これまでに大きく 3 回の改正が行われている。2004 年の改正において、それ

まで子が 1 歳までの措置であったが、保育所に入れない等の場合 1 歳 6 カ月までの延長

を認める例外規定が設けられた。また、一定の要件を満たした有期契約労働者も育児休業

制度の取得が可能になったのもこの 2004 年改正からである。2009 年改正では、父母が

同時、あるいは交代で育児休業を取得する場合は、子が 1 歳 2 カ月になるまで取得が可

能となるパパママ育休プラスが導入された。さらに、2017 年改正において、保育園等に

入れない等の場合の育児休業期間が、1 歳 6 カ月から 2 歳までに延長された。 
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2. 短時間勤務制度 

現行の改正育児・介護休業法では、日々雇用される者および 1 日の所定労働時間が 6 

時間以下の者を除く労働者は、1 日の労働時間を原則として 6 時間とする措置を含む短

時間勤務制度を利用することができる。ただし、①雇用された期間が 1 年未満の労働者、

② 1 週間の所定労働日数が 2 日以下の従業員、③業務の性質又は業務の実施体制に照ら

して、短時間勤務制度を講ずることが困難と認められる業務に従事する従業員については、

労使協定により適用除外とすることができる（ただし、③については代替措置を取らなけ

ればならない）。 

短時間勤務制度の導入は 1992 年の育児休業法施行時であり、これまで大きく 2 回改正

が行われた。導入時には 1 歳未満の子を持つ労働者に対する選択的措置義務であったが、

その後の 2001 年改正で子の年齢が 3 歳未満に引き上げられた。また、2010 年 6 月の

改正育児・介護休業法の施行に伴い、これまで選択的措置義務の一つであった短時間勤務

制度を設けることが事業主に義務付けられた。改正以前は、「短時間勤務制度」「フレック

スタイム制」「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」「所定外労働をさせない制度」「託児施

設の設置運営その他これに準ずる便宜の供与」などのうちいずれかの制度を設けることが

事業主に義務付けられていた。2010 年に単独措置義務が課され、その後 2 年間は小規模

企業では実施が免除され、2012 年 7 月から全ての企業規模での施行となった。 

 

第２項 両立支援制度の利用実態 

上記で見たように、日本において育児休業制度は 1992 年に導入され、これまでに複

数の改正を経ている。施行以来、女性の育児休業取得率は上昇しており、『平成 29 年雇

用均等基本調査』（厚生労働省）によると、出産した女性労働者のうち、83.2 % が育児

休業を取得している。ただし、これは出産前後に離職せず、就業を継続した女性の中で

の利用率であるため注意が必要なので、出産した女性全体を母数に取った数値も確認し

なければならない。雇用されていない女性や、出産前から無職の女性、出産退職者も含

めた『第 15 回出生動向基本調査』（国立社会保障・人口問題研究所）で確認してみる

と、育児休業を取得して就業を継続している女性の割合は 1985～89 年の 5.7 % から、

2010～14 年の 28.3 %とこちらも大きく上昇している（ただし 4 割以上が出産退職して

いるという現状もある）。出産前後に退職を選択せず、就業を継続する女性にとっては、

育児休業を利用することは、この四半世紀をかけてかなりの程度一般的になってきてい

ると言えるだろう。 

 また、1992 年の育児休業法導入時に、短時間勤務制度についても同時に導入が行われ

た（当時は育児休業を取得しなかった場合における、子が 1 歳になるまでの代替措置だ

った）。現行法では、3 歳に満たない子を養育する労働者について 1 日の労働時間を原
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則として 6 時間とする措置を含む制度となっている。図 1－8 は導入の推移を示してお

り、短時間勤務制度を含む上述の何らかの制度を導入していた企業割合の推移を示し、

棒グラフはそのうち短時間勤務制度を導入している企業の割合を示している。調査年に

よって欠損はあるが、企業規模が大きくなるほど制度の導入割合が高いことがわかる。

短時間勤務制度導入が義務化された 2010 年以降は、100 人以上規模の企業では何らかの

制度を導入している企業割合、短時間勤務制度導入割合が共に 9 割を超えており、中規

模～大規模企業において短時間勤務制度が広く導入されている制度であることがわかる

1。 

 

図 1－8 育児のための所定労働時間の短縮措置等の制度導入 

及び短時間勤務制度導入の推移（企業規模別） 

 

 

出典：労働省『女子雇用管理基本調査』（平成 8 年）、厚生労働省『女性雇用管理基本調査』（平成 14

年、17 年）、『雇用均等基本調査』（平成 20 年～ 28 年） 

 

 利用者についてはどうだろうか。短時間勤務制度が義務化された 2010 年時点では、

選択的措置制度のうちいずれかの制度がある企業における育児休業から復帰した女性2の

うち、5 ～ 29 人企業規模では 28.7％、30～ 99 人では 32.6％、100 ～ 499 人では

42.0％、500 人以上規模企業では 45.0％が短時間勤務制度を利用している（厚生労働省

 

1 短時間勤務制度の導入が義務化される以前であっても、選択肢の制度のうち、短時間勤務制度を導入

している企業が最も多かった。 

2 2009 年 4 月 1 日から 2010 年 3 月 31 日の間に育児休業を終了し、復職した女性 
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『平成 22 年度雇用均等基本調査』）。また、前出の『第 15 回出生動向基本調査』による

と、正規雇用者に限定した短時間勤務制度の利用率は、2015 年時点の同調査において、

第 1 子の出生年が 2000～04 年の場合 21.0％、2005 年～09 年の場合 25.7％、2010～12

年の場合 43.9％と、第 1 子の出生年が近年になるほど利用が増加している。企業規模別

では、1～29 人 10.0％、30～99 人 19.3％、100～29 人 20.7％、300～999 人 40.8％、

1000 人以上 41.2％となっており、勤め先規模が大きくなるほど利用が進んでいることが

分かる。 

 このように、出産による賃金ペナルティが諸外国と比較して大きい日本ではあるが、 

ペナルティを緩和する措置としての両立支援制度である育児休業制度、短時間勤務制度

は、その導入企業割合、利用者割合ともに増加しており、出産を経た就業継続の形とし

て、今後ますます育児休業を取得した後に短時間勤務制度を利用するというパターンが

浸透していくだろうことが予想される。 

将来的に管理職への昇進などキャリアの発展を考えた場合、日本的な雇用慣行の中で

は勤続年数が重要な要素となってくる。出産前後の離職しやすい時期に両立支援策を利

用することで、離職せず就業を継続できるという意味で、両立支援策の重要性について

疑義を唱える人は稀であろう。しかし同時に、両立支援策はどのくらいの期間利用する

べきなのかという疑問が浮かんでくる。育児休業や短時間勤務制度の利用中は、通常の

働き方をしている労働者と比べると人的資本の蓄積が妨げられるため、利用期間があま

りにも渡る場合、逆にキャリアに悪影響を及ぼすのではないかと推測されるためであ

る。 

『平成 30 年度雇用均等調査』（厚生労働省）では、育児休業制度の利用期間は女性が

「10 か月～12 か月未満」が 31.3％と最も高く、次いで「12 か月～18 か月未満」

29.8％、「８か月～10 か月未満」10.9％の順となっている。一方、男性は「５日未満」

が 36.3％と最も高く、次いで「5 日～２週間未満」35.1％となっており、２週間未満の

取得が７割を超えており、ここでも男女差が大きい。短時間勤務制度については、利用

期間を法定の「3 歳未満」としている企業は（制度のある企業を 100 とした場合）37％

に過ぎず、残りの 63％の企業は法定以上の制度を用意している。育児休業制度、短時間

勤務制度は導入当初に比べ内容が充実しているが、過度に制度を充実させた場合、制度

の趣旨とは裏腹に、逆に女性のキャリアを阻害することになってしまう可能性があるの

ではないだろうか。 

 

第３節 本研究の特色と目的 

前節において、労働市場に男女おける男女の格差を是正するために、特に女性が労働市

場から退出しやすい出産期を支えるために導入されたはずの両立支援策であるが、現状で

は福利厚生としての側面が強く、女性のキャリア発展という視点から考えると、利用の仕

方によっては逆に女性のキャリアを阻害する危険を孕んでいることを指摘した。そこで、
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本研究では、両立支援制度が女性の賃金やキャリアに対してどのような影響を持つのかに

ついて、実証的な研究を行っていく。   

近年の両立支援制度の整備により、制度がなかった時代と比較すると出産前後の就業継

続の可能性が高まっていることは想像に難くない。しかし一方で、制度の整備はまだ手探

りの状態であり、現状で用意された制度が将来に渡ってどのような影響を女性のキャリア

に及ぼしていくのかはまだ分かっていないことの方が多い。大企業を中心に法定以上の両

立支援策の整備がなされているが、制度は充実していればいるほど良いと言えるのだろう

か。それは逆に女性のキャリアという視点で考えた場合は、キャリア発展を阻害する可能

性も同時に孕んでいるのではないか。両立支援策は出産前後の就業継続にとって非常に重

要な政策であることは言うまでもないが、現状では、誰が、どのくらいの期間利用し、そ

の後キャリアがどうなっていくのかに関する既存研究は少ない。 

加えて、本研究では、出産前後の局所的なキャリアのみならず、その後のキャリア発展

までを視野に入れ、子どもを持つ女性の昇進の可能性を探っていく。 

 研究の特色として、第一に、育児休業制度とともに、これまで研究がほとんど行われ

てこなかった短時間勤務制度に着目していく。これまでの両立支援策に関する先行研究

は、育児休業制度が中心であり、短時間勤務制度は 1992 年の育児休業制度と同時に導

入されはしたものの、義務化されたのは 2010 年であり、利用が増加してきたのは近年

である。そのため短時間勤務制度についてはこれまでは事例研究が中心であったが、計

量的な分析が求められている。もちろん育児休業制度も女性の就業継続にとって重要な

制度であるが、本研究は短時間勤務制度についても計量分析を行うことが特色である。 

第二に、女性の出産後のキャリア発展に着目する。これまでは、第一子出産前後に労

働市場から退出してしまう女性が多かったため、研究の主眼も出産前後の就業継続に置

かれていた。しかし、『出生動向基本調査』でも確認されている通り、2010～2015 年付

近を境に、出産後も就業を継続する女性が増加してきており、出産後のキャリア発展に

関してより注目する必要性が出てきたと言える。とは言え、現状ではまだ実際に昇進し

ている女性はそこまで多くないことから、賃金と、昇進意欲に着目して分析を行ってい

く。 

具体的な研究の目的としては、下記の 3 点を挙げる。第一に、短時間勤務制度取得の決

定要因を明らかにすることである。短時間勤務制度は利用が増加しているといっても、就

業継続者の利用率が 8 割を超える育児休業制度と比較するとまだ 4 割程度の制度であり、

利用しない女性も多い。短時間勤務制度の利用決定に影響を与える変数をまず明らかにす

る必要があるだろう。 

第二に、両立支援制度の利用や利用期間が女性の賃金に与える影響を明らかにすること

である。制度を利用する女性と利用しない女性とで、その後の賃金に何らかの影響がある

のか、また、利用期間の長さによってその影響が異なるのかを明らかにする。 

第三に、両立支援制度などを利用して就業継続したとして、その後キャリアの発展につ
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ながっていくのだろうか。女性の昇進意欲に着目し、女性が職場復帰後に自身のキャリア

を発展させていくことができるのかどうか可能性を探る。 

 

第４節  本研究の構成 

 本研究は、男女の経済格差の中でも、特に女性の出産前後という最も労働市場からの

退出が多い時期に着目し、その後の賃金や昇進といった女性の縦のキャリア発展の可能性

を探るものである。本研究の構成は、続く第 2 章で男女の経済格差に関する諸理論につい

て確認し、理論枠組に基づいてこれまで行われてきた実証研究についてレビューを行う。

さらに母親になることがどのように人的資本を阻害するかについてモデル化することを

試みる。第 3 章では、女性の就業問題の中でも、特に出産に関わる先行研究とともに、出

産を経た後で女性はキャリアを発展させることができるかどうか、これまでの日本の昇進

研究を概観する。実証分析に使用するデータの確認についてもここで行う。第 4 章～第 6

章では、個票データを用いた実証分析を行う。第 4 章では、クロスセクショナルデータを

用いて、短時間勤務制度利用の決定要因、また、短時間勤務制度利用の有無、利用期間が

実際に賃金にどのような影響を及ぼすのかを明らかにする。第 5 章ではパネルデータを

用い、出産や両立支援策の利用が賃金にどのような影響を及ぼし、出産前後の時間当たり

賃金がどのように変化するのか男女比較を行う。第 6 章では、出産前後に離職せず就業継

続できたとして、職場復帰した後に昇進が可能なのか、昇進意欲に着目した分析を行う。

第 7 章では、研究のまとめとともに、今後女性活用がどのような方向で進んでいくべきな

のかを考察する。  
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第２章 経済格差はなぜ発生するのか 

 本章では、なぜ男女間に経済格差が生じてしまうのか、その経済学的な解釈に触れ、こ

れまで行われてきた実証研究を紹介する。そして、特に現代日本における出産・育児期の

女性に対して、経済格差を是正するような両立支援策が必要である理由を、簡単な経済モ

デルを用いて示していく。 

 

第１節  男女間経済格差の発生要因 

 そもそも労働市場において、なぜ賃金や待遇に男女差が生じるのだろうか。経済学では

主に①人的資本理論、②統計的差別理論、③雇用主等による非合理的な差別理論、④性別

に基づいた家庭内分業を行う家計生産理論、などに基づいて男女間の経済格差に関する説

明がなされることが多い。 

 

① 人的資本理論 

 男女の賃金格差は、男女の人的資本の差によって説明できるとするのが、人的資本理

論に基づく男女間賃金格差の説明である。人的資本理論は Schultz（1960）によって提

唱され、Becker（1964）によって発展した。人的資本とは労働市場で評価されるような

知識やスキルのことを指し、主に一般的人的資本と企業特殊的人的資本に分かれる。一

般的人的資本は、どこの企業へ勤めたとしても生産性を高めることができるような知識

やスキルであり、企業特殊的人的資本は逆に、特定の企業でのみしか活かせないような

知識やスキルのことを指す。教育や訓練には、通常の学校教育の他に入社後の教育研

修、また OJT などの座学ではないものも含まれ、これらの人的資本を高める教育や訓練

には費用がかかる。人的資本理論では、教育や訓練に費用をかけるほど、将来の生産性

が上昇すると予測する（ただし、その伸び率は逓減する）。 

 教育や訓練により形成される人的資本の量や質が男女の間で異なる場合、男女の限界

生産性に格差が生じ、その結果男女間に賃金格差が生まれるとするのが人的資本による

説明である。実際に大学進学率や勤続年数を考えてみると、女性よりも男性の大卒者の

方が多く、勤続年数も男性の方が長い。 

 人的資本理論に基づいた賃金格差の要因分析の伝統的なアプローチとして、男女の賃金

と生産性に関する説明変数を用いて賃金関数を推定する方法がある。このような人的資本

に関する変数を用いた賃金関数はミンサー型賃金関数と呼ばれている。そこから得られた

係数と 2 つのグループ間（例えば男女）の説明変数の平均値を用いて、人的資本の違いに

より説明が可能な賃金差と、人的資本の違いでは説明が不可能な残りの賃金差に分解を行

う Blinder-Oaxaca 分解という手法を用いた要因分解が行われる。この分析手法の名前に

もなっている Oaxaca(1973)では、人種間（白人、黒人）の賃金格差の要因分解を、

Blinder(1973)は男女間の賃金格差の要因分析を行い、それぞれ産業、年齢が賃金格差に
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対する寄与度が大きいとして特定した。日本では、樋口（1991）、中田（1997）、永瀬（2003）

がこの方法を用いた分析を行っている。また、Blinder-Oaxaca 分解を 2 時点間、あるい

は 2 国間の分析に拡張した Juhn, Marphy and Pierce (JMP)という分解法も同じくよく用

いられ、日本では堀（1998）、川口（2005b）、馬（2007）によって分析が行われている（馬

は日本と中国の 2 国間比較を行っている）。これらの先行研究では、賃金差は大体 3 割～

5 割程度が男女の人的資本の違いによると説明され、残りの部分は説明変数では説明でき

ないとする結果が出ている。とはいえ、このような人的資本による賃金格差は、世界的に

はこの数十年の間に縮小の傾向にある。64 か国における 263 の男女賃金格差に関する論

文を用いてメタ分析を行った Weichbaumer & Winter-Ebmer(2005)では、1960 年代から

1990 年代にかけて世界の男女間賃金格差は縮小しており、その要因は女性の教育や訓練

機会の向上、そして勤続年数の上昇、つまり女性の人的資本形成が男性のそれに近づいて

きたためであるとしている。 

 

② 統計的差別 

 企業は、不完全情報の下で、最善の労働者を可能な限り低い費用で雇用しようとする。

女性は多くが結婚や出産で退職するため勤続年数が男性と比べて短く、企業が女性の育成

のために費用と時間をかけても無駄になってしまう可能性が高い。企業は長く勤め続ける

女性であっても、それは初期段階ではわからないため、そのような統計的な理由から女性

の人材育成にはあまり力を入れない。結果として、長期に渡り人材育成される男性と比べ

ると昇進や賃金に格差が生じてしまうのである。このような形態の差別を統計的差別

（Phelps, 1972）と呼ぶ。これは企業行動としては経済合理的である。 

➀では、人的資本の違いによる差別を明らかにするため、男女の賃金差を、人的資本に

よって説明可能な部分と説明不可能な部分に要因分解する方法を示した。この「説明不可

能な部分」に、差別などの、説明変数では表せない賃金格差の要因が隠されている。統計

的差別の理論においては、労働者の生産性に関して、労働者自身と雇用者との間に情報の

非対称性があり、その非対称性を是正するためにそれなりのコストがかかるような場合、

グループの平均値によって統計的な差別を行うことは企業にとっては経済合理的な行動

となる。ただし、統計的差別を提唱した Phelps（1972）以降の後続研究では、統計的差

別は一見合理的なように見えるが、実際には望ましくない結果をもたらす可能性もあると

する指摘がなされている（Schwab, 1986; Coute & Loury, 1993）。日本においても、山口

（2008）によって統計的差別の非合理性が指摘されている。 

統計的差別は、賃金の男女間格差のみにならず、男女の育成の格差、結果として昇進格

差につながることについても説明が可能である。本研究は昇進も研究視野の範囲に含めて

いるため、昇進格差については第 3 章にて後述したい。 

③ 雇用主等による非合理的な差別 
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 雇用主等による差別は、雇用主等の嗜好による差別であり、①の統計的差別と比較す

ると、非合理的な差別として分類される。完全競争市場下でなぜこのような非合理的な

差別が生じるのかについては、Becker(1957)によって議論がなされた（Becker では、人

種差別による議論がなされた）。雇用主「等」としているのは、ここには消費者や同僚

も含まれるためであるが、以下では雇用主による非合理的な差別について説明する。 

 完全競争である労働市場においては、労働力の買い手である企業も、売り手である労

働者も多数存在し、市場に関する全ての情報を全ての参加者が把握している。そのよう

な前提の中で労働需要と労働供給が一致する点が均衡点となり、賃金が決まる。しかし

ここで、雇用主に差別的な嗜好があった場合、差別的な雇用主が女性を雇用すると、そ

の分雇用主の効用が下がることになる。そのような雇用主は、女性を雇用することから

発生する不効用の分だけ女性の賃金を下げて女性を雇おうとするため、男女間に賃金格

差が生じることになる。例え労働市場におけるすべての雇用主が差別的な嗜好を持って

いるわけではなくても、差別的な嗜好を持たない雇用主に女性の応募が殺到してしまう

ため（そのような企業では女性の賃金が男性と比べて不当に低くないため）、差別的で

はない雇用主の下でも結果として女性の労働力の供給過多となり女性の賃金が下がるこ

とになる。 

 非合理的な差別である雇用主等による差別について実証研究を行ったものとして、

Hellerstein et al. (2002)、Kawaguchi(2003, 2007)、佐野（2005）が挙げられる。いずれ

も女性正社員比率に着目した市場テストによる分析を行い、女性比率と企業業績の間に

正の関係があることを示している。つまり、女性は男性と比較して生産性の差以上に賃

金に差があり（Kawaguchi, 2003）、女性を多く雇用することが企業の利益の増大につな

がるのである。女性を多く雇用することが企業利益につながるならば、合理的な企業で

あればより女性を多く雇用するはずだが、そうならないのは何らかの差別、つまり雇用

主による非合理的な差別があるためであると結論付けている。 

 

④ 性別に基づいた家庭内分業を行う家計生産理論 

 3 つ目は、家庭内における比較優位の考え方に基づいた性別分業によって結果として賃

金格差が生じるという家計生産理論（Becker, 1965）による考え方である。ここでは結婚

した夫婦の家計を最大化することを目的とし、労働市場における市場生産と家庭における

家計生産のどちらに、夫婦がそれぞれどれくらい注力すべきかを比較優位の考え方を用い

て決定する。 

比較優位とは、もともと交易による利益を説明する際に用いられた概念である。2 人の

生産者を比較して、ある財 X を生産するのに、もう一方の財を少ししか放棄しない生産

者は、その財 X の生産における機会費用が小さいことになり、その財 X の生産に関して

比較優位を持つという。自分が比較優位を持っている財の生産に各人が特化すれば、経済

の総生産が増加し、経済のパイが拡大して、すべての人の生活水準の向上に役立つ。 



18 

 

このメカニズムを夫婦関係に応用した場合、ある財 X が市場生産、もう一方の財が家

計生産となる。夫と妻はそれぞれの機会費用を考え、それぞれがどちらか一方に特化する

ことで、もたらされる生産物の総量が大きくなる。現状では、女性よりも男性の方が平均

的に高賃金を得られる可能性が高く、男性よりも女性の方が平均的に家事が得意である場

合が多いため、賃金の高い男性が市場生産に、家事の得意な妻が家計生産に特化すること

によって、家庭全体としてより大きな成果をあげることができる。この家計生産理論に基

づくと、女性の就業率が男性よりも低い理由が説明できる。しかし結果として、男女間の

経済格差は広がってしまう。 

近年、男女雇用機会均等法や育児休業法などの法整備、また、女性活用の機運の高ま

りを背景として、女性の就業率は上昇しており、市場生産とともに家計生産を同時に行

う女性が増加している。Hochschild(1989)は、働く女性が市場での市場生産労働から帰

った後に家庭で家事や育児などの家計生産労働に従事する様子を「セカンド・シフト」

と呼び、女性にとって家庭と仕事の両立が大きな負担になっていることを指摘した。わ

が国においても、「男は仕事、女は家庭」という従来の性別役割分業感が「男は仕事、女

は家庭と仕事」という新・性別役割分業感に変化している様子が指摘されている（厚生

労働省, 1998、総理府, 2000、白波瀬, 2000）。 

 

第２節  子どもを持つことの人的資本への影響 

  上記の④家計生産の理論に基づくと、女性が家計生産に特化した場合、すなわち専業

主婦になった場合、夫婦の総利益が最も大きくなるとされており、女性のキャリアは中断

されしまうことになる。しかし現実的には、近年女性の社会進出が進んでおり、女性も市

場生産に関わるケースが増え、今後も増加していくと予想される。その場合の家計生産、

すなわち家事や育児を誰が担うかと考えた場合、日本人男性の家事時間の少なさから考え

ても明らかな通り、多くの場合女性が市場生産とともに、家計生産の大半を担うという役

割分担をしている家庭が多いのだろうと考えられる。本節では、そのような状況下におい

て、女性の人的資本がどのように変化するのか、経済モデルによって確認していく。 

 家計生産が特に増大する時期の一つとして、出産期・育児期が挙げられる。子どもを持

つことで、女性の教育・訓練時間がどう変化するか、一般的な労働供給モデルを拡張して

考えてみよう。ある個人が持つ時間を次のように定義する。 

𝐿 + 𝑖 + 𝑙 + 𝑐ℎ = 1 

𝐿は労働時間、𝑖は教育投資（OJT 含む）にかける時間、𝑙は余暇時間、𝑐ℎは子育てなど

のケアにかける時間である。ここでは子育て時間𝑐ℎについては外生変数であり、子ども

を持った場合自動的に𝑐ℎという時間を子育てに割かなければならないとする。 

この個人の効用関数は消費と余暇から得られ、次のように定義される。 

𝑈 (𝐶, 𝑙)                                  
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ここでは子どもを産むことから得られる効用は考えない。予算制約は、 

𝐶 = 𝑤(𝑖)𝐿                                

である。賃金𝑤は教育投資𝑖によって決まる関数とする。最大化問題は以下のように定

義される。 

max
𝑐,𝑙,ℎ

  𝑈 (𝐶, 𝑙) 

s. t.       𝐶 = 𝑤(𝑖)𝐿 

                         𝐿 + 𝑖 + 𝑙 + 𝑐ℎ = 1 

𝐶 = 𝑤(𝑖)𝐿は予算制約、𝐿 + 𝑖 + 𝑙 + 𝑐ℎ = 1は時間制約である。この 2 つの式は𝐿につ

いてまとめると、𝐶 = 𝑤(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ)となる。ラグランジュ乗数をλとし、ラグラ

ンジュ関数ℒを 

ℒ = 𝑈(𝐶, 𝑙) + λ{𝑤(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ)} 

とおく。一階条件は、 

①  
∂L

∂C
=

𝜕𝑈

𝜕𝐶
− 𝜆 = 0 ↔  

𝜕𝑈

𝜕𝐶
= 𝜆 

②  
𝜕𝐿

𝜕𝑙
=

𝜕𝑈

𝜕𝑙
− 𝜆𝑤(𝑖) = 0 ↔  

𝜕𝑈

𝜕𝑙
= 𝜆𝑤(𝑖) 

③  
𝜕𝐿

𝜕𝜆
= 𝑤(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 𝐶 = 0 ↔  𝑤(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) = 𝐶 

④  
𝜕𝐿

𝜕𝑖
= 𝑤′(𝑖) − 𝑤′(𝑖)𝑙 − 𝑤′(𝑖)𝑖 − 𝑤(𝑖) − 𝑤′(𝑖)𝑐ℎ = 0  

↔   ④
′

  𝑤′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) = 𝑤(𝑖) 

 

①式、②式より、 

𝜕𝐿

𝜕𝑙
=

𝜕𝑈

𝜕𝐶
 𝑤(𝑖) 

が得られる。この式は、 

𝜕𝐿

𝜕𝑙

𝜕𝑈

𝜕𝐶
⁄ = 𝑤(𝑖) 

 となり、
𝜕𝐿

𝜕𝑙

𝜕𝑈

𝜕𝐶
⁄ は限界代替率（MRS）であるから、MRS= 𝑤(𝑖)が効用最大化条件とし

て得られる。本モデルでは、MRS は、教育投資𝑖に依存することから、人的資本理論と

も整合的である。④′式は、最適な教育投資、もしくは訓練時間を求める式である。④′式

において、ケアにかける時間が増えると(𝑐ℎ↑)、賃金𝑤(𝑖)（ここでは逓減すると仮定す
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る）がどう変化するか比較静学を行うと3、ケアにかける時間が増えると(𝑐ℎ↑)、教育

投資にかける時間が減り（𝑖↓、余暇時間（𝑙）はここでは一定とする）、賃金𝑤は教育投

資𝑖によって決まる関数であるから、教育投資が減少すると、賃金𝑤が減少する。そのた

め、子育て時間𝑐ℎと賃金𝑤は減少関数であると言える。 

 つまり、子どもを持つと、人的資本形成が阻害されることになり、結果として賃金も

減少してしまうことが明らかである。人的資本形成への時間的な影響が例え子どもが幼

いうちの一時的なものであったとしても、次章の先行研究においても確認するように、

フルタイム勤務者と比較して仕事内容が簡単化・固定化されたり、仕事の質にスキルア

ップに必要な要素が含まれなくなることなどによって、その期間の教育・訓練時間の減

少以上に長期的な職業スキルの蓄積を阻害する可能性があり、問題は一時的なものにと

どまらない。現在の日本においては、多くの場合、出産に伴う家計生産増加の影響を大

きく受けるのは女性であるため、出産による男女の経済格差はなかなか縮まることがな

く、人的資本の格差や統計的差別もやはり減少しないという悪循環に陥っている。 

ここで重要になってくるのが育児休業制度や短時間勤務制度などの両立支援策で

ある。身体的に市場生産に携わることができない期間の雇用保障、賃金補償、ま

た、特に子どもが幼いうちに市場生産に時間的にフルコミットメントできなくとも

勤続できる制度が、女性の勤続年数を高め、結果として男女の経済格差を縮小させ

る可能性を高めることは、先行研究でも明らかにされている。また、女性の勤続年

数が伸びることで、①人的資本の格差や②統計的差別についても解消の一助となる

と考える。  

 

3 巻末の参考資料参照 
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第３章 女性の就業と出産に関わる先行研究と使用するデータ 

 前章では、なぜ男女間に経済格差が生じているのか、理論とこれまで研究系譜の確認を

行った。本章では、女性の中でも特に母親が負う賃金や昇進へのペナルティについて着目

し、先行研究のレビューを行う。また、そのようなペナルティを縮小するための施策とし

ての両立支援策が、実際にどのように女性のキャリアに影響するのか、国内外の研究動向

を確認する。 

 

第１節 結婚・出産と賃金 

 結婚や出産は、実際に女性の賃金に対してどのような影響を及ぼしているだろうか。女

性の婚姻状態や出産による賃金への影響に関する初期の研究の一つとして、Mincer & 

Polacheck(1974)、Hill（1979）、Moore &Wilson (1982)、Goldin & Polachek(1987)などが

挙げられる。Hill（1979）は、米国における Panel Study of Income Dynamics を用い（分

析に用いたのは第 9 ウェーブ）、既婚白人女性は、未婚女性よりも賃金が高く、離別者や

死別者よりも賃金が低いことを示したが、その差は小さく、統計的に有意ではなかった。

出産については婚姻状態をコントロールした上でも賃金に対して有意にマイナスの影響

があったが、そのペナルティは勤続年数や就業中断を説明変数に加えることによってすべ

て説明されることを示している。初期の研究では結婚や出産による賃金ペナルティはほと

んど観測されなかった。その後、Koreman & Neumark（1992）が、既存研究の計量経済

学的な欠点を指摘し、厳密な分析手法、つまり、経験や勤続年数、結婚・出産の内生性、

観察できない個人の異質性等を考慮した分析をパネルデータを用いた固定効果推定及び

操作変数法を用いて分析を行った結果、出産の賃金ペナルティを観測している。 

 続いて Waldfogel（1997, 1998a, 1998b）が、米国の National Longitudinal Serveys を用

い、子どもが 1 人の場合 4.6％、2 人以上だと 12.6％の賃金ペナルティがあることを示し

た。Budig and England (2001) は、母親の婚姻状態、過去の就業経験などに着目し、アメ

リカの既婚、未婚、離婚した母親それぞれの賃金ペナルティを推計しており、既婚の母親

は、未婚の母親に比べて 2 倍以上の賃金ペナルティがあることを示した。また、ペナルテ

ィの 3 分の 1 が過去の就業経験によって説明されることが指摘されている。Anderson et 

al. (2002a)では、賃金ペナルティは子ども 1 人の場合約 3％、2 人以上の子供を持つ母親

は約 6％と推計している。 

 また、国際比較を行った研究として、Todd（2002）では、5 つの先進国（米国、カナ

ダ、ドイツ、オランダ、スウェーデン）の国際比較を行っている。その際、母親の学歴達

成と賃金ペナルティに着目し、米国とカナダにおいては、高学歴の母親への賃金ペナルテ

ィは非常に小さい（ほぼ存在しない）ことを明らかにした。Todd は、高学歴であること

が「shock absorber」、つまり、衝撃吸収材のような役割として機能していると結論付けて

いる。Davies and Pierre (2005)は、European Community Household Panel(ECHP)を用
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いて、欧州 11 か国の母親の賃金ペナルティを推計した。同研究によると、子が 2 人の場

合、イギリスでは約 25％のペナルティがある一方で、フランス、イタリア、デンマーク

では逆に賃金プレミアムが見られることが示されている。また、ポルトガルにおける若い

母親は、約 33％の賃金ペナルティがある一方で、25～30 歳で出産した女性は、非母親と

比較して約 2％の賃金プレミアムがあることが示されている。また、21 か国の途上国比較

を行った Agüero et al. (2011)では、3 歳以下の幼児の存在はペナルティの原因となるが、

13 歳以上の子は母親の賃金に対して影響を及ぼさないことを示している。 

 ちなみに出産が賃金に及ぼす悪影響のことを、慣習的に経済学分野では Family Gap

（Waldfogel,1997; 1998a; 1998b）、社会学分野では Motherhood Penalty（Correl, 2007）

と呼ぶ傾向がある。しかし、名づけ方はその限りではなく、他にも Motherhood Wage 

Penalty, Motherhood Wage Gap, Motherhood Pay Penalty, Motherhood Pay Gap, The 

Wage Penalty for ～(～には Mothers, Motherhood,あるいは High Skilled Mothers 等、（特

定のグループの）母親を入れる)、またあえて penalty というマイナスのイメージを持つ単

語は用いず、The Effect of ～、The Influence of ～（～には Children, Childbirth などが

入る）などとするものもあり、多様である。日本では川口（2008）が「出産ペナルティ」

と日本語訳している。いずれの用語を用いたとしても、子どもを持つことによる賃金への

マイナスの影響のことを表しており、出産や子ども数が賃金に及ぼす影響の男女間格差で

の文脈において、あるいは母親と母親ではない女性との間に観測される賃金差を指す用語

として用いられる。 

 日本においては川口（2005, 2008）が、家計経済研究所の「消費生活に関するパネル調

査」を用いて結婚・出産による賃金への影響を明らかにしている。結果として、日本は結

婚によって女性に賃金ペナルティが生じる珍しい国であることが明らかになった（諸先進

国においては出産ペナルティは見られるものの結婚ペナルティはほとんど見られない）。

また出産による賃金ペナルティは、出産によって退職した場合や、正社員からパート雇用

などへ切り替えた場合に生じるが、正社員就業を続けた場合は確認できないことを明らか

にしている。一方で、日本の製造業 1 社の人事データを用いて分析を行った Kato et al. 

(2013)では、出産は将来的に 20～30％の賃金ペナルティをもたらす可能性があることが

示されている。社会科学研究所の「働き方とライフスタイルに関する調査」を用いて分析

を行った竹内（2018）でも、子ども 1 人につき 4％の出産ペナルティがあることを確認し

ている。 

 多くの国で多かれ少なかれ、子どもを持つことで女性には賃金ペナルティがあることが

示されている中で、出産前後の女性を労働市場に留めるために多くの国で育児休業制度な

どの両立支援策が導入されている。本研究は、これら育児休業などの両立支援策を利用し

た場合の賃金への影響に着目している。しかし、両立支援制度を利用した場合の女性就業

に関するアウトカムへの影響、つまり就業継続や賃金などに及ぼす影響についてはまだ一

致した見解があるわけではなく、それぞれの国の制度設計や社会背景によって大きく異な
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っている。 

 ドイツにおける 5 回の育児休業に関する政策変更の影響を見た Schönberg and 

Ludsteck（2014）では、（政策変更が女性の就業継続へ及ぼす影響は全体的には小さいと

しながらも）雇用保障以上の賃金保障が最も産後 2 ～ 6 年の女性の就業確率を下げてい

たことを示している。Ruhm (1998)では、育児休業は、出産前後の女性の就業継続を促進

する一方で、取得期間が長期化するほど賃金に対してマイナスの影響を確認している。

Albrecht et al. (1999) では、スウェーデンのデータを用いて、同じく育児休業を取得した

女性の賃金ペナルティを確認している。一方で、Waldfogel (1998a)では、イギリスおよび

米国においては、育児休業取得による賃金ペナルティが見られなかった。また、出産時に

Family Leave を利用できる女性は出産前と同じ職場に職場復帰する可能性が高く、その

結果、母親の出産による賃金ペナルティが部分的に相殺されることを明らかにしている。

Hegewisch and Gornick（2011）は、育児休業制度の女性就業への効果が安定しない理由

の一つとして、賃金保障と雇用保障を同時に議論しているためであると指摘しており、就

業継続を促すのは雇用保障のある育児休業であるとしている。 

 さらに、育児休業の取得期間の違いに着目した研究としては、ヨーロッパ諸国における

制度の長期的な利用の賃金へのマイナスの影響を指摘した前出の Ruhm (1998)に加えて、

イギリスでは、Joshi et al. (1999)が、フルタイム勤務の母親に非母親と比較して有意にペ

ナルティがあるのは、法定の 12 か月以上の休業を取得した場合であることを示している。

ドイツでは、Ejrnæs and Kunze (2013)が、固定効果モデルを用いて、第一子出産後にフ

ルタイム勤務に戻った母親で、休業期間が 3.5 年以下だった者についてペナルティを推計

したところ、休業が 1 年増えるごとに、3～6％のペナルティがあることを明らかにしてい

る。 

 日本では育児休業制度が女性の就業継続を促す効果があることが多くの研究によって

示されている（滋野・大日, 1998、森田・金子, 1998、坂爪, 2002、駿河・張, 2003、武石, 

2006a など）。育児休業制度と保育園など他の公的制度を組み合わせた場合女性の就業継

続に効果があるとする研究もある（今田・池田, 2006）。松繁・武内（2008）では、両立支

援策の充実は女性の勤続を伸ばす効果があること、そして、そのことを通じて女性の昇進

を促し、給与を高めているという間接的な筋道があることが示されている。しかし、これ

まで育児休業などの両立支援策を利用した場合、実際に賃金へどのような影響があるかに

ついての日本のデータを用い実証分析を行った研究は、阿部（2005）、西本（2004）、武

内・大谷（2008）など限られた研究しか見られない。 

 阿部（2005）は、㈶家計経済研究所『消費生活に関するパネル調査』の第 1 回調査（1993

年）から第 11 回調査（2003 年）を用いて、育児休業制度を取得して就業を継続している

のは、就業中断による機会費用が高い高学歴者や長期勤続者などの、十分に大きな人的資

本を蓄積している女性であることを明らかにしている。育児休業を取得した人の出産前の

賃金水準は、非取得者に比べて 9 % ポイントほど高く、出産 2 年後の賃金水準も 11 % 
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ポイントほど高いことを確認している。同様に、『消費生活に関するパネル調査』の 1993 

～2001 年の 9 年分の個票データを用いた武内・大谷（2008）においても、出産を理由に

就業を中断するグループは最も大きなペナルティを持つ一方で，育児休業を取得した女性

はもともと出産前に賃金プレミアムを持っていることで、出産後の賃金ペナルティは低く

抑えられていることを確認している。日本では他の先進諸国と比較して第一子出産前後で

の退職者が多いことから、正規就業継続者における賃金ペナルティは見られず、むしろ相

対的に賃金の高い女性が労働市場に残るため賃金プレミアムが見られている。 

 対して、1994 年に連合総合生活開発研究所が実施した『仕事と育児に関する調査』の

個票データを用いた西本（2004）においては、逆に、育児休業を取得することによる機会

費用が高いフルタイム就業者は育児休業を取得しないか、取得しても早期に職場復帰する

可能性が高いことを示している。 

 阿部（2005）、武内・大谷（2008）と西本（2004）の研究においては正反対の結果が出

ているように見えるが、これは使用したデータのサンプルの違いによると考えられる。阿

部（2005）、武内・大谷（2008）では出産時に退職を選択した女性も含めた、出産前就業

していた女性全体のデータを用いていることから、全体でみると就業中断の機会費用が高

い女性が育児休業を利用して就業継続している（利用期間は推計されていない）。対して

西本（2004）は連合総研の加盟組織に配布した個票データを使用しており、就業中断者は

含まれていないことから，就業継続者のみで見てみると人的資本の高い人は育児休業を取

得しない、または取得しても早く復帰するということなのだろうと考えられる。 

 また、育児休業の取得期間については、取得期間の決定要因を分析したものとして、西

本（2004）、深堀（2017, 2018）が挙げられる。伊岐（2012）、労働政策研究・研修機構

（2013）では、法定期間を超える長期の育児休業は女性の管理職登用を阻害する可能性が

あることも指摘されている。 

 両立支援制度の中でも、短時間勤務制度単体の利用と昇進の関係については、その義務

化が育児休業制度と比較して比較的近年であることから、量的な分析を行ったものは少な

いが、Nagase (2017)では、2010 年の短時間勤務制度の単独措置義務化を境に、短時間勤

務制度の利用が有意に増え、正社員の就業継続が増えたことが示されている。また、Kato 

et al. (2013) では、女性は育児休業からの復帰後に労働時間の短縮を行わなかった場合、

昇進確率が上がることが指摘されている。短時間勤務制度に関する質的な研究としては、

矢島（2014）において、企業アンケートにおいて、労働者が育児休業（子が 1 歳まで）と

短時間勤務（子が 3 歳まで）をフルに利用した場合の「中長期的なキャリア形成への影響」

「全く影響しない」16.4％、「あまり影響しない」33.6％であった一方で、「どちらとも言

えない」31.2％であったことが示されている。労働政策研究・研修機構（2012）では、「長

期の短時間勤務は昇進にいい影響を与えないと考える企業が大半」であり、加えて、「キ

ャリア意識の高い女性社員は育児休業や育児短時間勤務を短期で切り上げ、元のペースに

戻る場合が多いと説明する企業が多い」としている。 
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 このように、これまで日本で行われてきた両立支援策と女性就業のアウトカムに関する

研究については、第一に、制度導入が女性の就業継続へつながったかどうかに対する関心

が高く、賃金に対する影響については育児休業制度が導入された後の 1992 年～2000 年

初頭のデータを用いた研究に限られているため、より近年の動向を把握する必要があると

考える。第二に、これまでの研究は育児休業制度への関心が高かったが、2010 年の短時

間勤務制度の措置義務化により、今後短時間勤務制度の利用が増加していくことが予想さ

れるため、これまで計量的な研究がほとんど行われてこなかった短時間勤務制度の利用と

賃金への影響に関して更なる研究蓄積が必要である。本研究ではこの点について、第 4 章

以降の実証分析において取り組んで行きたい。 

 

第２節 短時間勤務がキャリアに及ぼす影響 

 前節で、本研究は両立支援制度の中でも特に短時間勤務制度の利用と賃金の関係を中心

に計量経済学の分析手法を用いて明らかにすることに言及したが、ここで、短時間勤務制

度が賃金やキャリアに対してなぜ影響を及ぼすと考えるのかについてまとめておきたい。 

 短時間勤務制度がキャリアに影響を及ぼす理由は大きく分けて 3 点あり、それらは相

互に関連している。第一に、短時間勤務であるから当然のことだが、勤務時間が短縮され

ることである。ここで言う勤務時間短縮とは、法定労働時間である 8 時間から 6 時間への

2 時間の短縮という以上の意味を持つ。日本の多くの企業があてはまるように 「恒常的

な時間外労働を前提とする職場では、通常の残業時間を含んだ時間（たとえば 10 時間）

から 6 時間勤務に大幅に時間が短縮されているという感覚になる」（武石, 2013）のであ

る。 

 第二に、仕事内容、質の面においても通常勤務労働者との間に差が生じることである。

松原（2012）では、短時間正社員とフルタイム勤務者の仕事では「緊急性・迅速性」「チ

ャレンジ性」の点で違いがあり、これらが中長期的に両者の知識やスキルに格差をもたら

す可能性が指摘されている。また、管理職に対して短時間勤務者にどのような仕事を配分

するかを聞いた武石（2013）でも、①あらかじめスケジュールの見通しがつき、突発的な

対応が求められない、②短納期で締め切りに追われるようなタイプではなく、一定の期間

の中である程度の裁量をもって処理できる、③職場以外との調整、とりわけ社外との調整

や交渉が少ない、④一人で責任を担わない、といった特徴のある仕事が短時間勤務者に与

えられており、経験できる仕事の深さや幅が制限される可能性が指摘されている。また、

上記松原、武石の両研究において異動や出張の制約についても指摘されていた。 

 第三に、短時間勤務取得者には評価の面からも不利になる可能性があるという点が挙げ

られる。松原（2012）では、短時間勤務者は働く時間が短くなったことで、工夫して業務

をこなすようになり、むしろ生産性や会社へのコミットメントが高まっていると実感して

いるにもかかわらず、管理者によっては勤務時間の長さによる評価が行われており、短時

間勤務者のモラールを低下させているという、評価制度の問題も指摘されている。 
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 短時間勤務で働くということは、ただ単に 2 時間勤務時間が短くなるということでは

なく、その上取得期間中の仕事内容・質・評価がフルタイム勤務で働く場合とは全く異な

ってしまう可能性があるということを意味するのである。女性労働力活用の機運や制度の

義務化に伴い、短時間勤務に対する認知や理解が進み、今後ますます多くの労働者が短時

間勤務制度を利用して就業と子育てを両立していくと予想される中で、しかし課題も浮き

彫りになってきている。多くの調査・研究で指摘されているのは、その長期利用によるキ

ャリアへの影響である。短時間勤務制度がある事業所における最長利用可能期間は、「3 歳

に達するまで」が最も高く 59.7％、次いで「小学校就学の始期に達するまで」が 19.8％、

「小学校就学の始期に達するまで以上」としている企業が 36.6％と、非常に長期に渡る短

時間勤務の利用が可能であることがわかる（厚生労働省『平成 27 年度雇用均等基本調査』）。

松原（2012）は、「制度充実による適用期間の延長や複数人数の子の出産・育児による制

度利用によって、育児休業を含むと 5～10 年以上フルタイム勤務をしないケース」を紹介

しており、そのような長期に渡る短時間勤務と、その間の仕事の質の変化が組み合わさる

と、将来的にフルタイム勤務者との間に能力格差が生じる可能性を指摘している。 

 

第３節 昇進構造、昇進の決定要因 

 ここまで、出産による女性への賃金ペナルティ、両立支援策の利用と賃金の関係につい

て先行研究をレビューしてきた。ここからは、出産を経た職場復帰後に女性が昇進できる

のかどうかという問題意識の下、昇進及び昇進意欲に関する先行研究のレビューを行って

いく。日本では昇進自体に関する研究は多いが、昇進意欲に関する研究は近年になって少

しずつ積み重ねられているのが現状である。 

 昇進に関する最も初期の研究は、労働者がどのように昇進していくのかという昇進の構

造に関する研究である。昇進構造の古典研究として Turner (1960)により、競争移動

（contest mobility）と庇護移動（sponsored mobility）が定式化され、その後 Rosenbaum

（ 1984 ）に よって、 競争 移動と庇 護移動モ デル を再構築 し たトー ナメ ント移 動

（tournament mobility）が加えられた。競争移動と庇護移動は米国と英国の 2 つの社会を

想定しており、競争移動はアメリカ型、庇護移動はイギリス型である。すなわち、競争移

動においては、全てのものに競争への参加機会が開かれているため、人々にはいつまでも

エリートへの上昇移動の可能性がある（同時に下降移動の可能性も常にある）。一方、庇

護移動では選抜されたエリートの中で競争が行われるため、早い段階で選抜されたエリー

トは特別な訓練や教育を受けることができるが、選抜されなかったものに対する敗者復活

の道はない。3 つめのトーナメント移動は、いくつかの階層の各段階で選抜が行われ、そ

こで選抜されなかったものは次の段階の選抜に参加することができないという経路依存

的な競争移動である。 

 日本企業における昇進構造は、今田・平田（1995）が、OLL 社（仮名）の約 8000 人に

及ぶホワイトカラー個々人の入社以降の移動・昇進データを用い、「一律年功モデル」「ト
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ーナメント型競争モデル」「昇進スピード競争モデル」の 3 つのモデルが、勤続に応じて

重層的に行われていることを示している。「一律年功モデル」とは、日本的雇用の特徴で

ある年功制をもっとも単純化したモデルであり、勤続年数に応じて昇進していくモデルで

ある。「トーナメント競争モデル」は上記の Rosenbaum のトーナメント移動を基にしたモ

デルであり、ある勝負において負けたものはそれ以上上の階層の勝負に参加することが出

来ない。「昇進スピード競争モデル」は、「一律年功モデル」と「トーナメント競争モデル」

を折衷したモデルである。すなわち、昇進スピードの差はあるが、一定期間経過後昇進す

ることができる。いつ昇進するかという昇進時期が勝負の焦点となる。日本企業である

OLL 社においては、キャリアの初期段階では「一律年功モデル」の色合いが強く、次第

に昇進時期の早さを競う「昇進スピード競争モデル」が顕在化し、最終的には、勝者と敗

者が明確になる「トーナメント競争モデル」へと移行していく、というように、キャリア

の段階に応じて競争原理が順次変化する、重層型の昇進構造が用いられていた。この重層

型の昇進構造の下では、より多くの従業員を長期に渡って競争に参加させることで、より

多くの意欲を引き出すというメリットがある。 

 従来、日本の多くの大企業においては、入社して一定期間は同期入社の者にほとんど差

をつけない遅い選抜であることが指摘されてきた（小池 1981, 竹内 1995 など）。しかし、

公式の昇進のもっと早い段階で仕事の配分や職能等級の違いなどによる暗黙の選抜が行

われていることが明らかにされている（花田 1987; 八代 2002; 上原 2003, 2007）。若林

（1987）は、13 年目のキャリア結果に対し最大の説明力を持つ要因は入社後 3 年間の実

績であることを明らかにし、キャリアの初期段階の実績が、その後のキャリア発達を規定

する可能性を示唆した。 

 公式非公式に関わらず、昇進候補者として選抜されるために重要な要素は、入社前に既

に決まっている要素として学歴がある。そして入社後に決定される要素としては、勤続年

数、業績、異動経験、職場環境、制度、経営方針、上司との関係などがある。 

 経済産業研究所が行った「仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）に関する国

際比較調査」（2009 年）の調査データ（男性 6480 人、女性 3023 人）を分析した山口（2013）

によると、男性のホワイトカラー正社員は、学歴によらず最終的に 90％以上が係長以上

に、大卒の約 8 割、高卒の約 7 割が課長以上に昇進する。対して女性の場合、勤続年数に

関わらず、課長職に到達する割合は大卒では 3 割に届かず、高卒では約 15％である。百

貨店における昇進競争を大卒男女、高卒・短大卒男女の 4 つのグループに分けて分析した

原・松繁（2007）も、女性は大卒者に比べて、高卒・短大卒であると昇進に不利なことを

示している。男性の昇進における学歴効果はより上位の階層において限定的であるのに対

して、女性の場合は、そもそも昇進できるかどうか（昇進のある仕事かどうか）が学歴に

よって決まるという点で、男性より学歴社会であると言えよう。山口は、その一因として

日本企業におけるコース別雇用採用の問題点を指摘している。女性の教育水準と職種・コ

ースが課長までの昇進に影響することは、冨田（2002, 2005）においても示されている。 
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 また、昇進には勤続年数が必要であるが（八代, 1992 など）、勤続年数は昇進の十分条

件ではない。勤続年数を昇進の要件として挙げている研究の多くは、加えて業績も重要で

あることを指摘している（冨田, 1992; 大竹, 1995; 高田, 2013 など）。大手小売業 3 社に

おける女性の昇進について聞き取り調査を行った八代（1992）は、3 社のうち 2 社で、管

理職登用のために必要な店舗間異動に男女差があり、うち 1 社では、係長レベルの女性で

あっても、男性と同等の配置転換の機会を与えられていなかったことを指摘している。大

内・藤森（1994）は、基幹労働者として働く女性（退職者含む）32 名に聞き取り調査を

行い、男性と同等の配置転換が受けられない、海外赴任が許可されないなどの男女間格差

を指摘している。百貨店での事例研究を行った木本（1995）は、女性は男性と同様に昇格

しながらも「女性職務」に引き寄せられていく「グレーゾーン」にいることを見出した。

地方銀行 5 社での聞き取り調査から女性管理職の登用について考察した松繁・梅崎（2003）

では、残業や仕事の不規則性などの問題から管理職昇進に必要な仕事の横のキャリアが伸

ばせないこと、転居を伴う支店間異動が仕事と家庭の両立を困難にするために敬遠される

ことが女性の昇進を阻んでいる「壁」であるとした。管理職の育成は、キャリアの形成に

よってなされており（小池, 1991）、キャリアとは、具体的には関連した職務群の経験であ

る（中村, 1994）とすると、異動経験を通じた横のキャリアの不足が女性の縦のキャリア

である昇進を難しくさせていることがわかる。 

 ただし、「良い」上司の存在によって女性が昇進する例も報告されている。大手小売業

の事例研究を行った八代（1992）は、女性の同一企業への勤続は、上司が女性の育成に関

して積極的であることによって促されることを指摘している。女性にとっての上司の重要

性は安田（2012）、21 世紀職業財団（2013）、武石（2014）でも指摘されている。中村（1994）

は、管理的・企画的側面の強い「やや重要な仕事」を担わせることで、女性のキャリア意

識が変化することを示している。 

 労働市場には合理的・非合理的な男女差別が存在しており、その中で女性が昇進を目指

そうと考えると、そのハードルの高さから、男性に比べてより一層努力したり、業績を上

げたりしなければならなくなると予想され、男性よりも大きな費用を払わなければならな

いと言えるだろう。Kato et al. (2013)では、昇進確率に労働時間が影響するのは女性労働

者にだけ見られる現象で、女性の長時間労働があたかも仕事へのコミットメントに対する

「踏み絵」のような役割を果たしていることを指摘している。 

 加えてもし女性が子どもを持ちたいと考える場合は、現状では女性にかかる家計生産負

担が重い。女性は仕事と家庭の両立、さらに昇進も考えた場合は、上記のような昇進を決

定する要素を考慮しながら、家庭もうまく回していかなければならないため、女性にかか

る負担の重さは相当なものである。中小企業の部長以上管理職経験のある女性 6 名にイ

ンタビューを行った大内・奥井（2009）は、管理職になる以前の職場の労働時間がフレキ

シブルであり、家族状況の変化に応じて職場での労働時間や勤務形態が変えられることが

女性の管理職就任を促すことを示している。また、20 歳代後半から 40 歳代の管理職、
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あるいは管理職候補の女性 20 名にインタビューを行った永瀬・山谷（2012）では、夫の

家事育児分担の重要性に加え、本人が基本は定時に帰るが残業できる体制を整えておくこ

とが重要であることが指摘されている。女性が仕事と家庭を両立するにあたり、夫の協力

は欠かせない。女性がキャリアと家庭を両立するには、それに加えて女性自身が、特に突

発的な仕事や育児の課題に対応できる環境を準備しておくことが重要なようである。 

  

第４節 昇進意欲 

 そのような背景を受けてか、女性の昇進に対する意欲は現状ではとても低いことが各種

調査で示されている。昇進自体にも男女間格差があるが、昇進意欲にも男女差があるので

ある。実際に、女性の昇進意欲は男性と比較して低い。労働政策研究・研修機構が行った

『男女正社員のキャリアと両立支援に関する調査結果（２）』（2014）によると、300 人以

上規模企業に勤める、現在役職に就いていない男女 3,132 名（男性 1,258 名、女性 1,874

名）のうち、課長相当職以上への昇進希望を持つ者の割合は、男性が 59.4％であるのに対

し、女性は 10.4％である。同じく労働政策研究・研修機構が 2006 年に行った『仕事と家

庭の両立支援にかかわる調査』では、300 人以上規模企業に勤める、現在役職に就いてい

ない一般社員男女 6,529 名（男性 2,838 名、女性 3,643 名）のうち、課長相当職以上への

昇進希望を持つ者の割合は、男性が 52.1％であるのに対し、女性は 9.6％である。いずれ

の調査においても、5 割を超える男性が管理職希望を持つのに対し、女性は 1 割程度と、

男女間に格差が見られる。『平成 25 年度雇用均等調査』（厚生労働省）によると、女性管

理職が少ない（１割未満）あるいは全くいない役職区分が一つでもある企業についてその

理由（複数回答）をみると、「現時点では、必要な知識や経験、判断力等を有する女性が

いないため」に次いで、「女性が希望しないため」が挙がっている。企業側も女性の昇進

意欲が低いことを認識している。   

 なぜ女性は昇進を希望しないのだろうか。前出の労働政策研究・研修機構（2014）では、

「管理職への昇進を望まない理由（複数回答）」として、「仕事と家庭の両立が困難になる」

を選択した者が 300 人以上企業規模で 40.0％と最も高くなっている。男性では 17.4％で

あるから、女性にかかる家庭責任の重さが伺われる。相対的に家事育児量が増大すると考

えられる子どものいる女性に絞ってみよう。300 人以上企業規模に勤める子どものいる女

性正社員 2,500 人を対象とした 21 世紀職業財団による『育児をしながら働く女性の昇進

意欲やモチベーションに関する調査』（2013）では、「昇進したくない理由（一般従業員・

複数回答）」として、「仕事と家庭の両立が難しそうだから」を選択した者が 44.8％となっ

ており、ここでも女性たちが、昇進と家庭はトレードオフの関係にあると考えていること

がわかる。実際に、国立社会保障・人口問題研究所が 2018 年に実施した「第６回家庭動

向調査」によると、妻が常勤の場合、1 日の平均家事時間は他の雇用形態に比べて最も短

く 187 分となるが、それでも家事の 80％以上を 6 割の常勤の妻が担っている現状が明ら

かになっている。もし管理職になることで労働時間や休日出勤などの増加が見込まれると
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するならば、実質的な家事や育児の負担が大きいことは、昇進意欲を抑制する方向に働く

だろう。 

 本研究では、女性が出産前後に就業継続できたとして、その後どのようなキャリア展望

が望めるかという視点で、女性の昇進意欲に着目した探索的な分析を第 6 章で行う。川口

（2012）が想定するように労働者は、昇進による便益が費用を上回る場合に昇進意欲を持

つと考えられる。一般に、昇進すると社員は昇給、権限の拡大、社会的ステイタスなどを

得られ、これらは昇進に伴うメリットであると考えられてきた。一方で、昇進には重大な

責任を背負うことによるストレスや不測の事態に突然対応しなければならない機会の増

加、労働の長時間化など、デメリットも伴う可能性がある。昇進意欲は、昇進のこのよう

なプラスとマイナスの側面を個人がどう考えるかによって決定されるが、一般に男性と比

較して家庭責任を多く担っていると考えられる女性は、昇進を望むことに対するハードル

が男性より高いと予想できる。昇進意欲に関する実証研究はこれまで安田（2009, 2012）、

川口（2012）、武石（2014）によって行われている。 

 『女性労働者の処遇等に関する調査 2004』（21 世紀職業財団）を用いて計量的な分析

を行った安田（2009）は、均等法以後に総合職として入社した女性であっても、管理職に

なりたいと考える女性よりも、なりたくないと考える女性の方が多く、「ワークライフバ

ランス」を希望しているか、「男女均等処遇」を希望しているかで昇進意欲が異なること

を示した。 

 川口（2012）は、企業の施策に注目し、ポジティブ・アクションを熱心に実施している

企業では男女ともに昇進意欲が高く、仕事と育児の両立支援策は女性の昇進意欲と有意な

関係がなく、男性の昇進意欲とは負の相関があることを示している。 

 さらに安田（2012）では、川口（2012）では分析されていなかった仕事や職場の特性、

上司の特性の視点を加え、女性は面倒見の良い上司の下で働いている場合に、男性は裁量

性の高い仕事や職場で働いている場合に昇進意欲が強くなり、反対に女性は自分がスペシ

ャリストタイプであると自覚している場合に、男性はチーム作業である仕事や職場で働い

ている場合に昇進意欲が弱くなることを示した。 

 武石（2014）では、女性活躍推進や両立支援の施策があることに加えて、その存在を従

業員がきちんと認識していることが、また、上司のマネジメントが男女の昇進意欲に影響

を及ぼしていることが示されている。いずれの研究においても、女性は昇進意欲がそもそ

も低いということが再三指摘されている。 

 これらの先行研究は、いずれも社内における、昇進意欲に影響を与えると考えられる費

用便益に注目しており、本稿の課題である昇進意欲に影響を与える家庭や意識要因につい

てはあまり扱われていない。しかし結婚しているかどうか、子どもがいるかどうかなどの

基本的な変数はコントロール変数として扱われている。女性が主に家事育児を担うのであ

れば、結婚していることや子どもがいることは、女性の昇進意欲を下げ、逆に男性の昇進

意欲を上げるのではないかと予想されるが、不思議なことに先行研究は必ずしもそうした
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結果を示していない。武石（2014）の結果はこの予想ともっとも整合的であるが、安田

（2009）では、むしろ子どもがいる女性の方が昇進意欲が高いという結果であり、川口

（2012）の分析では有配偶であることや子どもがいることは女性の昇進意欲とは無関係

である。それぞれの研究の分析対象が異なるので改めてその対象を整理する。 

 武石（2014）では、100 人以上企業に勤める 40 歳未満の大卒者が分析対象となってお

り、配偶者がいることは、女性の昇進意欲を低め、逆に男性の昇進意欲を高めると示され

た。子どもの存在と昇進意欲は男女ともに有意な関係がなかった。また、親との同居はむ

しろ昇進意欲にマイナスの影響を与えており、武石はこれを「（親の状況を細かく分析す

る必要があるが、）自分以外の家計維持者の存在が昇進意欲を低めている」としている。 

 川口（2012）の調査対象は 20 歳代（配偶者のいる割合は約 4 割）と若いことが特徴で

ある。これは 300 人以上規模の企業に勤める一般社員の分析であり、配偶者・子ども数が

コントロール変数として加えられているが、そのどちらも男女の昇進意欲とは有意な関係

がなかった。 

 一方、安田（2009）は総合職に限定した分析である。100 人以上企業に勤める 39 歳以

下の分析であるが、配偶者がいる場合には女性の昇進意欲は弱くなり、子どもがいること

はむしろ昇進意欲を高めると示した。このことについて安田は、「子どもがいてもなお就

業を継続している総合職女性は、子どものいない平均的な総合職女性よりも管理職希望が

強いと考えられる」と解釈している。安田の後の研究（安田, 2012）ではさらに若干の家

庭要因が加えられており、配偶者が働いていない場合男性の昇進意欲が高まり、子ども数

が増えるほど男性の昇進意欲が下がることを示している。また、家事関連の時間が長いほ

ど男女とも昇進意欲が高まっており、安田はそれについて、「家事関連時間が長く、自己

規律が取れている社員は昇進意欲も高いのかもしれない」としている。 

 このように、先行研究における、昇進意欲に対する結婚や子どもの影響は、年齢や企業

規模などの分析対象によって異なっており、結論が出ていない現状である。 

 これまでの先行研究では、女性の就業と出産育児の両立に関する研究の蓄積は厚い。育

児休業に代表される企業の両立支援策や、保育所などの社会的インフラ、家庭要因として

は夫の家事育児サポートや親との同居などが女性の就業と出産を両立可能にしているこ

とが示されている。対して、女性の昇進と出産育児の両立という視点の研究は少ない。加

えて、既存研究では、女性管理職数の少なさから、実際に昇進した女性に対して聞き取り

調査が行われているものが多く、量的な分析を行っている研究は少ない。また、これまで

の昇進研究は、昇進の構造や、昇進の要件に関する研究蓄積は厚いが、昇進意欲に関する

研究は近年になって数件見られるのみである。本稿は、女性の昇進と出産育児の両立とい

う女性労働の質の問題に対して、特に昇進意欲に焦点を当て計量的な分析を行うという点

でこれまでの研究蓄積に資する。 

 また、これまでの昇進意欲に関する先行研究は、いずれも企業内の男女均等施策、ポジ

ティブ・アクション施策や仕事と家庭の両立支援策などが女性の昇進することによる費用
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を軽減し、昇進意欲を高めるかどうかという点に分析の主眼を置いている。本稿も同じよ

うな関心を持つが、加えて、ある意味では当たり前ととらえられていたのかもしれない、

先行研究ではあまり注目されて来なかった、家庭内での家事負担や家計分担が男女の昇進

意欲に影響を与えているのかどうかに注目する。 

 

第５節  使用するデータ 

本節では、第 4 章以降の実証分析で使用するデータの概要を示す。 

まず、第４章では、クロスセクショナルデータを用いた短時間勤務制度取得の決定要因

と取得期間の賃金への影響について検証するため、21 世紀職業財団が行った「育児をし

ながら働く女性の昇進意欲やモチベーションに関する調査4」（2013）の回答者 2,500 名の

データを用いて分析を行う。本調査は、調査会社のモニターの中で、子どもを持ちながら

300 人以上企業規模の民間企業で正社員として働く女性に対してインターネット調査を

行ったものである。本データは、「正社員」であり、しかも「子どもがいる」、「300 人以上

企業規模の民間企業に勤務」する「女性」という限定的なグループを取り扱ったデータで

あることを明記しておく。しかし、「比較的大規模企業に勤める子どもを持つ正社員女性」

という特定のグループ層の特徴をよく捉えた最近のデータとして貴重である。本調査の特

徴は、育児休業制度、短時間勤務制度についての潤沢な情報に加え、末子出産後職場復帰

時の職場環境などが回顧的に把握できる点である。 

第 4 章で使用する調査の基本属性を確認すると、子どものいる女性に限定しているた

め、20 代女性は少なく、30～59 歳で 93.8％を占める。1000 人以下の企業に勤める者が

全体の約 4 割、大卒割合が最も高く約 4 割を占め、次いで短大・高専卒、高校卒がそれ

ぞれ約 2 割となっている。 

 

表 3－1 年齢分布（正社員・女性） 

 

  

 

4 本調査は、お茶の水女子大学永瀬伸子教授を主査とし、21 世紀職業財団上席主任・主任研究員である

山谷真名氏、帝京平成大学助教の知脇希氏、そして執筆者である横山真紀により、調査票の設計から報

告書の作成まで行ったものである。 

20～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60歳以上
n

90 737 1053 554 66 2500

3.6% 29.5% 42.1% 22.2% 2.6% 100.0%
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表 3－2 企業規模分布（正社員・女性） 

 

 

表 3－3 学歴分布（正社員・女性） 

 

 

分析対象を 59 歳以下とし、短時間勤務制度が法制度として登場する前の 1991 年以前

の末子出産者を分析から除き、さらに末子出産時の短時間勤務に焦点をあてるため、末子

出産後に一旦離職した女性を除いた 1,458 人を分析対象とする。また、制度利用後の収入

への影響を確認したいため、制度利用中の者については分析対象から除いている。 

第 5 章では、パネルデータを用いて、育児休業制度と短時間勤務制度が賃金にどのよう

な影響を与えるかについて検証する。使用するデータは、東京大学社会科学研究所パネル

調査プロジェクト「働き方とライフスタイルに関する調査」の若年パネル（2006 年時点

で 20 ～ 34 歳）及び壮年パネル（2006 年時点で 35 ～40 歳）のうち、育児休業に関す

る質問項目を含む wave3 ～ wave11（2009 ～ 2017 年）である。分析対象は、wave3 の

時点で 23 歳から 43 歳となる。同調査は 2011 年に、長期追跡に伴う脱落問題に対処す

るために継続調査と同年代の対象者を新たに追加しており、その追加調査者も分析に含め

る。 

第 5 章で使用するパネルデータは、平成 17 年（2007 年）10 月に行われた国勢調査に

おける属性の分布を用いて層化二段無作為出によって標本抽出がされているため、第 4 章、

第 6 章で分析に用いる調査と比較すると、層化に用いた性別、年齢、地域ブロック、市郡

規模の分布が日本全体の分布により近いものとなっている。ただし、多くの調査と同様の

偏りが発生しており、「たとえば、男性よりも女性のほうが多くなることや、特に男性 20 

代がとりにくいこと、関東や近畿は回収されにくく、大都市部もまた期待される構成割合

を大きく下回る」（三輪, 2008）。同調査は、本人の過去 1 年の産休・育休の取得の有無、

賃金を把握することが可能であり、また、短時間勤務に関する直接的な設問はないが、労

働時間による推測が可能である。 

基本属性の傾向が分かりやすいように、分析に使用する最初の wave である wave3、及

びサンプルが追加された wave5、そして使用する最後の wave である wave11 について記

述統計を確認すると、wave3 の時点で男性は平均年齢が 33.9 歳、女性が 34.0 歳となって

いる。wave3 の時点では 30 代が最も多いが、9 年後となる wave11 ではサンプルは年齢

を重ねており 40 代が中心のパネルとなる。データ上では出産の最高齢が 44 歳となって

301人～1,000人 1,001人～2,000人 2,001人～5,000人 5,001人～10,000人 10,001人以上
n

960 337 310 250 643 2,500

38.4% 13.5% 12.4% 10.0% 25.7% 100.0%

高校卒 専門学校卒 短大・高専卒 大学卒 大学院卒 その他
n

527 249 542 1060 115 7 2500

21.1% 10.0% 21.7% 42.4% 4.6% 0.3% 100.0%
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おり、その 2 年後の制度利用まで概観するため、年齢を 46 歳で区切って利用する。 

また、就業状態の変化に着目して見ると、男性が wave を重ねるごとに非正社員・非正

規職員、無職の者が減り、正社員・正規職員として雇用されるものが増える一方で、女性

は無職の者が減り非正社員・非正規職員として雇用されるものが増加している。婚姻状態

及び子どもの有無については、もともと女性の方が有配偶率も有子割合も高く、男女とも

に wave を通して有配偶率は約 15％上昇、有子割合は男性が約 16％上昇、女性は約 19％

上昇している。 

 

表 3－4 男女、wave 別年齢分布 

 

 

表 3－5 男女、wave 別就業状態 

 

 

 

  

男性 女性 男性 女性 男性 女性

平均 33.9 34.0 35.8 35.7 41.9 42.1

20～29歳 25.3% 26.0% 18.8% 20.0%

30～39歳 54.7% 50.7% 50.7% 48.3% 33.3% 33.9%

40～49歳 19.9% 23.3% 30.5% 31.8% 58.1% 55.5%

50歳～ 8.6% 10.7%

n 1,681 1,925 1,923 2,356 1,431 1,924

wave5(2011) wave11(2017)wave3(2009)

男性 女性 男性 女性 男性 女性

正社員・正規職員 73.5% 35.8% 75.1% 36.8% 80.3% 35.7%

非正社員・非正規職員 13.7% 33.9% 10.9% 33.8% 8.3% 39.1%

自営・家族従業者 7.5% 5.2% 7.6% 4.0% 7.7% 5.6%

無職 5.3% 25.2% 6.3% 25.5% 3.7% 19.6%

n 1,681 1,925 1,923 2,356 1,431 1,924

wave3(2009) wave5(2011) wave11(2017)
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表 3－6 男女、wave 別婚姻状態・子どもの有無 

 

 

第６章では、女性の就業継続後のキャリア発展に着目し、賃金を高めるための「昇進」

達成に必要な昇進意欲を高める要因を探る。使用するデータは、内閣府が 2009 年に全国 

20 歳～ 44 歳の男女 10,000 名に対して行った、「男女の能力発揮とライフプランに対す

る意識に関する調査」である。本調査は調査会社の登録モニターを使ったインターネット

調査である。本調査の特徴は、2 点あり、まず、管理職希望について聞いた設問があり、

現在の管理職希望に加えて、社会人になった頃の過去の管理職希望がわかること、また、

会社の施策や職場の雰囲気と同時に、家庭内での家事・育児分担割合、家計負担割合、配

偶者の雇用形態、配偶者の年収などの調査対象者の配偶者に関する情報が豊富に含まれて

いることである。 

第 6 章で用いる調査の基本属性を確認すると、年齢は男女ともに 30 代が最も多く、雇

用形態については男性は正社員が 80.1％を占める一方で、女性は正社員 30.4％、非正社

員 30.3％、仕事に就いていないものも 39.4％と違いが大きい。学歴は男女ともに大卒が

最も多く、男性は 54.6％、女性 38.5％となっている。正社員に限定して勤め先の企業規

模を確認すると、差が見られるのは 1～29 人の小規模企業に勤める者と 1000 人以上の大

規模企業に勤める者で、1～29 人の小規模企業に勤める者は男性より女性が約 9％多く、

1000 人以上の大規模企業に勤める者は女性より男性が約 7％多い。同じく正社員に限定

して配偶関係・子どもの有無を見てみると、女性正社員は、有配偶者も子どもを持つ者も

男性に比べて少なくなっている。 

 

表 3－7 男女別年齢分布 

 
 

 

 

 

男性 女性 男性 女性 男性 女性

配偶者あり 50.2% 58.0% 55.1% 62.8% 65.9% 73.7%

子どもあり 41.0% 50.5% 44.5% 54.9% 57.1% 69.4%

n 1,681 1,925 1,923 2,356 1,431 1,924

wave3(2009) wave5(2011) wave11(2017)

年齢 男性(n=4,141) 女性(n=3,820)

20～29歳 29.6% 32.6%

30～39歳 49.5% 48.2%

40～44歳 20.9% 19.3%
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表 3－8 男女別雇用形態分布 

 
 

表 3－9 男女別学歴分布 

 

 

表 3－10 男女別企業規模（正社員・正規職員） 

 

 

表 3－11 男女別配偶関係・子どもの有無（正社員・正規職員） 

 

 

 使用したデータの全体的な特徴として、出産前後を扱うことから 20 代よりも 30

代以降の層が多く、大卒層が比較的多い。上記のデータを用いて、第 4 章では両立

支援策の中でも短時間勤務制度取得期間の賃金への影響に着目した分析、第 5 章で

は育児休業取得と短時間勤務取得の賃金への影響についてパネルデータを用いた分

析、第 6 章は特に出産前後に就業継続した場合のその後のキャリア発展という視点

から、女性の昇進意欲に着目した分析を行う。 

 

  

  

雇用形態 男性(n=4,141) 女性(n=3,820)

正社員・正規職員 80.1% 30.4%

正社員以外 14.2% 30.3%

無職 5.7% 39.4%

学歴 男性(n=4,141) 女性(n=3,820)

高卒以下 22.4% 29.6%

短大・高専卒 11.7% 28.7%
大卒 54.6% 38.5%
大学院修了 11.4% 3.3%

男性(n=3,309) 女性(n=1,157)

企業規模 1～29人 13.4% 22.3%

30～99人 13.8% 14.5%

100～499人 22.2% 23.3%

500～999人 9.0% 6.6%

1000人以上 33.2% 26.6%

官公庁 8.5% 6.7%

男性(n=3,309) 女性(n=1,157)

配偶関係 配偶者あり 59.9% 33.9%
配偶者なし 40.1% 66.1%

子どもの有無 子どもあり 43.9% 18.3%
子どもなし 56.1% 81.7%
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第４章 短時間勤務取得の決定要因と賃金への影響 

(クロスセクショナルデータによる分析) 

これまで、女性が労働市場の中でどのような差別を受け、子どもを持つことでどのよう

に賃金ペナルティを受けるか、理論的に、また先行研究によっても確認してきた。第 4 章

では、女性の人的資本形成への影響を最小限に抑えるための両立支援策について、実証研

究を行う。両立支援策は就業継続にとって重要な政策であると同時に、女性のキャリア発

展という観点から考えると利用の仕方によってはキャリアを阻害する可能性もある。制度

はどのように利用していくべきなのかという問題について、明らかにしていきたい。 

 

第１節 研究の目的 

 育児期の女性が短時間勤務制度を利用すると、一時的に人的資本の蓄積が出産前までと

比較すると停滞することになると考えられる。企業側にとっては、そのような時期になる

べく人的資本を低下させないよう雇用管理することが人材の持つ能力を最大限に生かす

ためにも重要であろう。本章の目的は、以下の 2 点に集約される。 

 1 つは、短時間勤務取得の決定要因を明らかにすることである。短時間勤務制度は義務

化されたとはいえ、正規雇用者の 9 割前後が利用する育児休業と比較するとその利用率

は最近でも 4 割前後の制度であり、制度があったとしても利用しない者も多数存在する。

短時間勤務制度を利用する・しないの決定に影響を与えているのは、どのような変数なの

だろうか。義務化によって取得の決定要因に変化はあったのだろうか。 

 2 つ目は短時間勤務取得と賃金の関係を明らかにすることである。短時間勤務を取得す

ることで、現在の年収にどのような影響があるのか。これら 2 つの視点から短時間勤務

制度を概観していく。 

 

第２節 短時間勤務制度利用の実態 

 本調査を使用して、雇用区分別5に短時間勤務の取得割合が末子出産年によってどのよ

うに変化してきたかを見たのが図 4－1 である。出産年は、育児休業法の改正に合わせて

区分した。2009 年の法改正で 2010 年から義務化されたことは第 1 章で既に述べたが、

2001 年から 2008 年は 3 歳未満の子を持つ労働者に対して、「短時間勤務制度」「フレッ

クスタイム制」「始業・終業時刻の繰上げ・繰下げ」「所定外労働をさせない制度」「事業

所内託児施設」「育児に要する経費の援助措置」「1 歳以上の子を対象とする育児休業」の

 

5 雇用区分は、「雇用区分なし」「総合職・準総合職」「一般職」の 3 区分から見ている。調査自体には「専

門職」も含まれていたが、サンプルサイズが小さかったため、表示していない。また、「準総合職」は現

在の賃金を見ると総合職とほとんど同じ傾向を示していたため、一つのグループとした。 
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うちいずれかの措置を事業主に義務付ける選択的措置制度であった。また、それ以前の

1992 年から 2000 年までは、子どもが 1 歳未満で育児休業をとらない場合の代替措置と

して、やはり短時間勤務制度を含むその他の制度と共に選択的な措置制度であった。 

 図 4－1 によると、全体的に近年の出産になるほど利用割合が高まっている様子が見て

とれる。最近の出産では、いずれの雇用区分においても 5 割前後が短時間勤務を利用し

ており、前出の全国規模の調査では 40 ～ 45％の利用率であったことを考えると、本調

査の回答者は 1 割程度利用率が高いと言える。 

 

図４－1 出産年別，雇用区分別，短時間勤務制度の取得の有無 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 次に、図４－2 で雇用区分別に短時間勤務の利用期間を示す（ここで示す取得期間は、

子ども数にかかわりなくこれまで取得した短時間勤務の合計期間である6。 

  

 

6 通常、育児休業や短時間勤務の取得期間は、第 1 子についてのみ、もしくは末子に関してのみ聞いて

いる調査が多いが、本調査では、短時間勤務制度の利用期間を第一子や末子分だけでなく全ての子につ

いて合わせた総期間で聞いている。 
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図 4－2 出産年別，雇用区分別，短時間勤務制度の取得期間 

 

 

 一般職の方が総合職・準総合職よりも利用が長期に渡るのではないかと想像したが、雇

用区分による違いというよりは、時系列的な変化の影響が大きいことがわかる。 

 末子だけでなく第一子からの短時間勤務取得期間を合計すると、近年は半数以上が短時

間勤務制度を利用していることがわかる。松原（2012）で指摘されたような短時間勤務の

長期利用として 5 年 1 か月以上の取得も各雇用区分で 1 ～2 割存在している。 

 

第３節 仮説と分析方法 

第１項 なぜ短時間勤務を取得するのか 

 女性は短時間勤務制度を取得するかどうかをどのように決定していると考えればよい

のだろうか。雇用されている女性が出産した場合、今後も就業を継続していくことを前提

とすると、次の 3 つの選択肢があると考えられる。①短時間勤務制度を利用して就業継続

する。②短時間勤務制度を利用しないで就業継続する。③短時間勤務制度を利用しないで

就業中断する（離職する）。③の離職者は本データには含まれないため、ここでは①と②

をどのように決定するかを考える7。 

 阿部（2005）に基づくと、就業継続することを既に決めている女性が、両立支援制度を

 

7 ただし、この 30 年において層として実際に一番多いのは出産退職者である。『第 15 回出生動向基本調

査』（国立社会保障・人口問題研究所）によると、2015 年時点においても、2010～2014 年に第一子を出

産した女性の 33.9％が出産退職している（出産前から無職 23.6％、就業継続（育児休業利用）28.3％、

就業継続（育児休業未利用）10.0％、不詳 4.2％）ことを明記しておく。 
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利用するか否かは、短時間勤務制度を利用して得られる期待所得と短時間勤務制度を利用

しないことによる費用の関係で決まると考えられる。つまり、期待所得を（E）、費用を（C）

としたとき、E－C ＞0 ならば、短時間勤務を利用しないで就業継続し、E－C ≦0 なら

ば、短時間勤務を利用する。期待所得は人的資本の蓄積によって決まるが、短時間勤務制

度取得は、短期的にも長期的にも期待所得にマイナスの影響を及ぼすと予想される。まず

短期的な賃金については、多くの企業で短時間勤務中は短縮した時間分だけ、フルタイム

勤務した場合に比べて賃金が下がる。それに伴って賞与の算定にも影響が出る。 

 また、より長期で見ると、短時間勤務取得中に昇格が遅延したり、退職金の算定から勤

務時間短縮分が控除されたりする場合、やはり賃金にはマイナスの影響を及ぼす。そのよ

うな直接的な賃金の減少のみならず、短時間勤務を取得したことによって仕事内容や仕事

の質が変わり、昇進トラックから外れてしまうリスクもある。ただし、人によってそれを

リスクと捉えるかどうかは異なるだろう。昇進したい人にとっては、短時間勤務によって

評価が下がったり昇進に遅れが生じたりすることはリスクとなるが、そもそも昇進をイン

センティブと捉えない人にとっては、短時間勤務によって昇進パスが損なわれてもそれは

大きなダメージにはならないだろう。昇進意欲それ自体については、第 6 章で詳しい分析

を行う。 

 短時間勤務を取得すると、上記のような様々な賃金の減少予測がなされる。それでは短

時間勤務を取得しない決定ができるかというと、そう簡単に利用しない決断を下すことは

できないだろう。短時間勤務を取得しない場合、その間に育児や家事を行ってくれる人が

代わりにいるかどうか、それにかかる実質的な費用がどれくらいなのかと言ったことが問

題となってくる。また、中には子どもを長時間人に預けて就業するということに心理的な

負担を感じる人もいるだろうと予想されるため、この費用には心理的な費用も含まれる。

加えて、職場環境や職場における両立支援策がどの程度短時間勤務にかかる費用を軽減す

ることができるのかも短時間勤務取得の決定に関わってくるだろう。例えば職場が慢性的

な長時間労働を行っており、定時で帰宅することができない場合、その分育児を代替して

もらわなければならない時間も長引き、コストが上がる。また、職場が育児や介護を行っ

ている人をサポートするような雰囲気があるかどうかで、短時間勤務を取得する心理的な

ハードルにも影響を与えるだろう。 

 

第２項 仮説 

 第一項で示した期待所得と費用の関係を基にした意思決定過程を踏まえると、期待所得

が低い場合、もしくは育児を他者へ代替した場合の費用が高い場合に、短時間勤務を利用

する人が多くなると考えられる。これを前提に、①人的資本、②家庭環境、③職場要因、

④昇進意欲の 4 つの観点から短時間勤務取得の決定要因について以下の仮説を立てる。 
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① 人的資本 

  人的資本は、Mincer（1974）に基づくと学校での教育と職場での実地訓練（OJT）によ

って習得される。人的資本の高さと短時間勤務取得の決定については 2 つの方向性が考

えられる。まず、人的資本が高いほど期待所得が高く、短時間勤務を取得することによる

機会費用が高くなるため、短時間勤務を取得せず就業継続をするという方向である。逆に

もう一つの方向として、人的資本の高い女性ほど家庭での子どもの教育を重視し、短時間

勤務を取得して家庭での時間を増やそうとするかもしれないことも考えられる。本田

（2008）によると、高学歴・高階層の女性ほど子どもに高水準・広範囲の教育的・社会的

経験をさせており、熱心に家庭教育を行う傾向があることが示されている。 

 

② 家庭環境 

 家族内での育児費用の分担に着目して、配偶者や祖父母と分担して育児を行うことがで

きる場合、一般的には人を雇って任せるよりもかかる金銭的・心理的な費用は少ないと考

えられる。夫や祖父母の育児負担割合が高いほど、短時間勤務を取得するコストを下げ、

育児短時間勤務を取得せず就業継続をすることができると予想される。また、夫に関して

は、育児分担の量よりも、保育園の迎えや子の病時など柔軟な対応ができるかどうかが本

人の短時間勤務取得の決定に影響している可能性がある。 

 

③ 職場要因 

 職場要因については期待所得、費用の双方から予想する。まず期待所得については、評

価や昇進の面で時短勤務者に対して不利な職場では、労働者は短時間勤務を取得せずに就

業継続すると予想される。ただし、そのような結果になるのは昇進を重要と考えている労

働者に限られるだろう。 

 短時間勤務を取得することによる費用に関しては、ここでは育児を代替した場合の実質

的な費用と、心理的な費用の両面から捉えることができる。実質的な費用の面から考える

と、慢性的な長時間労働である職場では、育児を他者に代替してもらった場合のコストが

高くつくため、自分で短時間勤務を取得して就業継続をすると予想される。しかし、心理

的な費用として考えると、長時間労働が蔓延している職場では、一人だけ先に帰るという

行動が取りづらいと考えられる。そのような場合は、短時間勤務を取得せず、育児を代替

する選択をするかもしれない。 

 また、育児と仕事の両立に理解がある職場では、夕方以降は会議のスケジュールを組ま

ないなどの配慮がなされる可能性や、フレックスタイム制が導入されていて短時間勤務に

せずとも勤務が可能という場合が考えられ、育児に関わる急なリスク対応が避けられ育児

コストが下がり、短時間勤務を取得せずに就業継続できると考えられる。一方で、心理的

な費用として考えると、育児と仕事の両立に理解がある職場では、一人だけ先に帰ること

に対する心理的なハードルが低く、逆に短時価勤務取得を促す可能性も考えられる。 
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④ 昇進意欲 

 本人の昇進意欲によって、期待所得や費用がもたらす影響の大きさが異なるのではない

かという観点から、意欲に関する変数を投入する。昇進意欲がある者にとっては、短時間

勤務取得によるキャリアへの悪影響は避けたい問題であるため、短時間勤務を利用せずに

就業継続しようと考えると予想される。逆に、昇進をそれほど重視しない者にとっては、

短時間勤務取得によるキャリアへの悪影響があったとしても取得の決定には影響を与え

ないと考えられる。この「意欲」は、短時間勤務取得に関わる期待所得や費用を直接表す

ものではないが、それらに影響を与えると考えられるため、昇進意欲を考慮することによ

り、より現実に即した分析が可能になると考える。 

 

第３項 分析方法と変数 

 短時間勤務を取得した場合を 1 、取得しなかった場合を 0 としたダミー変数を被説明

変数とし、2010 年の義務化前後で短時間勤務取得の決定要因にどのような変化があった

のかプロビット分析を行う。義務化前後とは、2009 年以降の末子出産（育児休業を 1 年

取得していることを考慮し、義務化の 1 年前とした）と、それ以前（短時間勤務が 3 歳

未満の選択的措置義務であった 2001 年から 2008 年まで）の末子出産である。ただし、

末子出産時に「短時間勤務制度はなかった」と回答したものは除いて分析を行う。これは、

短時間勤務をあえて取得しなかったのか、制度自体がないために取得できなかったのかの

判別がつかなくなることを避けるためである。また、出産時の勤続年数を説明変数に加え

るため、初職継続者（転職経験がなく、かつ末子出産後に無職期間がないもの）のみを分

析対象とした。同時に、現在育児休業や短時間勤務制度を取得中のものは分析対象から除

いている。説明変数は表 4－1 に示す。 
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表 4－1 説明変数の定義 

 

第４節 短時間勤務取得に関わる実証分析 

第１項 短時間勤務取得の決定要因 

 本人の人的資本、家庭内、企業内の短時間勤務取得に関わる期待所得と費用に着目して、

育児短時間勤務取得の決定要因を分析した。結果を表 4－2 、記述統計量を表 4－3 に示

す。まず左端の「全体」の結果を見ると、2009 年以降の出産（短時間勤務制度が単独措

置義務）と比較して、それ以前の 2 期間（1992 ～ 2000 年の 1 歳までの選択的措置義

務、2001 年から 2008 年の 3 歳までの選択的措置義務）はいずれも負の係数で 1 ％水準

で有意となっており、短時間勤務制度の利用が拡大していることを示している。第 3 節で

示した仮説①人的資本、②家庭環境、③職場要因、④昇進意欲の 4 つの観点から短時間勤

務取得の決定要因について確認してみる。 

 

① 人的資本 

 2009 年以降の短時間勤務制度の義務化後は、学歴、勤続年数は短時間勤務の取得決定

に対して有意である変数は見られなかった。義務化以前では、高卒と比較して短大・高専

卒が 10％水準で、出産時の勤続年数 0 ~ 5 年と比較して 16 年以上が 5 ％水準で有意で

説明変数 変数の操作 備考

学歴ダミー

勤続年数ダミー

配偶者の育児協力
「子どもが未就学の時の、配偶者の育児分担について割合をお答え下さい」と
いう設問で、配偶者の育児負担割合を0から100の割合で聞いている。これを
「配偶者の育児負担割合」とする。

最高が100％、最低が0％

祖父母からのサポート得点

「育児に対するサポートは、次に挙げる人物からどの程度ありましたか」とい
う設問で「自分の母親」、「夫の母親」、「自分の父親」、「夫の父親」から
のサポートを「全くない」「ほとんどない」「時々あった」「頻繁にあった」
「ほとんど毎日」の5段階で聞いている。これを単純に加算し、「祖父母から
のサポート得点」とする。

最高が20点、最低が4点

配偶者の職業
配偶者の時間の柔軟性を示す変数として、「民間の正社員」「自営・自由業」
「公務員」「その他」についてそれぞれダミー変数を作成。

「現在の」配偶者の職種であり、「短時間勤務取

得時の」職種ではないため注意が必要であるが、

特に男性の場合長期雇用を前提としていることが

多いため類推が可能と考える。

時短勤務と昇進
「あなたが考える、あなたの昇進の見込みについて教えて下さい」という設問
に対して、「当社では、短時間勤務を取ると昇進の見込みがなくなる、または
だいぶ遅れる」を選択した場合1、それ以外を0としたダミー変数を作成。

職場が長時間労働

「ライフステージの各時点における、あなたの職場特徴について、あてはまる
ものをお選び下さい」という設問を用いる。ライフステージの各時点のうち
「職場復帰後」、「慢性的な長時間労働である」に対して「あてはまる」
「まぁあてはまる」と回答した人を1、「どちらとも言えない」「あまりあて
はまらない」「あてはまらない」を0としたダミー変数を作成。

職場におけるサポート

「ライフステージの各時点における、あなたの職場特徴について、あてはまる
ものをお選び下さい」という設問を用いる。ライフステージの各時点のうち
「職場復帰後」、「育児中の人をサポートする雰囲気がある」に対して「あて
はまる」「まぁあてはまる」と回答した人を1、「どちらとも言えない」「あ
まりあてはまらない」「あてはまらない」を0としたダミー変数を作成。

昇進意欲

「あなたの昇進希望を教えて下さい」という設問に対し「昇進したい」と回答
した人を1、「昇進したくない」「昇進がない仕事である」を0とするダミー変
数を作成。

「現在の」昇進意欲であり、過去の昇進意欲では

ないことに注意が必要であるが、横山（2015）にお

いて、学卒時の昇進意欲の高さと現在の昇進意

欲の高さが密接に結びついていることが示されて

おり、短時間勤務取得時の昇進意欲の代理変数

として用いる。

コントロール変数 雇用区分ダミー、末子出産時の年齢ダミー、子ども数を投入する。

人的資本を決定する学校教育と職場実地訓練については、学歴のダミー変数を
用いて学校教育を表す変数とし、また、職場実地訓練（OJT）は勤続年数をそ
の代理変数とする。
勤続年数は出産時の勤続年数を用いる。

出産時の勤続年数は、（現在の会社での勤
続年数-末子年齢）で算出
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あったが、予想したような「人的資本が高いほど、短時間勤務を取得せず就業継続をする」、

逆に「人的資本の高い女性ほど家庭での子どもの教育を重視し、短時間勤務を取得して家

庭での時間を増やそうとする」という傾向が得られたとは言えない。 

 

② 家庭環境 

 配偶者の育児負担割合や祖父母からのサポートは義務化前後のいずれも短時間勤務取

得の決定とは有意な関係がなかったが、配偶者の職業については、「自営・自由業」、「そ

の他」である場合、本人が短時間勤務を取得する確率を下げる。5 ～ 10％の有意水準で

あるためそれほど強い効果ではないが、配偶者との育児分担は、短時間勤務の取得の決定

に関しては、育児の「量」というよりも時間の柔軟性が重視されるのかもしれない。とい

うのは、通常、保育園は自宅近くにあり、迎えのためには夕方 16 時～ 17 時台に退社す

る必要がある家庭が多いと考えられるが、配偶者の勤め先が民間企業であると、男性が保

育園の迎えを行うことに対する無理解なども手伝って、早い時間の退社は困難な場合が多

いと予想される。しかし例えば配偶者が自営業で時間に融通が利く場合は、自営業は自宅

近くで開業されている可能性も高いため配偶者に保育園の迎えを任せやすいのではない

だろうか。 

 

③ 職場要因 

 投入した 4 つの変数のうち、義務化の前も後も短時間勤務取得の決定に影響を及ぼし

ていたのは、「短時間勤務を取得すると当社では昇進がなくなる、または遅くなる」ダミ

ーであった。この変数は、本来、短時間勤務を取得することが昇進に響くような職場では、

短時間勤務を取得せずに就業継続するのではないかと予想して投入したが、結果は予想と

は逆に短時間勤務取得に対して正の影響があった。これは、制度の広がりとともに短時間

勤務を取得した女性で、それを取得したことで昇進に影響があったのだと現在強く意識し

ている人が多いために、このような結果になったのだと解釈した。もしそうであるとする

と、取得の決定要因として投入する変数としてはふさわしくないのかもしれないが、その

ように感じた人が多かったということは一つの興味深い結果であると考える。 

 その他の職場に関する要因は、義務化以降に有意な影響を及ぼしている。慢性的な長時

間労働である職場では、短時間勤務を取得する確率が下がる結果になった。これは、長時

間労働を行うことで代替しなければならない育児の実質的な費用よりも、長時間労働が蔓

延している職場では短時間勤務が取りづらいという心理的な費用の方が大きいというこ

とだろう。また、職場に育児中の人をサポートする雰囲気があることは短時間勤務取得を

促していた。職場の変数で義務化以後に有意な効果が多く表れたことについては、義務化

以前は短時間勤務を取り入れやすい職場で短時間勤務が制度化されていたが、義務化に伴

い全ての企業が短時間勤務制度を取り入れなければならなくなったことによって、短時間

勤務になじまない職場での導入の結果がここに表れたのではないかと考える。 
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④ 昇進意欲 

 義務化前には昇進意欲と短時間勤務取得は有意に負の関係にあった（5 ％水準）。義務

化前である 2001 ～ 2008 年は、短時間勤務取得の対象となる子の年齢が引き上げられ制

度が充実してきてはいたが、まだ短時間勤務を取得しない、制度自体がない者も約 6 割お

り（図 4－1 ）、そのような中で、昇進意欲のあった女性は、短時間勤務取得を回避する

方向で調整したのかもしれない。義務化後には昇進意欲の有無は短時間勤務取得の決定に

有意な影響を与えていないが、義務化後は短時間勤務を取得する者が増えたことで、昇進

意欲がある人も評価などを気にせず短時間勤務を取得しやすくなったのかもしれないが、

ここでは可能性の言及にとどめる。 
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表 4－2 短時間勤務制度取得の決定要因（子どもを持つ女性正社員） 

 

 

  

限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差 限界効果 標準誤差

【末子出産年】ベース=2009年以降

1992～2000年出産 -0.160 0.058 ***

2001年～2008年 -0.154 0.047 ***

【本人年齢（末子出産時）】ベース=20～29歳

30～34歳 0.020 0.060 0.053 0.098 -0.131 0.123

35歳以上 -0.104 0.081 -0.058 0.122 -0.259 0.167

【学歴】ベース=高卒

専門学校卒ダミー -0.090 0.102 0.024 0.153 0.055 0.180

短大・高専卒ダミー 0.080 0.065 0.171 0.099 * 0.169 0.123

大学卒以上ダミー -0.090 0.063 -0.019 0.099 0.166 0.148

【勤続年数（末子出産時）】ベース=勤続年数0～5年

勤続年数6～10年ダミー 0.049 0.063 0.029 0.104 0.149 0.114

勤続年数11～15年ダミー 0.090 0.077 0.152 0.117 0.033 0.158

勤続年数16年以上ダミー 0.125 0.094 0.294 0.123 ** -0.007 0.201

【雇用区分】ベース=一般職

雇用区分なし 0.016 0.051 -0.029 0.078 -0.037 0.092

総合職・準総合職 0.088 0.055 0.092 0.086 -0.056 0.105

専門職 0.043 0.093 -0.068 0.179 -0.054 0.163

【子ども】 子ども数 0.134 0.032 *** 0.039 0.049 0.242 0.063 ***

【育児分担】

配偶者の育児負担割合 -0.001 0.001 0.000 0.002 -0.002 0.002

祖父母のサポートスコア 0.001 0.006 -0.004 0.010 -0.013 0.011

〔配偶者職種ダミー〕ベース＝正社員

自営・自由業 -0.219 0.083 ** -0.144 0.138 -0.483 0.149 **

公務員 -0.027 0.088 0.012 0.141 0.133 0.116

その他 -0.092 0.084 -0.238 0.129 * 0.095 0.145

【職場変数】

「上司は、育児中などで時間制約
のある社員の評価は自動的に下
げる」（職場復帰時）ダミー

-0.007 0.048 -0.002 0.076 0.003 0.082

「短時間勤務を取ると昇進見込み
がなくなるまたは遅くなる」ダミー

0.250 0.051 *** 0.260 0.085 *** 0.284 0.066 ***

職場復帰後の職場が慢性的な長
時間労働ダミー

-0.033 0.046 -0.015 0.074 -0.224 0.085 ***

職場復帰後の職場が育児中の人
をサポートする雰囲気があるダ
ミー

0.059 0.040 -0.022 0.065 0.225 0.070 ***

【意識】 昇進意欲ダミー -0.069 0.042 -0.135 0.066 ** -0.001 0.073

Log likelihood

Number of obs

Prob > chi2

Pseudo R2

※有意水準　***<.01  **<.05  *<.1

※頑健標準誤差を使用

-431.370 -188.558 -117.563

全体
（1992～2013年末子出産）

2001～2008年末子出産
（3歳までの選択措置義務）

2009年以降末子出産
（3歳までの単独措置義務）

0.097 0.110 0.205

697 306 227

0.000 0.000 0.000
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表 4－3 記述統計量 

 

  

観測数 平均値 標準偏差 観測数 平均値 標準偏差 観測数 平均値 標準偏差

短時間勤務取得ダミー 697 0.561 0.497 306 0.520 0.500 227 0.643 0.480

【末子出産年】

1992～2000年 697 0.235 0.424

2001年～2008年 697 0.439 0.497

2009年以降 697 0.326 0.469

【本人年齢（末子出産時）】

20～29歳 697 0.268 0.443 306 0.219 0.414 227 0.308 0.463

30～34歳 697 0.412 0.493 306 0.395 0.490 227 0.388 0.488

35歳以上 697 0.320 0.467 306 0.386 0.488 227 0.304 0.461

【学歴】 高卒ダミー 697 0.154 0.361 306 0.141 0.348 227 0.084 0.278

専門学校卒ダミー 697 0.056 0.230 306 0.059 0.236 227 0.062 0.241

短大・高専卒ダミー 697 0.231 0.422 306 0.278 0.449 227 0.167 0.374

大学卒以上ダミー 697 0.560 0.497 306 0.523 0.500 227 0.687 0.465

【勤続年数】 勤続年数0～5年ダミー 697 0.179 0.384 306 0.170 0.376 227 0.198 0.400

勤続年数6～10年ダミー 697 0.317 0.466 306 0.248 0.433 227 0.361 0.481

勤続年数11～15年ダミー 697 0.336 0.473 306 0.376 0.485 227 0.295 0.457

勤続年数16年以上ダミー 697 0.168 0.374 306 0.206 0.405 227 0.145 0.353

【雇用区分】 雇用区分なし 697 0.403 0.491 306 0.405 0.492 227 0.410 0.493

総合職・準総合職 697 0.287 0.453 306 0.307 0.462 227 0.251 0.435

一般職 697 0.255 0.436 306 0.255 0.437 227 0.264 0.442

専門職 697 0.055 0.227 306 0.033 0.178 227 0.075 0.264

【子ども】 子ども数 697 1.703 0.671 306 1.716 0.648 227 1.564 0.697

【育児分担】 配偶者の育児負担割合 697 23.83 16.20 306 24.78 16.75 227 24.05 15.46

祖父母のサポースコア 697 14.01 3.23 306 13.90 3.21 227 14.14 3.40

〔配偶者職種ダミー〕

配偶者正社員 697 0.825 0.380 306 0.843 0.364 227 0.837 0.370

自営・自由業 697 0.059 0.235 306 0.056 0.229 227 0.048 0.215

公務員 697 0.056 0.230 306 0.052 0.223 227 0.070 0.257

その他 697 0.060 0.238 306 0.049 0.216 227 0.044 0.206

【職場変数】 「上司は、育児中などで時
間制約のある社員の評価は

自動的に下げる」（職場復帰

時）ダミー

697 0.260 0.439 306 0.258 0.438 227 0.322 0.468

「短時間勤務を取ると昇進

見込みがなくなるまたは遅く
なる」ダミー

697 0.146 0.354 306 0.131 0.338 227 0.238 0.427

職場復帰後の職場が慢性
的な長時間労働ダミー

697 0.291 0.455 306 0.281 0.450 227 0.313 0.465

職場復帰後の職場が育児

中の人をサポートする雰囲
気があるダミー

697 0.451 0.498 306 0.425 0.495 227 0.520 0.501

【意識】 昇進意欲ダミー 697 0.397 0.490 306 0.408 0.492 227 0.419 0.494

全体
（1992年～2013年末子出産）

2001～2008年末子出産 2009年以降末子出産
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第２項 短時間勤務取得が賃金に及ぼす影響 

 では次に、短時間勤務を取得することが賃金にどのような影響を及ぼすかを分析する。

被説明変数を年収の対数とし、教育年数、勤続年数、雇用区分、企業規模を基本の説明変

数として（モデル 1 ）、子ども数（モデル 2 ）、短時間勤務取得の有無（モデル 3 ）、短

時間勤務取得期間（モデル 4 ）を段階的に加え年収関数を推計したものが表 4－4 であ

る。労働時間8、職種や産業はここでは考慮していない。 

 結果を見ると、子ども数が増えると、年収に有意にマイナスの影響を与えるが（モデル

2）、その一部は短時間勤務取得による影響であることがわかる（モデル 3）。子ども数を

考慮したとしても短時間勤務を取得すること自体が年収を有意に引き下げている（モデル

3）。しかし、短時間勤務の総取得期間が合わせて 2 年までであれば現在年収への有意な

影響はない（モデル 4）。子どもを持つ女性正社員であり、かつ 301 人以上企業規模に勤

める初職継続者という限定はあるが、年収を有意に引き下げるのは 2 年 1 か月以上の短

時間勤務利用である。2 年 1 か月～ 3 年の利用で 13％、3 年 1 か月～ 5 年の利用で約

22％、5 年 1 か月以上では約 30％の賃金に対するペナルティがある。 

 

  

 

8 今回、労働時間を考慮しなかった理由は、労働時間の回答について誤回答が含まれているのではない

かという疑念があったためである。本調査の労働時間を問う設問は、「現在、あなたの１週間の平均労働

時間（残業含む）は何時間ですか。」というものであり、自分で数値を入力する形式となっていた。結果

として、正社員女性で週の労働時間が 30 時間より短い労働者が全体の 4.3%、80 時間以上と長い労働者

が全体の 8.2%存在しており、特に長時間の方の回答には、週の労働時間ではなく、月の残業時間を記入

した者が含まれていたのではないかと考えられた。本来年収関数の推計には労働時間を含めるべきだが、

本調査は正社員として働く子どもを持つ女性という比較的同質のサンプルを利用しているため、上記の

疑念も鑑みて労働時間は変数に含めなかった。なお、念のため労働時間を説明変数に加えて同分析を行

ってみたが、ほとんど結果に違いは見られなかった。 
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表 4－4 年収関数の推計（子どもを持つ女性正社員） 

 

  

係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差 係数 標準誤差

教育年数 0.085 0.012 *** 0.083 0.169 *** 0.081 0.011 *** 0.087 0.011 ***

勤続年数 0.022 0.003 *** 0.024 0.011 *** 0.024 0.003 *** 0.024 0.003 ***

【企業規模】ベース=300～1000人

1001～5000人 0.020 0.048 0.024 0.047 0.009 0.048 0.003 0.047

5001人以上 0.100 0.046 ** 0.094 0.044 ** 0.087 0.045 * 0.101 0.045 **

【雇用区分】ベース=一般職

雇用区分なし 0.067 0.043 0.074 0.045 * 0.069 0.043 0.058 0.042

総合職・準総合職 0.150 0.047 *** 0.155 0.050 *** 0.166 0.047 *** 0.152 0.046 ***

専門職 0.023 0.091 0.021 0.084 0.020 0.089 0.035 0.088

子ども数 -0.068 0.049 ** -0.047 0.028 * -0.060 0.028 **

短時間勤務取得経験有
ダミー

-0.162 0.035 *** -0.159 0.036

【短時間勤務取得期間】

　ベース=短時間取得な
し

短時間～1年 -0.049 0.068

短時間～2年 -0.044 0.056

短時間～3年 -0.137 0.069 **

短時間～5年 -0.213 0.071 ***

短時間～5年1カ月以上 -0.306 0.051 ***

定数項 4.253 0.193 *** 4.362 0.195 *** 4.463 0.189 *** 4.387 0.189 ***

Number of obs

Adj R-squared

※有意水準　***<.01  **<.05  *<.1

※頑健標準誤差を使用

モデル1 モデル2 モデル3 モデル4

707

0.170 0.177 0.200 0.226
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第５節 小括 

 第 4 章では、2010 年の短時間勤務制度義務化に伴い、今後ますます増加するであろう

短時間勤務取得者について、21 世紀職業財団が 2013 年に行った「育児をしながら働く女

性の昇進意欲やモチベーションに関する調査」を用いて、短時間勤務制度取得の決定要因

が義務化の前後でどのように異なるのかを記述統計及び計量分析によって明らかにした。

就業継続をすることを前提とした女性の、短時間勤務を取得するかしないかの決定には、

2010 年の義務化以降、より職場環境が影響を及ぼすようになっている。法律で義務化さ

れたため、すべての雇用者が対象になった結果、長時間勤務が蔓延している職場では取得

しにくく、育児に理解がある職場では取得しやすい傾向がより鮮明になったのではないか

と考える。短時間勤務制度に関心の低かった職場を含めて運用をどのように行っていくか

が重要となるだろう。また、配偶者の就業時間の柔軟性が拡大すれば妻の短時間勤務のニ

ーズは下がる可能性があるかもしれない。 

 本章では加えて、これまでケーススタディとしての議論にとどまっていた短時間勤務制

度の利用がその後の賃金に及ぼす影響について、計量的な分析を行った。2010 年の措置

義務化以降は、正社員として働く有子女性のうち半数以上が短時間勤務を取得しており、

5 年を超える長期にわたる利用も各雇用区分で 1 ～ 2 割見られた。年収関数の推計を行

ったところ、2 年を超える短時間勤務の取得は年収に対して有意にマイナスの影響を持つ

ことが示された。3 年以上 5 年までの利用で 2 割、先行研究で指摘されたような「5～10

年フルタイム勤務をしないケース」は 3 割と、やはり大きく年収を引き下げることが確認

できた。 

 現行法では子が 3 歳未満まで取得することが可能である短時間勤務制度であるが、子

どもが 1 人の場合、3 歳まで短時間勤務を取得すると（育児休業を 1 年取得するとして短

時間勤務利用は 2 年）、フルタイム勤務をしない期間が少なくとも 3 年間に及ぶことにな

る。子が増えればその分、休業期間、フルタイム勤務をしない期間が増えることになる。

その場合その後の年収を 2 割以上引き下げるという大きな影響があるかもしれないとい

うことを、利用する側もよく考慮して取得しなければならないかもしれない。 

 1992 年の導入から、大きく 2 回の改正を経て、短時間勤務制度を持つ企業、取得する

労働者は増加してきている。短時間勤務制度は、女性が出産を経て就業継続するために育

児休業制度に続き重要な制度であることは疑いようがないだろう。職場において、育児休

業から女性がスムーズに職場復帰するために、短時間勤務が取得しやすい職場環境を整え

ることが重要である。また同時に、（長期の短時間勤務取得を一概に否定するつもりはな

いが）女性のキャリア発展という視点から考えた場合には、その利用がキャリアに影響を

及ぼす影響を明らかにし、必要以上に長期に渡らないようにする努力が、企業側、取得す

る女性側とその配偶者に求められるだろう。 

 

  



51 

 

第５章 両立支援策の利用が女性の賃金に及ぼす影響（パネルデータを用いた

分析） 

 

第１節 研究の目的 

 第 4 章では、クロスセクショナルデータを用いて、短時間勤務取得の決定要因、及び短

時間勤務の取得期間が現在年収に対して及ぼす影響について分析を行った。しかしクロス

セクショナルデータでは、労働者の能力ややる気など、データからは観察することができ

ない個人の異質性による結果への影響を排除することができない。本章では、そのような

観察されない個人の異質性の影響を考慮するために、パネルデータを用いて、育児休業と

短時間勤務制度の両立支援策の利用が賃金に対してどのような影響を及ぼすのかを明ら

かにすることを目的として分析を行う。 

 

第２節 両立支援制度利用の実態 

 本章で用いるデータは、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト「働き方とラ

イフスタイルに関する調査」の若年パネル（2006 年時点で 20～34 歳）及び壮年パネル

（2006 年時点で 35～40 歳）のうち、育児休業に関する質問項目を含む wave3～wave11

（2009～2017 年）である。 

 まず、データの基本統計量を利用して、女性の出産と産休・育児休業、短時間勤務の関

係を見ていく。女性全体では、2010 年までは約 2500 名、サンプルが追加された 2011 年

以降は各年約 3000 名の回答者がおり、そのうち出産者は毎年約 3～4 %（モデル 3）にあ

たる。図 5－1 は、それぞれの調査年に出産した女性の、出産前後の就業率を見たもので

ある（変化を捉えやすいよう、偶数年のみ表示している）。それぞれ実線に近いほど、色

が濃いほど近年を表す。調査年を通して、出産者のうちボリュームとして一番多いのは非

就業者であり、出産者の概ね 5～6 割は出産時、非就業の状態にある9。正規雇用者の出産

時の退職は、調査年を経るごとに減っている様子が見て取れるが、非正規雇用者の場合、

時系列による差異はほとんど見られない。正規雇用者の出産時退職の減少に伴い、年を追

うごとに出産時非就業の割合も減少している。 

 また、出産前年に非正規労働者だった場合、出産年に退職している割合が高い。出産前

年から出産当年にかけての正社員の離職率が観察年全体を通して 2 割までにとどまるの

に対して、非正規社員の場合、約 4～7 割が出産当年にかけて離職している。 

 両立支援制度の利用という視点で見ると（表 5－1）、産休・育児休業を利用しているの

はやはり正規雇用者に多く、調査年によってばらつきはあるが、その年に出産した者で正

 

9 自営業者・自由業者，家族従業者，内職はサンプルサイズが小さいため，掲載していない。 
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規雇用を続けた者については約 8 割以上が産休・育児休業を利用している。出産時に非正

規就業の身分を保持している者は、そもそも数が少なく（図 5－1 で見た通り、非正規就

業者は出産時に離職する者が多い）、離職しなかった場合は平均的に約 6 割が産・育児休

業を利用している。  



53 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 5－1 出産前後の女性の雇用率（出産年別，雇用形態別） 
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2009年 2,435 116 正規（n=31） 26正規（n=26） 19

(4.8%) 非正規(n=4) 2 非正規(n=13) 2

自営等(n=4) 2

非就業(n=77) 14

不明(n=0) 0

2010年 2,435 76 正規(20) 19 正規(19) 14

(3.1%) 非正規(9) 7 非正規(15) 4

自営等(5) 5

非就業(42) 15

不明(0) 2

2011年 2,976 130 正規(33) 33 正規(29) 24

(4.4%) 非正規(9) 6 非正規(16) 5

自営等(5) 3

非就業(83) 15

不明(0)

2012年 2,976 116 正規(34) 32 正規(34) 24

(3.9%) 非正規(9) 8 非正規(14) 3

自営等(4) 2

非就業(68) 6

不明(1)

2013年 2,976 118 正規(39) 37 正規(35) 25

(4.0%) 非正規(6) 2 非正規(18) 2

自営等(6) 5

非就業(67) 5

不明(0)

2014年 2,976 89 正規(30) 28 正規(28) 18

(3.0%) 非正規(10) 5 非正規(15) 3

自営等(1) 1

非就業(46) 3

不明(2)

2015年 2,976 104 正規(23) 22 正規(22) 10

(3.5%) 非正規(3) 3 非正規(14) 1

自営等(3) 2

非就業(74) 8

不明(1) 7

2016年 2,976 108 正規(43) 42 正規(37) 21

(3.6%) 非正規(11) 7 非正規(19) 6

自営等(1) 0

非就業(53) 7

不明(0) 9

2017年 2,976 80 正規(29) 29 正規 -

(2.7%) 非正規(8) 5 非正規 -

自営等(2) 1

非就業(41) 2

不明(0)

調査年 n 出産
産休・育児休業を

取得した(出産年)

育児休業を

取得した(出産翌年)

表 5－1 産・育児休業取得者数（出産年別、雇用形態別） 
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 また、実は出産した年に「非就業」でも「産・育休利用」という者もおり、2009～2010 

年は非就業者の約 20～30 %、2011 年以降は約 5～10 % が該当する。これは、制度を利

用して復職せずに退職した者と考えられ、近年ほど減少している。 

 本調査では、育児休業の取得期間を聞いていないが、毎年の就業状態や育児休業の取得

状況から期間を推測できる。表 5－1 の最右列は、出産の翌年の育児休業取得状況を示し

ており、育児休業をどのくらいの期間取得していたかの参考になる10（正規就業者と非正

規就業者のみ掲載。2017 年は翌年のデータがないため不掲載。）。これによると、正規就

業者は出産翌年に約 5～10 %総数が減少しており、出産の翌年に正規職を離職している

者が若干名いることがわかるが、正規職に残った者の間では、多い年で約 8 割、少ない年

でも約 5 割が調査の 2 時点に渡って産・育休を取得したと回答している。 

 次に短時間勤務制度について見ていく。ここでは所定労働時間を見る。非正規就業者、

自営業者等については、その労働時間の柔軟性から、もともとその労働時間で就業してい

るのか、短時間勤務制度を利用しているのか判別がつかないため、正社員就業している者

にサンプルを絞って、週の所定労働時間が 40 時間未満になった者を短時間勤務制度利用

者とみなす。 

 図 5－2 は、2009 年から 2015 年の間に、週の所定労働時間が 40 時間未満であると回

答した女性の出産年、出産翌年、出産 2 年後、出産 3 年後の推移を見たものである（実線

ほど、線が濃いほど近年を表す。見やすさのため奇数年のみ表示している）。育児休業ほ

ど時系列によるわかりやすい変化は見られないが、表５－1 で見た通り、出産年、出産翌

年はまだ育児休業を取得している女性も多く、2013 年を除いて出産 2 年後に所定労働時

間が 40 時間未満になる者が多い。その後出産 3 年後には徐々に労働時間を元に（所定労

働時間 40 時間以上に）戻す傾向があるように見受けられる。 

  

 

10 産休・育休を合わせて 1 年以上取得した場合，出産年の翌年もまだ「産休・育休を利用した」という

設問に対して「はい」と回答すると考えられる。 
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図 5－2 所定労働時間 40 時間未満を選択した正規労働者（女性）の推移（出産年別） 

 

 

第３節 推計モデル 

 分析には、OLS モデルと固定効果モデルを用いて、分析結果の比較を行う。被説明変

数には時間当たり賃金の対数値、説明変数には年齢、学歴、勤続年数、企業規模ダミー、

パートダミー、子ども数ダミー、出産前後経過年数を用いる。被説明変数である時間当た

り賃金の対数値は、月収を、1 日の労働時間×月の労働日数で割り、算出している。また、

学歴は期間を通して変化しない変数であるため、固定効果モデル推定では係数は算出され

ない。 

 OLS と固定効果モデルを同時に用いる理由は、両立支援制度の利用に個人の観察でき

ない異質性が大きく影響を及ぼすと考えられるためである。つまり、より家庭志向の女性

は制度を利用し、逆に、よりキャリア志向の女性は制度を利用せず、もしくは利用は最低

限にして早く職場復帰しようとすると考えられるが、そのような個々人の志向については

データから観察することが難しい。これをそのまま推計してしまうと、賃金に影響を及ぼ

したのは調査対象者の志向なのか、両立支援策の利用なのか判別ができず、結果にバイア

スが生じてしまう恐れがある。OLS モデルはこのような観察できない個人の異質性を考

慮できないが、固定効果モデルはそのような個体特性の影響を受けないため、この点の結

果への影響を観察するために、2 つの推計を行う。 
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第４節 推計結果 

 OLS と固定効果による賃金関数の推計を行ったのが表５－2 である。両立支援策につ

いて見てみると、OLS では育児休業取得と賃金との間に有意な関係はないが、固定効果

モデルでは育児休業を取得することは賃金に対して有意にプラスの影響を及ぼす。観察さ

れない個人の異質性（志向や能力など）が賃金と育児休業取得に対して何らかの影響を及

ぼしているということである。短時間勤務取得については OLS でも固定効果でも時間当

たり賃金に対して有意にプラスの影響を与えており、短時間勤務を取得する人はやはり取

得しない人に比べて時間当たり賃金が高く、さらに同一の個人で比較した場合でも、短時

間勤務取得中は時間当たり賃金が有意に上がるということになる。 

 子ども数は両モデルともに賃金と有意な関係になく、子ども数が増えるほど賃金にペナ

ルティがあるという関係はここでは見られなかった。パート就業の効果を見たのがパート

ダミーである。分析では、無業の場合賃金が観測されないため、固定効果モデルにおける

パートダミーは調査期間中の正規雇用、非正規雇用間の変化を表している11。調査期間中

のパート経験は OLS、固定効果モデルともに時間当たり賃金に対して有意にマイナスの

影響を与えている。ただし、観察されない個人の異質性を考慮した結果、影響の大きさは

OLS（－25.5 %）に比べ固定効果モデル（－5.8 % ）と弱まっている。つまり、パート就

業の効果に関する大部分は、観察できない個人属性が賃金とパート就業の両方に影響を及

ぼしているためと解釈できる。 

 

  

 

11 雇用形態には、「正規雇用」「非正規雇用」「自営・家族従業者・内職」「無職」の 4 種類が

あるが、本章では両立支援策の効果を主な着眼点としているため、「自営・家族従業者・内職」

（全体の 4.5 %）は分析から除いた。 
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表 5－2 賃金関数の推定結果（OLS，固定効果モデル） 

 

 

 その他の変数については、どちらのモデルとも、年齢、勤続年数が時間当たり賃金（対

数値）に対して有意にプラスの影響を与えている。固定効果モデルでは変化しないため除

かれてしまう学歴についても、OLS モデルではすべての学歴レベルで高卒者と比較して

賃金が高まる。企業規模は OLS では企業規模 1000 人以上と比較して、それ未満の規模

では有意にマイナス、官公庁では有意にプラスであったが、固定効果モデルでは企業規模

による有意な違いは見られなかったため、観察されない個人属性が賃金と企業規模の両方

に影響を及ぼしていると考えられる。 

 次に、表 5－3 では出産前後の経過年数を考慮して正社員の賃金関数の推計を行った結

果を示す（固定効果モデル）。表 5－2 との違いは、サンプルを正社員のみに限定してい

ることである。このようなサンプルの限定を行った理由は、出産時離職せず正社員就業を

継続した女性の賃金について、両立支援策の利用がどのような影響を及ぼしているか、子

どもの有無や子ども数によって賃金ペナルティがあるのかどうかを検証したかったため

係数 標準誤差 係数 標準誤差

年齢 0.013 0.001 *** 0.017 0.002 ***

勤続年数 0.008 0.001 *** 0.004 0.001 ***

【学歴】ベース=高卒

専門学校卒 0.151 0.015 *** - -

短大卒 0.134 0.016 *** - -

大卒以上 0.215 0.014 *** - -

【企業規模】ベース=1000人以上

1～29人 -0.132 0.014 *** -0.016 0.018

30～299人 -0.116 0.011 *** 0.003 0.014

官公庁 0.057 0.016 *** -0.006 0.028

【出産と両立支援策】

育児休業取得ダミー 0.015 0.018 0.027 0.014 *

短時間勤務取得ダミー 0.167 0.020 *** 0.172 0.015 ***

【子ども数】ベース=子どもなし

子ども1人ダミー 0.016 0.015 0.017 0.019

子ども2人ダミー -0.016 0.014 -0.029 0.023

子ども3人以上ダミー -0.028 0.021 0.021 0.035

【パート】

パートダミー -0.255 0.018 *** -0.058 0.020 ***

定数項 6.026 0.161 *** 6.493 0.053 ***

Number of obs

R-squared

Pseudo R2（within）

Pseudo R2（between）

Pseudo R2（overall）

Hausman test

※有意水準　***<.01  **<.05  *<.1

　　　　※それぞれ頑健標準誤差、クラスター標準誤差を使用

OLS 固定効果

4555 4555

-

- 0.000

- 0.044

- 0.084

0.234

- 0.104
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である。 

ここでは比較のために、同様の分析を男性についても行った。男性の場合の「出産前年」

「出産年」「出産翌年」「出産 2 年後」は、配偶者の出産という意味になる。出産前後の経

過年数について、男女では明らかな違いが見られた。女性が出産時離職せず、正社員就業

をした場合、出産前後と賃金の関係について、出産前年、出産年、出産 2 年後は有意では

ない。唯一出産翌年に 10 % 水準でプラスの符号で有意となっている。 

対して男性は、出産 1 年前については有意ではないが、勤続年数を考慮したうえでも

出産年、出産翌年、出産 2 年後と賃金上昇しており、「出産プレミアム」のような現象が

見られている。育児休業については、男女ともに賃金と有意な関係はないが、短時間勤務

制度取得については、賃金に対して有意にプラスの影響があった（ただし、男性は育児休

業取得者、短時間勤務取得者共に非常に数が少なく、非常に特殊な層を表していると考え

られる）。 

 子ども数については、正規・非正規をあわせて分析を行った表 5－2 では、OLS モデ

ルでも固定効果モデルでも賃金に対して有意ではなかったが、正社員にサンプルを限定す

ると男女いずれも子どもがいない時から子どもを持つようになると賃金が高まる。正社員

に対する子の扶養手当による影響ではないかと考える。 

  



60 

 

表 5－3 賃金関数の推定結果（出産前後経過年数別・正社員のみ）12 

 

 

今回、調査票の質問項目から変数を作成するにあたり、以下の方法を取ったことをこ

こに明記しておく。まず、育児休業ダミーについては、「この一年間に、以下のような出

来事を経験したことがありますか」という設問中、「自分が産・育休を取得した」を選択

した場合 1、選択しなかった場合を 0 とするダミー変数を作成した。次に、短時間勤務

取得ダミーについては、「あなたが通常働くことになっている時間は、残業を除いて週何

時間ですか」という設問に対して、「20 時間以下」「20 時間超 30 時間以下」「30 時間超

 

12 表 5-3 において、男性の短時間勤務ダミーの係数が 0.577 と高い。これは、短時間勤務を取得したか

否かのダミー変数が、実際に短時間勤務制度を利用したかどうかではなく、労働時時間が 8 時間未満で

ある場合に 1 となるように作成されていることに起因すると考えられる。つまり、男性・正社員で短い

労働時間で働く労働者は表 5-4 の記述統計からもわかるように少なく、非常に特殊な層の結果を反映し

ていると考えられる。 

係数 標準誤差 係数 標準誤差

出産1年前 0.006 0.024 0.021 0.017

出産年 0.011 0.028 0.049 0.018 ***

出産翌年 0.046 0.018 * 0.048 0.018 ***

出産2年後 0.022 0.017 0.046 0.018 **

勤続年数 0.008 0.002 *** 0.012 0.001 ***

【企業規模】ベース=1000人以上

1～29人 -0.034 0.027 -0.009 0.027

30～299人 -0.010 0.020 -0.004 0.019

官公庁 -0.013 0.038 -0.029 0.031

【出産と両立支援策】

育児休業取得ダミー -0.007 0.022 -0.087 0.067

短時間勤務取得ダミー 0.186 0.020 *** 0.577 0.033 ***

【子ども数】ベース=子どもなし

子ども1人ダミー 0.070 0.026 ** 0.069 0.023 ***

子ども2人ダミー 0.069 0.034 * 0.113 0.026 ***

子ども3人以上ダミー 0.106 0.046 ** 0.128 0.032 ***

定数項 7.054 0.019 *** 7.114 0.022 ***

Number of obs

Pseudo R2（within）

Pseudo R2（between）

Pseudo R2（overall）

Hausman test

※有意水準　***<.01  **<.05  *<.1

※クラスター頑健標準誤差を使用

0.130 0.172

女性 男性

0.125 0.163

0.000 0.000

2529 4383

0.076 0.121
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35 時間以下」「35 時間超 35 時間以下」を選択した場合 1、「40 時間」または「40 時間

以上」と選択した場合を 0 とするダミー変数を作成した。被説明変数とした時間当たり

賃金関数については、前述の通り、月収を 1 日の労働時間×月の労働日数で割り算出し

ているが、ここで使用した労働時間には所定労働時間ではなく、実労働時間を用いてい

る。実労働時間を問う設問は、「ふだん仕事に従事している時間」「1 日あたりの労働

（残業含む）時間」として回答者が数字を自由に記入する形式が取られている。また、

月収を問う設問では、「あなたの給料や収入の形態はどれに該当しますか。支払われ方に

○をし、そのおおよその金額（税金、社会保険料、その他が引かれる前の額）を教えて

ください」という設問に対し、回答者自身が給与形態を選択し、金額については数字を

自由に記入する形式が取られている。 

以上を踏まえ、研究の限界として言及しておきたい点として、今回の調査票の質問形

式からは、調査票回答時に、「この 1 年間に自分が産・育休を取得した」ことまでは把握

できるが、回答時にまさに育児休業取得中かどうかについては、把握できなかったとい

う点がある。もし育児休業取得中であった場合、月の労働時間が 0 となる者がいるはず

だが、「ふだんの」労働時間を聞いているため、そこには休業中ではない「ふだんの」労

働時間を記入してしまっている可能性が否定できないためである13。月給については、

「ふだんの」という聞き方をしているわけではないが、労働時間の設問の後にあるた

め、やはり休業中ではなく「ふだんの」の月給を回答している可能性が否定できないの

ではないかと考える14。そのため、回答者が育児休業取得中なのか、育児休業から復帰

して短時間勤務制度を取得せず就業しているのかがデータ上からは確認できないという

ことになる。注より、「この 1 年間に自分が産・育休を取得した」正社員女性の 60％以

上が週の所定労働時間が「40 時間以上」と回答していることから、むしろ育休取得中に

育休取得前の労働時間を記入している割合の方が高いのではないかと考えられる。この

点が結果に及ぼす影響として、短時間勤務取得ダミーについて、0 の方に振り分けたサ

ンプルについては、実際には育児休業取得中で労働時間 0 だったとしても、「ふだんの」

労働時間を記入したために週 40 時間以上労働している人と認識された可能性がある。つ

まり、短時間勤務を非取得の中には、短時間勤務を取得せず職場復帰した場合と、ふだ

 

13 データ上で確認してみると、「この 1 年間に自分が産・育休を取得した」と回答した正社員女性の労

働時間は、例えば 2009 年では、週の所定労働時間が「40 時間未満」25.8%、「40 時間以上」67.6%、「無

回答・非回答」6.5%である。また例えば 2014 年では、「40 時間未満」30.0%、「40 時間以上」63.3%、

「無回答・非回答」6.7%である。出産年に週労働時間が 40 時間以上と回答した者の中には、実際に出産

後産休のみ取得して職場復帰し、短時間勤務を取得しなかった者と、育児休業取得中だが「ふだんの」

労働時間を回答している者が含まれると考える。 

14 データ上で確認してみると、「この 1 年間に自分が産・育休を取得した」と回答した正社員女性の月

給に関する回答が「0」と回答した者は 2009 年に 1 名いるのみで、その後の調査年では見られない。 
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んの労働時間で働いている場合が同時に含まれており、以下の理由により短時間勤務を

取得した場合の時間当たり賃金を過大に推計してしまっている可能性がある。 

短時間勤務取得中の労働者に対する諸手当（営業手当、精勤手当、職務手当等）の支

給については、法律による規定はなく、各社で任意に決定して良いことになっている。

交通費の支給や各種手当がフルタイム勤務者と同様に支給された場合、短時間勤務者の

時間当たり賃金が実際より高めに算出されてしまう可能性がある。本研究で用いた調査

の回答者が勤務する企業が、短時間勤務取得中は諸手当をフルタイム勤務中と変わらず

支給しているか、減額しているかはわからないため、推計結果の短時間勤務ダミーの時

間当たり賃金へのプラスの影響に対して実際にどの程度の影響を及ぼしているかはわか

らないが、この点を結果の解釈に関する注意点として言及しておきたい。今回の分析で

は、短時間勤務取得者の時間当たり賃金が有意に高くなるという結果が得られたが、そ

の理由については調査票や変数作成上の限界もあり追求しきれなかったため、この点に

ついては今後の研究の課題としていきたい。 
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第５節 小括 

 育児休業制度、短時間勤務制度などの両立支援策が施行されてから四半世紀以上が経ち、

制度の利用が増えていく中で、制度利用における賃金やキャリアへの影響が注目されてい

る。 

 本章のまとめとして、まず記述的なデータ分析により、女性は出産時非就業である層が

最も多いことが改めて浮き彫りにされた。両立支援制度の恩恵を、出産者のうち 4 ～ 5 

割の女性が受けていない。仮に出産前年に雇用されていた場合でも、それが非正規職であ

った女性は制度を利用することなく離職している割合が高い。両立支援制度を利用してい

るのは多くが雇用が安定している正社員層であった。 

 本章では、 両立支援策を利用することで賃金ペナルティがあるのではないかと予想し、

両立支援制度利用の有無と賃金の関係について、OLS モデルと、個人の能力や意欲など

の観察できない異質性を考慮できる固定効果モデルを用いて推計した。結果として、正規

職、非正規職を合わせ出産していない者も含めた分析では、パート就業への切り替えは賃

金に対してマイナスの効果を持つ一方で、短時間勤務制度を利用して就業継続する層は相

対的に賃金の高い層であることがわかった。日本のこれまでの先行研究では、比較的賃金

が高く雇用が安定した女性が育児休業を利用して就業継続する様子が描き出されていた

が、近年においては育児休業の利用はより一般的になってきており、今度は短時間勤務が

かつての育児休業制度のように、恵まれた層の女性が利用する制度であるという位置づけ

に変化してきている可能性を指摘したい。 

 正社員にサンプルを絞り、出産前後の経過年数と賃金の関係を見た結果、女性は出産前

後に賃金上昇がほとんど見られないのに対し、男性は出産年から翌年、出産 2 年後にか

けて賃金の上昇が見られた。正社員女性に対して出産による直接の賃金ペナルティは見ら

れなかったが、男性には配偶者の出産による賃金プレミアムのような現象が見られたこと

から、そのこと（女性には賃金プレミアムが見られないこと）自体が女性の「賃金ペナル

ティ」であると言えるのではないだろうか。 

 今後の分析の方向性として、制度の影響を見る手法として、やはり個人の異質性を考慮

できるパネルデータの分析が欠かせないと考えられるが、特に短時間勤務制度については

得られるサンプルがまだ少ないことから、より大規模なパネルデータを用いることが求め

られる。同時に、今回用いたデータは 9 年分のパネルデータであったが、出産が賃金に

与える影響は短期的なものだけでなく長期的な影響もある。賃金に及ぼすより長期の影響

を検証するには、より長期間に渡るパネルデータを用いる必要がある。  
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表 5－4 記述統計量 

  

平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値 平均値 標準偏差 最小値 最大値

時間当たり賃金 1356 637 500 10909 1364 557 500 7813 1630 1122 510 37500

時間当たり賃金（対数） 7.142 0.354 6.2146 9.2974 7.159 0.330 6.215 8.963 7.307 0.384 6.235 10.532

年齢 36.5 6.237 23 47 35.5 5.8 24 45 37.1 5.3 24 45

勤続年数 8.6 6.6 0 29 8.8 6.3 0 26 10.4 6.7 0 27

【学歴】

高卒ダミー 0.188 0.391 0 1 0.168 0.374 0 1 0.268 0.443 0 1

専門学校卒ダミー 0.212 0.409 0 1 0.209 0.407 0 1 0.161 0.367 0 1

短大卒ダミー 0.227 0.419 0 1 0.222 0.416 0 1 0.044 0.205 0 1

大卒ダミー 0.373 0.484 0 1 0.401 0.490 0 1 0.527 0.499 0 1

【企業規模】

1～29人 0.221 0.415 0 1 0.206 0.404 0 1 0.180 0.384 0 1

30～300人 0.344 0.475 0 1 0.350 0.477 0 1 0.319 0.466 0 1

1000人以上 0.367 0.482 0 1 0.381 0.486 0 1 0.441 0.497 0 1

官公庁 0.068 0.252 0 1 0.063 0.243 0 1 0.060 0.237 0 1

【パート】

パートダミー 0.132 0.338 0 1

【両立支援策の利用】

育児休業取得ダミー 0.077 0.266 0 1 0.094 0.291 0 1 0.003 0.052 0 1

短時間勤務取得ダミー 0.129 0.335 0 1 0.080 0.272 0 1 0.015 0.122 0 1

【子ども】

子どもなしダミー 0.56 0.50 0 1 0.61 0.49 0 1 0.455 0.50 0 1

子ども1人ダミー 0.16 0.37 0 1 0.16 0.36 0 1 0.206 0.40 0 1

子ども2人ダミー 0.21 0.41 0 1 0.18 0.38 0 1 0.256 0.44 0 1

子ども3人以上ダミー 0.07 0.25 0 1 0.05 0.22 0 1 0.083 0.28 0 1

【出産経過年数】

出産前年 0.042 0.201 0 1 0.056 0.23 0 1

出産年 0.045 0.208 0 1 0.055 0.23 0 1

出産翌年 0.051 0.221 0 1 0.052 0.22 0 1

出産2年後 0.058 0.234 0 1 0.049 0.22 0 1

観測数

男性・正社員のみ

43834555

女性全体 女性・正社員のみ

2529
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第６章 有配偶女性の昇進意欲を規定する要因 

 第 4 章では、クロスセクショナルデータを用いて、短時間勤務取得の決定要因、及び短

時間勤務の取得期間が現在年収に対して及ぼす影響について、第 5 章では、パネルデータ

を用いて、育児休業と短時間勤務制度の両立支援策の利用が賃金に対してどのような影響

を及ぼすのかを明らかにすることを目的として分析を行った。しかし両立支援策を利用し

て就業継続したとして、女性がキャリア発展を追求することは可能なのだろうか。本章で

は、女性の昇進意欲に着目して分析を行う。 

 

第１節 研究の背景と目的 

 第 1 章において、女性の管理職比率が世界的に見て低い現状について確認すると同時

に、女性の管理職への昇進希望が男性と比較して非常に低いことを示した。ここでは、女

性の昇進希望についてもう少し掘り下げて考えていきたい。 

 なぜ女性は昇進を希望しないのだろうか。前出の労働政策研究・研修機構（2014）では、

「管理職への昇進を望まない理由（複数回答）」として、「仕事と家庭の両立が困難になる」

を選択した者が 300 人以上企業規模で 40.0％と最も高くなっている。男性では 17.4％

であるから、女性にかかる家庭責任の重さが伺われる。 

 家事育児量が増大すると考えられる子どものいる女性に絞ってみると、300 人以上企

業規模に勤める子どものいる女性正社員 2,500 人を対象とした『育児をしながら働く女

性の昇進意欲やモチベーションに関する調査』（21 世紀職業財団 , 2013）では、「昇進し

たくない理由（一般従業員・複数回答）」として、「仕事と家庭の両立が難しそうだから」

を選択した者が 44.8％で最も多く、ここでも女性たちが、昇進と家庭はトレードオフの

関係にあると考えていることがわかる。実際に、国立社会保障・人口問題研究所が 2013 

年に実施した『第 5 回家庭動向調査』によると、妻が常勤の場合、1 日の平均家事時間

は 183 分であり、他の雇用形態と比較すると最も短くはあるが、それでも家事の 80％以

上を 6 割以上の常勤の妻が担っている現状が明らかになっている。もし管理職になるこ

とで労働時間や休日出勤などの実質的負担、責任の拡大による心理的負担の増加が見込ま

れるとするならば、実質的な家事や育児の負担が大きいことは、昇進意欲を抑制する方向

に働くだろう。 

 本章では、先行研究では明示的に扱われてこなかった家庭要因と意識要因が有配偶女性

の昇進意欲に与える影響を有配偶男性との比較から明らかにすることを目的としている。

具体的には、子どもの有無、末子年齢などに加えて、配偶者の雇用形態、回答者本人の年

収が世帯年収に占める割合が昇進意欲に影響を与えるのかを考える。また、前述のように、

「仕事と家庭の両立が難しい」から昇進を希望しないという実態があるとしたら、現実に

家事・育児の負担が重いことは昇進意欲を下げるのかどうかを確認する。しかし昇進意欲

は、現実の家庭責任の負担より、もともとの意欲によって独立に決定されるものであるか
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もしれないため、昇進意欲は現実の家庭責任によって規定されるのか、それとももともと

持っていた昇進意欲や性別役割分業感によって規定されるのか、あるいは両方なのかとい

った関係を見ていく。 

 第 2 章において、昇進意欲に関する国内の研究について概観したが、これらの先行研究

は、いずれも社内における、昇進意欲に影響を与えると考えられる費用便益に注目してお

り、本研究の課題である昇進意欲に影響を与える家庭や意識要因についてはあまり扱われ

ていなかった。しかし結婚しているかどうか、子どもがいるかどうかなどの基本的な変数

はコントロール変数として扱われている。女性が主に家事育児を担うのであれば、結婚し

ていることや子どもがいることは、女性の昇進意欲を下げ、逆に男性の昇進意欲を上げる

のではないかと予想されるが、不思議なことに先行研究は必ずしもそうした結果を示して

いない。配偶関係や子どもの有無と昇進意欲の関係について、それぞれの分析対象が異な

るので、改めてその対象を整理する。 

 武石（2014）の結果は、女性の昇進意欲を下げ、逆に男性の昇進意欲を上げるという予

想と整合的であるが、安田（2009）では、むしろ子どもがいる女性の方が昇進意欲が高い

という逆の結果であり、川口（2012）の分析では有配偶であることや子どもがいることと

女性の昇進意欲とは無関係である。武石（2014）では、100 人以上企業に勤める 40 歳未

満の大卒者が分析対象となっており、配偶者がいることは、女性の昇進意欲を低め、逆に

男性の昇進意欲を高めると示された。子どもの存在と昇進意欲は男女ともに有意な関係が

なかった。また、親との同居はむしろ昇進意欲にマイナスの影響を与えていた。川口（2012）

の調査対象は 20 歳代（配偶者のいる割合は約 4 割）と若いことが特徴である。これは 

300 人以上規模の企業に勤める一般社員の分析であり、配偶者・子ども数がコントロール

変数として加えられているが、そのどちらも男女の昇進意欲とは有意な関係がなかった。

一方、安田（2009）は総合職に限定した分析である。100 人以上企業に勤める 39 歳以下

の分析であるが、配偶者がいる場合には女性の昇進意欲は弱くなり、子どもがいることは

むしろ昇進意欲を高めると示した。安田の後の研究（安田, 2012）ではさらに若干の家庭

要因が加えられており、配偶者が働いていない場合男性の昇進意欲が高まり、子ども数が

増えるほど男性の昇進意欲が下がることを示している。また、家事関連の時間が長いほど

男女とも昇進意欲が高まっており、安田はそれについて、「家事関連時間が長く、自己規

律が取れている社員は昇進意欲も高いのかもしれない」としている。このように、昇進意

欲に関する先行研究では、昇進意欲に対する結婚や子どもの影響は、年齢や企業規模など

の分析対象によって異なっており、結論が出ていない。 

 これまでの研究蓄積の中で、女性の就業と出産育児の両立に関する研究蓄積は厚い。こ

れに対して、女性の昇進と出産育児の両立という視点の研究は少ない。加えて、既存研究

では、女性管理職数の少なさから、実際に昇進した女性に対して聞き取り調査が行われて

いるものが多く、量的な分析を行っている研究は少ない。また、これまでの昇進研究は、

昇進の構造や、昇進の要件に関する研究蓄積は厚いが、昇進意欲に関する研究は近年にな
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って上記の数件見られるのみである。本章は、女性の昇進と出産育児の両立という女性労

働の質の問題に対して、特に昇進意欲に焦点を当て計量的な分析を行うという点でこれま

での研究蓄積に資する。 

 また、わが国における昇進意欲の先行研究は、いずれも企業内の男女均等施策、ポジテ

ィブ・アクション施策や仕事と家庭の両立支援策などが女性の昇進することによる費用を

軽減し、昇進意欲を高めるかどうかという点に分析の主眼を置いている。本章も同じよう

な関心を持つが、加えて、ある意味では当たり前ととらえられていたのかもしれない、先

行研究ではあまり注目されて来なかった、家庭内での家事負担や家計分担が男女の昇進意

欲に影響を与えているのかどうかに注目する。 

 

第２節 分析方法 

 被説明変数は、現在の昇進意欲である。ただしここで問題となるのは、女性は結婚する

と正社員から離職する者も少なくはなく、さらに出産すると正社員からの離職が一層高ま

ることだ。つまり、有配偶で子どもを持ちつつ正社員就業している女性については、一定

の性向のあるサンプルに限定される可能性が高い。こうした者は、説明変数としては観察

されない仕事に対する意欲や昇進意欲がそもそも高い女性の集まりかもしれない。そこで、

そのように誤差項部分で就業意欲が高い女性が多い可能性を考慮する方法として、

Heckman(1979) の 2 段階推計を行う。すなわち、第 1 段階として全有配偶者を対象に、

現在正社員でいることについての就業選択のプロビット分析を行い、ここからミルズ比の

逆数を計算した上で、この項目を正社員に残るということについて誤差項部分でのセレク

ションを修正する項目として、正社員の昇進意欲を被説明変数とする分析に加えるという

方法をとる。分析対象は、①配偶者を持つ、② 39 歳以下の、③調査時点で管理職に就い

ていない者と定める。本分析は就業者の家庭要因が昇進意欲に及ぼす影響を探るものであ

るため、回答者の配偶者の情報が必須である。そのため、配偶者がいる者に限定して分析

を行う。39 歳以下に年齢を区切る理由は、武石（2014）にもあるように、昇進が増える

年齢層（40 歳代）を対象に含めると、結果としてその年齢層には昇進しなかった層を多

く含むことになり、結果にバイアスが生じるためである。既に役職に就いている者15は、

一般の社員とは昇進意欲の分布が違う（昇進意欲が高い者に偏っている）ため、除いて分

析16を行う。最終的なサンプルは、第一段階の推計（39 歳以下の有配偶者）で男性 1,392 

 
15  「既に役職に就いている者」とは、「現在の勤め先でのあなたの職種は、何ですか」という設問に対

して、「管理的な仕事」を選んだ者である。彼らの昇進意欲を確認したところ、他の職種を選択した者よ

り有意に高かったため、「役職者」と見なし、今回の分析からは除外した。 

16 管理職であるためサンプルから脱落した者は、男性は 20~29 歳層では 4.3%、30~34 歳層では 8.6%、

35~39 歳層では 11.1%、女性は 20~29 歳層では 2.7%、30~34 歳層では 2.8%、35~39 歳層では 2.7% 

であった。このように男性では若干脱落が起きているが、ここでは女性を中心として分析しているため、

女性の昇進年齢が全般に遅いこともあり 39 歳までの分析とした。 
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名、女性 1,786 名、第二段階の推計（39 歳以下の有配偶者で、かつ正社員）で男性 1,252 

名、女性 302 名を使用する。 

 

第３節 仮説 

 昇進意欲に影響を与える家庭内の要素として、第一は、家事育児負担が考えられる。企

業の人事マイクロデータを分析した Kawaguchi and Owan（2013）は、女性の労働時間と

昇進率について有意にプラスの関係があることを示しているが、家事育児に関わる実際の

時間負担が労働時間とレードオフの関係にあると考えると、家事育児負担が重いことは、

女性が昇進を目指す際のコストになると考えられる。従って、家事育児負担と昇進意欲は

負の関係にあると予想される。 

 第二は、子ども数と末子の年齢である。子ども数が多い場合、それだけ子どもにかかる

時間が増え、末子年齢が低いほど世話に時間を割かなければならないために、第一の家事

育児負担と同様、子ども数と末子年齢は昇進意欲と負の関係にあると予想される。 

 第三は、配偶者の雇用形態である。Becker（1991）の家庭内分業の理論を応用すると、

一方が無職である場合はもちろん、例え共働きであっても、結婚し、あるいは子どもがい

るのであれば、夫婦のどちらか一方が市場労働を中心に担当し、もう一方が家庭内労働を

中心に担当することになる。昇進意欲を、労働市場で賃金上昇のために自己投資をしてい

く意欲と読み替えると、夫婦どちらも働いている場合は、夫婦のうち、市場労働をメイン

で担当する方の昇進意欲については上がるが、家事労働をメインで担当する方は昇進意欲

を持たない、あるいは下がるというのがこのモデルの予想となる。 

 第四は、世帯収入に占める回答者本人の収入割合である。前出の家庭内分業の理論では、

家事能力が同じであれば賃金の高い方が市場労働に特化すると考えられた。回答者の賃金

が世帯年収に占める割合が配偶者より高いほど、回答者が市場労働に特化する可能性が高

まる。そのような場合、回答者の昇進意欲は上がるはずである。 

 第五に、もともと持っている意識である。上に挙げた 4 つの仮説は、昇進意欲に影響を

与える要因として、実質的な家事育児や家計の負担を考えたものであった。しかし、昇進

意欲というのは、一種の独立した選好の問題であって、家事や子育ての現実とはかかわら

ないのかもしれない。そうであればもともとどのような意識を持っていたかが重要であり、

その後の婚姻、出産、現実の家事分担などは関係がないということも考えられる。民間大

企業に勤める 20 歳代後半から 40 歳代の女性 20 名に聞き取り調査を行った永瀬・山谷

（2012）は、学卒時の就業継続意識の高さが近年女性の昇進の重要な要素になっているこ

とを指摘している。つまり、もともと昇進や就業継続に関してどのような意識を持ってい

たかが、現在の昇進意欲に大きな影響を与えていると考えられる。ここで言うもともとの

意識には、以下の 2 つを考える。一つは過去の昇進意欲である。昔から昇進意欲が高い

場合、労働意欲も高いことが予想され、それが業績につながり現在の昇進意欲をますます

高めている可能性が考えられる。二つ目は、性別役割分業感である。男性の場合、性別役
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割分業感を肯定するということは、「男性は仕事に励む」ということを支持しているとい

うことであり、昇進意欲も高いと予想される。女性の場合、「女性は仕事より家庭」であ

ると考えるということは、仕事をしない、または仕事をしたとしても上を目指さない働き

方をすると考えられる。 

 第六に、管理職になることで得られる便益と、管理職になると被る費用について回答者

本人がどのように認識しているかも、昇進意欲に影響を与えると考えられる。管理職にな

るメリット（例えば権限の拡大）は昇進意欲へプラスに働き、管理職になることのデメリ

ット（例えば労働時間の長時間化）は昇進意欲へマイナスに働くと考えられる。 

 

第４節 使用するデータと変数の定義 

 第 3 章で示した通り、データには内閣府が 2009 年に全国 20 歳～ 44 歳の男女 

10,000 名に対して行った、「男女の能力発揮とライフプランに対する意識に関する調査」

を使用する。本データ全体では、男性は約 8 割が正社員として就業、女性は正社員とし

て働いている者は全体の 3 割ほどであり、非正規が 3 割、無職の者が約 4 割となって

いる。分析では、調査対象者の家庭要因が昇進意欲に及ぼす影響を見るために、上記のう

ち、正社員の有配偶者に焦点を当てて分析を行う。分析に使用するデータを総務省『平成 

24 年就業構造基本調査』の同じ年齢層の最終学歴分布と比較すると、就業構造基本調査

は中卒 3.7％、高卒 39.7％、短大・高専卒 9.6％、大卒 41.2％、大学院卒 5.8％と、本章

で分析に使用したデータでは中卒 2.2％、高卒 22.9％、短大・高専卒 19.5％、大卒 47.1％、

大学院卒 8.0％となっており、やや高学歴層が多いデータであることを予め明記しておく。 

 被説明変数とする「昇進意欲」には、「あなたは、今後、仕事や働き方についてどのよ

うになりたいと思いますか。」という設問に対して、「管理職として、組織の経営や管理に

携わりたい」に「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した場合 1、「どちらか

といえばそう思わない」「そう思わない」「わからない」と回答した場合 0 とするダミー

変数を用いる。同設問に対して、「そう思う」「どちらかといえばそう思う」と回答した割

合は、男性・現在で 52.6％、男性・学卒時で 47.0％となっている。女性では、現在、学

卒時のいずれも男性の半分程度であり、それぞれ 25.2％、24.2％である。本データでは未

婚・正社員の情報も得られるため比較のためここに示すと、未婚・正社員男性で現在の昇

進意欲「あり」は 52.0％、学卒時昇進意欲「あり」は 44.2％、未婚・正社員女性ではそ

れぞれ 19.8％、20.4％となっている。男性では未婚か既婚かで現在と学卒時の昇進意欲

にほとんど差は見られないが、女性では有配偶者の方が現在も過去も昇進意欲が高いこと

がわかる。これは、未婚で昇進意欲がそれほど高くない者は、その後結婚や出産で会社を

退職してしまうため、結婚や出産を経ても正社員として会社に残っている有配偶女性の中

には比較的昇進意欲が高い女性が多く含まれているためであると推測される。 

説明変数には、家庭要因、職場要因、意識要因を用いる。以下に詳細を示す。 
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（1）家庭要因 

 家庭要因として、回答者本人の家事育児負担割合、子どもの数、末子 6 歳未満ダミー、

配偶者の雇用形態、回答者本人の年収が世帯年収（本人の年収＋配偶者の年収）に占める

割合17を加える。 

 

（2）職場要因 

 職場要因については、多くの設問が用意されているのが本データの特徴である。昇進に

よるメリット・デメリットに関する変数には、費用便益として特に注目をしたいために個

別のダミー変数として投入する。また、両立支援策や女性活躍施策等については先行研究

同様に因子分析を行った上でその影響を見る。 

 まず、管理職の働き方を本人がどう捉えているかについて、管理職に就く過程と管理職

に就いた後の働き方について聞いた 8 つの変数をダミー化して用いる。 

① 管理職だからといって、残業や休日出勤が多いということはない 

② 管理職になるまでに、必要な知識や経験を身につける機会がある 

③ 管理職になった後も、相談できる同僚や先輩がいる 

④ 身近に同性の管理職がいる 

⑤ 身近に家庭と仕事を両立しながら管理職として活躍している人がいる 

⑥ 一度管理職になっても、希望に応じて降格する制度がある 

⑦ 管理職に大きな権限が与えられている 

⑧ 転勤できることが管理職につく要件とされない 

次に、両立支援策、女性活用推進策などの制度は、因子分析を用いてスコアを

作成した。 

① 両立支援施策 

 企業の両立支援策については、「あなたの現在の勤め先の状況としてあてはまるものは、

どれですか」という設問に対して、【仕事以外の時間のとりやすさについて】という枠組

みの中で 5 つの項目に関してその有無を聞いている。因子分析の結果、第 1 因子で「育

児休業など家庭と仕事の両立を支援する制度が利用できる」（因子負荷量 0.6947）、「育児

や介護などと仕事の両立に配慮や理解がある」（0.6684）が大きな正の値を示し、「ファミ

リーフレンドリーな職場」を抽出していると解釈できるため、この第一因子のスコアを分

析に用いた。 

② 女性活用推進策 

 女性活用推進策については、「あなたの現在の勤め先の状況としてあてはまるものは、

どれですか」という設問に対して、【処遇の公正さや女性の活用について】という枠組み

の中で 5 つの項目に関してその有無を聞いている。因子分析の結果、第 1 因子で「仕事

 

17 割合は、次のように計算した。本人の年収割合＝ 本人の年収／本人の年収＋配偶者の年収 
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と家庭を両立しながら、仕事もキャリアアップできる環境である」（因子負荷量 0.4699）

「女性社員の能力発揮のために、組織全体で努力している」（0.4970）の 2 つの項目が大

きな正の値を示しており、「女性活用に積極的な職場」を抽出していると解釈できるため、

この第一因子のスコアを分析に用いた。 

 

（3）意識要因 

 意識要因には、もともとの昇進意欲ダミー、性別役割分業感ダミーを加える。もと 

もとの昇進意欲ダミーは、回顧的な回答18を利用し、「あなたが学校を出て初めていました

か」に対して、「管理職として組織の経営や管理に携わりたい」の「そう思った」「どちら

かといえばそう思った」を 1、「どちらかといえばそう思わなかった」「そう思わなかった」

「わからない」を 0 とした。性別役割分業感ダミーは、「あなたは、『夫は外で働き、妻

は家庭を守るべきである』という考え方をどう思いますか」に対して、「賛成」「どちらか

といえば賛成」を 1、「どちらかといえば反対」「反対」「わからない」を 0 とした。 

 

（4）コントロール変数 

 最後に、コントロール変数として性別、年齢、学歴、企業規模、職種を加える。また、

本調査では一般職か、総合職かを分ける調査項目がなかったため、「昇進見込みがあるか

どうか」をその代理変数として加える。表 6－1 に第二段階の推計で用いるサンプル（39 

歳以下の有配偶者で、かつ正社員）の記述統計量を示す。 

 

 

18 回顧的データの取り扱いについては、信頼性、安定性などの面から注意が必要である。本来であれば

パネルデータを用いるか、または当該変数に影響を与える変数から予測値を導き出すことが望ましい。

しかし筆者が知る限り昇進意欲に関する回答項目があるパネルデータは今のところ日本にはなく、また、

昇進意欲自体の研究が比較的近年始められた研究であるため、回答者が入職前の十分な情報を含むデー

タが見当たらない。回顧的なデータの信頼性に関する先行研究においては、事実に関する情報（入院歴

や育児歴など）は不安定になりやすいが（Bernard et al, 1984）、回顧的な質問でもより個人的なものは

回答が比較的安定していることが示されている (小島, 2011)。本章における「もともとの昇進意欲」は

回顧的データであるが、個人的な質問であると考え、変数として使用した。なお、本章では「過去の昇

進意欲」→「現在の昇進意欲」という因果の方向性があると考えている（現在の昇進意欲が高い者が意

図的ではなくとも過去の昇進意欲も高く答えている可能性があるが、本章ではその点は考慮していない）。 
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表６－1 記述統計量 

 

 

 

観測数 平均値 標準偏差 観測数 平均値 標準偏差 観測数 平均値 標準偏差

被説明変数

現在の昇進意欲 1554 0.473 0.499 1252 0.526 0.500 302 0.252 0.435

説明変数

性別ダミー 1554 0.807 0.395

<家庭要因>

子ども数 1554 1.070 0.928 1252 1.141 0.923 302 0.778 0.893

末子6歳未満ダミー 1554 0.545 0.498 1252 0.579 0.494 302 0.404 0.492

家事育児負担割合 1554 3.427 2.584 1252 2.499 1.769 302 0.778 0.893

配偶者正社員ダミー 1554 0.396 0.489 1252 0.275 0.447 302 0.404 0.492

配偶者非正規ダミー 1554 0.198 0.399 1252 0.240 0.428 302 0.023 0.151

配偶者起業・自営ダミー 1554 0.019 0.138 1252 0.007 0.085 302 0.070 0.255

配偶者無職ダミー 1554 0.387 0.487 1252 0.478 0.500 302 0.010 0.099

賃金比 1554 0.740 0.229 1252 0.816 0.177 302 0.425 0.128

もともとの昇進意欲ダミー 1554 0.425 0.495 1252 0.470 0.499 302 0.242 0.429

性別役割分業感ダミー 1554 0.460 0.499 1252 0.511 0.500 302 0.248 0.433

<昇進の費用便益>

「管理職だからといって、残業や休日出勤
が多いということはない」

1554 0.308 0.462 1252 0.321 0.467 302 0.252 0.435

「管理職になるまでに、必要な知識や経験
を身につける機会がある」

1554 0.333 0.471 1252 0.347 0.476 302 0.272 0.445

「管理職になった後も、相談できる同僚や
先輩がいる」

1554 0.252 0.434 1252 0.262 0.440 302 0.212 0.409

「身近に同性の管理職がいる」 1554 0.315 0.465 1252 0.339 0.474 302 0.215 0.412

「身近に家庭と仕事を両立しながら管理職とし

て活躍している人がいる」
1554 0.224 0.417 1252 0.216 0.411 302 0.258 0.438

「一度管理職になっても、希望に応じて降格す

る制度がある」
1554 0.134 0.341 1252 0.129 0.336 302 0.156 0.363

「管理職に大きな権限が与えられている」 1554 0.152 0.359 1252 0.149 0.357 302 0.162 0.369

「転勤できるということが管理職につく要件とさ

れない」
1554 0.159 0.366 1252 0.155 0.362 302 0.175 0.381

<職場要因>

因子スコア1（≒ファミリーフレンドリーな職場） 1554 0.104 0.837 1252 0.000 0.807 302 0.537 0.823

因子スコア2（≒女性活用に積極的な職場） 1554 0.044 0.811 1252 -0.031 0.751 302 0.358 0.963

<コントロール変数>

20～29歳ダミー 1554 0.200 0.400 1252 0.172 0.377 302 0.318 0.466

30～34歳ダミー 1554 0.375 0.484 1252 0.376 0.485 302 0.368 0.483

35～39歳ダミー 1554 0.425 0.495 1252 0.452 0.498 302 0.315 0.465

中卒 1554 0.010 0.098 1252 0.011 0.105 302 0.003 0.058

高卒 1554 0.190 0.392 1252 0.181 0.385 302 0.225 0.418

短大・高専卒 1554 0.127 0.334 1252 0.098 0.298 302 0.248 0.433

大学卒 1554 0.553 0.497 1252 0.571 0.495 302 0.477 0.500

大学院修了 1554 0.120 0.325 1252 0.138 0.345 302 0.046 0.211

専門的・技術的な仕事ダミー 1554 0.503 0.500 1252 0.537 0.499 302 0.364 0.482

事務の仕事ダミー 1554 0.253 0.435 1252 0.196 0.397 302 0.490 0.501

販売の仕事ダミー 1554 0.108 0.311 1252 0.120 0.325 302 0.060 0.237

サービスの仕事ダミー 1554 0.043 0.203 1252 0.044 0.205 302 0.040 0.196

生産工程・労務の仕事ダミー 1554 0.032 0.177 1252 0.037 0.188 302 0.013 0.115

その他ダミー 1554 0.060 0.238 1252 0.067 0.250 302 0.033 0.179

企業規模1～29人 1554 0.147 0.354 1252 0.123 0.329 302 0.245 0.431

30～99人 1554 0.135 0.342 1252 0.137 0.344 302 0.126 0.332

100～499人 1554 0.218 0.413 1252 0.224 0.417 302 0.192 0.395

500～999人 1554 0.082 0.275 1252 0.087 0.282 302 0.063 0.243

1000人以上 1554 0.316 0.465 1252 0.331 0.471 302 0.252 0.435

官公庁 1554 0.102 0.302 1252 0.097 0.296 302 0.123 0.328

昇進・昇給・職種転換見込み 1554 0.334 0.472 1252 0.344 0.475 302 0.291 0.455

全体 男性 女性
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第５節 昇進意欲を規定する要因 

 現在の昇進意欲を被説明変数として二段階推計を行った結果が表６－2 である。 

 まず、本章で注目した家庭要因であるが、男女ともに、家庭要因として投入した変数の

中で、昇進意欲と有意な関係があるものは見られなかった。これに対して、もともとの昇

進意欲（学卒時の昇進意欲）は現在の昇進意欲に男女ともにプラスの影響を与えており、

家事育児負担の実際の軽重というよりは、もともとどういうキャリアを築きたいかという

意識の方が現在の昇進意欲と有意な関係がある。昇進意欲と家庭要因の関係は、因果関係

が逆の場合も考えられ（例えば、昇進意欲が高いから子ども数が少ない、など）、ここで

は単に昇進意欲と家庭要因の間には有意な相関関係がないと述べるにとどめる。 

 管理職の費用便益をどのように考えているかは、男女ではっきりと違いが見られた。男

性は、「管理職だからといって、残業や休日出勤が多いということはない」「管理職になる

までに、必要な知識や経験を身につける機会がある」「管理職になった後も、相談できる

同僚や先輩がいる」「管理職に大きな権限が与えられている」の 4 つが、管理職への昇進

意欲を高めているのに対し、有配偶女性の昇進意欲には、管理職になることの費用便益は

昇進意欲に対して有意な影響を与えていない。また、先行研究において女性の昇進意欲に

有意に正の影響を与えていた「女性活用に積極的な職場」は、本章では有意にならず、施

策の効果は未婚者への限定的なものである可能性が指摘できる。 

 その他の変数を概観すると、まず年齢は、男性は年齢階層が上がるほど昇進意欲が無く

なっていき、女性は逆に高い年齢層（35 ～ 39 歳）で昇進意欲を持つことが確認された。

今回の分析からは（昇進意欲の高い）役職者を除いてあるので、男性の場合は、高年齢層

になるほど相対的に意欲の低い者がサンプル内に増えているのではないかと考えられる。

学歴は、男女ともに、「短大・高専卒」の場合に高卒の者よりも昇進意欲が高まる。企業

規模は女性の昇進意欲に影響を与えており、1000 人以上の大企業に勤めている場合と、

官公庁に勤めている場合に、30 ～ 99 人規模企業に勤めているよりも昇進意欲を下げる。

男性は昇進・昇給・職種転換見込みがある場合に昇進意欲が高まるが、女性にそのような

傾向は見られなかった。逆ミルズ比は男女ともに非有意であり、予想と反し、使用したデ

ータではセレクション・バイアスが働いていなかった。 

 次に、二段階推計の一段階目の推計結果について見る。子ども数や末子 6 歳未満ダミ

ー、配偶者雇用形態など、（推計の二段階目である）昇進意欲に影響を与えていると予想

していた変数は、正社員としての就業の有無を被説明変数とした場合、有意な影響を与え

ていた。子どもについては、末子が 6 歳未満であると男性の正社員就業確率を高める一

方で、女性の正社員就業確率を下げる。また、子ども数の増加は女性の正社員就業確率を

下げるが、男性にはそのような傾向は見られない。配偶者の雇用形態については、男性の

場合、配偶者が非正規職や起業・自営業の場合に、配偶者が正社員である場合と比べて本

人の正社員就業確率が下がり、女性の場合、配偶者が無職の場合に、配偶者が正社員であ

る場合に比べて本人の正社員就業確率が下がるが、これは雇用状態が不安定な者同士が結
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婚している傾向を表すのかもしれない。ただし、表６－2 の推計一段階目において、「配

偶者の年収（対数）」が女性に対してマイナスに有意であるので、配偶者の年収の高さは

有配偶女性の正社員就業確率を有意に下げることが確認された。 

 意識変数は、性別役割分業感は男女ともに有意な影響を与えているが、方向性は逆であ

る。男性は、性別役割分業を支持すると正社員就業確率を高め、女性は性別役割分業を支

持すると正社員就業確率を低める。女性の場合、過去の昇進意欲は正社員就業確率に強い

プラスの影響を与えている。 

 社会人になってから初めの 5 年間で最も長く勤務した職場についての変数（表６－2 

の推計一段階目「社会人になって最初の 5 年が正社員ダミー」）について確認すると、そ

こで正社員として働いていた人は、男女ともに現在も正社員として働いている確率を高め

る。その職場がファミリーフレンドリーな職場であった場合は、男女ともに現在の正社員

就業確率を高めるが、女性活用に積極的な職場であったことは、男性の正社員就業確率を

有意に下げる。  
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表６－2 昇進意欲の決定要因 
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第６節 仮説の検証 

 得られた結果をもとに仮説を検証する。昇進意欲に影響を与える家庭要因として、家事

育児負担割合、子ども数、末子年齢、配偶者の雇用形態、本人の年収割合を考えたが、意

外なことに、正社員女性の昇進意欲について、現実的な家庭負担は全て有意な関係が見ら

れなかった。 

 対照的に、正の関係が見られたのがもともとの昇進意欲と現在の昇進意欲の関係である。

今回の分析結果からは、昇進意欲は学校卒業時までに形成される選好として重要であり、

正社員就業をしている者については、その後の婚姻、出産、現実の家事分担などの現実と

の関係は薄いといえる。この点で、もし女性の昇進意欲を高めたいと考えるならば、学校

教育や家庭教育など、就業する前の意欲の醸成が重要であることが示唆される。もっとも

他方で、育児に関する変数や性別役割分業観については、正社員としてとどまるかどうか

を決定する要因として、女性にマイナスに働くことが推計一段階目において改めて確認さ

れた。つまり家族変数は、正社員の昇進意欲ではなく、もっと前の段階（正社員として働

くかどうか）で女性の就業に影響を与えている。しかし日本ではいったん正社員から離職

すると正社員に戻りにくく、また非正社員の管理職は少ないことから、正社員として働き

続けられなければ現実的に女性の昇進は困難であるといえよう。結婚や出産をする前の早

い段階で、女性の昇進意欲を高めておくことが、結果的には離職の防止にもなることが指

摘できる。逆に、結婚や出産で会社を辞めず、正社員として働き続けることを選択した女

性については、家事や育児をどのように正社員就業と両立するかは既に折り合いをつけて

おり、その段階になると子どもがいることが昇進意欲を引き下げることはなく、それより

ももともとの昇進意欲が高いかどうかが昇進意欲を決定する要因となっている。このこと

は、子どもがいる正社員女性の昇進意欲は子どもがいない者よりも低いだろうと企業が想

定すべきではないことを示している。 

 次に、管理職になることの費用便益である。男性は、管理職になって権限が拡大するこ

とを管理職になることの便益と捉え、昇進意欲を高めている様子が確認された。また、管

理職になることの費用であると考えられる、時間外労働の多さや困難は、管理職だからと

いって時間外労働が多いということはない場合に、また、相談できる同僚や先輩がいる場

合に軽減され、逆に昇進意欲にプラスの影響を与えていた。また、管理職になるまでの教

育訓練の機会が十分にあると認識していることが男性の昇進意欲を高めていた。これに対

して有配偶女性では、管理職になることの費用や便益は昇進意欲と有意な関係が見られな

かった19。管理職になることに対する費用を低めるような雇用管理がされているという認

 

19 学歴によって雇用管理が異なることを考慮し、大卒者に限定した分析も行った。男性では結果に大き

な違いは見られなかったが、女性では「身近に家庭と仕事を両立しながら管理職として活躍している人

がいる」が昇進意欲に有意にプラスに、「一度管理職になっても、希望に応じて降格する制度がある」が

有意にマイナスに働くことが確認された。 
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識そのものも男性より全般に低い特徴があった。 

 職場環境について、昇進意欲と「ファミリーフレンドリーな職場」であることは有意な

関係がないが、「ファミリーフレンドリーな職場」であることは、男女の正社員就業確率

を有意に高める。就業継続なくしては昇進できないならば、ファミリーフレンドリーな職

場環境を整えることは昇進にも間接的に影響していると言える。その上で、ライフイベン

トを超えて就業継続した女性に対してどのような雇用管理を行っていくかを考えなけれ

ばならない。 
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第７節 小括 

 本章では、有配偶女性の昇進意欲に影響を与える要因として、家庭要因に特に注目しな

がら、職場要因、意識要因の 3 つの側面から計量的な分析を行った。 

 実証分析の結果、家事や育児の現実的な負担は女性の昇進意欲とは有意な関係が見られ

ず、もともとどういう昇進意欲を持っていたかが重要であることがわかった。同時に、家

事や育児の現実的な負担が重いと考える女性は、現状では昇進を諦めるというより正社員

就業を諦める傾向が強いことが確認された。 

 得られた結果を総合すると、現状では、もともと昇進意欲が比較的高い有配偶女性しか

正社員として企業に残ることができておらず、企業において従業員の育成、特に入社時そ

れほど昇進意欲が高くない女性の意欲のコントロールがうまくできていない可能性が指

摘できる。 

 筆者は全ての労働者が昇進意欲を持つべきだと考えているわけではないが、もともと昇

進意欲が高くない者が結婚出産時に離職する傾向が高いのであれば、早い段階で昇進意欲

を持たせることが女性の就業継続にとっても有効であると考える。 
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第７章 まとめと考察 

本研究では、日本の女性を取り巻く労働環境の中でも、特に出産前後からそれ以降のキ

ャリアに焦点を当て、両立支援策の中でも特に短時間勤務制度の利用が、女性の賃金に対

してどのような影響を持つのか、また、出産後に職場復帰したとして、その後のキャリア

発展は可能なのかどうか、女性の昇進意欲した計量分析を行った。終章に当たる本章では、

得られた結果についてもう一度まとめ、最終的にどういった示唆を示すことができたのか

について検討していきたい。 

 

第１節  研究のまとめ  

 本研究ではまず、労働市場における男女の経済的な格差について実際の状況と、経済

学における差別をはじめとした男女格差を説明する理論、また、理論枠組に基づいた実

証研究レビューを行った。そのうえで本研究の問題意識は、男女の経済格差を是正する

ための施策である両立支援策が、実は利用の仕方によっては逆に男女間経済格差を助長

する可能性があるのはないかというものであった。問題意識の前提となる社会的な背景

として、2015 年に実施された『第 15 回出生動向基本調査』における、育児休業制度を

利用した就業継続の増加、及び、2010 年の制度義務化による短時間勤務制度利用の増加

がある。両制度については、法定以上に手厚い制度整備を行っている企業も多くみら

れ、長期的な制度利用に関して、既に事例研究によってキャリアへのマイナスの影響が

指摘されていた。 

そこで第 4 章では、21 世紀職業財団「育児をしながら働く女性の昇進意欲やモチベー

ションに関わる調査」（2013 年）を用いて、短時間勤務制度取得の決定要因、及びその

利用と利用期間が現在年収にどのような影響を及ぼすのかについて分析を行った。 

第 4 章で用いたデータは、300 人以上規模企業に勤める、子どもを持つ女性正社員

2500 名という、分析を始める時点で既に限定されたサンプルを対象とした調査であると

いう注意が必要であるが、ある程度雇用慣行や制度が整った企業に勤める、子どもを持

った正社員女性という対象サンプルは、制度の影響などをはっきりと観察できる良質な

サンプルであるという特性がある。また、本データはクロスセクショナルデータではあ

るが、個人がこれまでに利用した制度の利用期間が詳細に把握できるという点で、他の

調査にはほとんど見られないメリットがあった。 

分析の結果として、まず短時間勤務制度取得の決定要因については、短時間勤務制度

が義務化された 2010 年以前と以後に制度を利用した女性にサンプルを分けてプロビッ

ト分析を行った結果、義務化の前後で取得要因に変化があったのは、職場環境であっ

た。義務化以降、特に長時間勤務が蔓延している職場では取得しにくく、育児に理解が

ある職場では取得しやすいという結果になった。これはある意味では当然の結果のよう
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に聞こえるかもしれないが、義務化後にその傾向が表れたという点が興味深い。つま

り、短時間勤務制度の単独措置義務化により、すべての企業において、制度が整備され

ているかに関わらず、労働者の要望に基づき短時間勤務制度を取得させなければならな

くなったことで、職場環境が制度の取得しやすさに与える影響が鮮明になったのではな

いかと解釈した。裏を返せば、義務化以前には、制度を取り入れやすい企業だけが制度

を取り入れていたとも考えられる。今後、制度になじまない企業において、職場環境の

改善を行っていく必要があるだろう。 

第 4 章では短時間勤務制度の利用や利用期間が現在年収に与える影響を見た所得関数

の推計も行った。予想した通り、長期に渡る短時間勤務制度の利用は、現在年収に対し

て有意にマイナスの影響を及ぼすことが明らかになった。長期とは一体どれくらいの期

間のことを指すのかというと、2 年以上の利用である。 

しかし、クロスセクショナルデータでは、個人の観察できない異質性が所得と短時間

勤務制度利用の両方に影響を与える可能性が排除できていなかった。ここで考える観察

できない個人の異質性とは、つまり、仕事に対してそれほど熱心ではない（逆に言うと

家庭や子育てに力を入れたい）女性ほど、短時間勤務制度を取得するのではないかとい

う点である。そういった女性は、所得の上昇や昇進などには興味がないため、制度をし

っかり利用してから復職するのではないか。逆に仕事に対して熱心な女性は、制度利用

が賃金に与える影響を心配し、制度を利用しないか、制度の利用もそこそこにすぐに職

場復帰を果たすのではないか。クロスセクショナルデータでは、このような女性のし好

の差異を過剰に拾ってしまう恐れがあった。 

そこで第 5 章では、パネルデータを用いて制度の利用が賃金に与える影響に関する分

析を行った。パネルデータは同一の個人の変化を拾うため、固定効果モデルを用いれ

ば、上記で述べたような観察できない個人属性による差異の影響を受けない推計を行う

ことができるためである。その結果、同一の個人で見た場合には、短時間勤務制度を利

用することは、雇用を正規雇用から非正規雇用に切り替えた場合は賃金に対して有意な

マイナスの影響があるが、正規雇用のままであればむしろ時間当たり賃金を上昇させる

効果を持っていた。しかしこれは短期の影響であり、また、福利厚生の影響を過剰に拾

ってしまっている可能性がある。 

第 5 章では、記述統計や OLS を用いた分析でも行っており、そこでも明らかになった

ことがある。まず記述統計では、両立支援制度を利用できているのは、出産全体の大体

4 割程度ということである。我が国における過半数の出産は制度の恩恵を受けることが

なく、出産のコストを母親、もしくは家庭で全て背負っている。出産のコストを企業や

社会と一緒に負担することができているのは、雇用が安定している正社員女性であり、

安定した雇用に就いた女性は制度を利用し就業継続することによってますます安定して

いく。 
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OLS では、先行研究で見られたような、賃金の高い女性が育児休業を取得するという

結果については見られなかったが、代わりに、賃金の高い女性が短時間勤務制度を利用

するという構図が見られた。育児休業制度は近年利用率が（就業継続者の中で）80％を

超え、十分に普及してきた感がある。現在は、短時間勤務制度が、かつての育児休業制

度同様、恵まれた層の女性が利用する制度になってきているのでないだろうか。 

第６章では、少々視点を変えて、女性が出産を超えて就業継続した場合に、どのよう

なキャリア発展が望めるのかという視点で、女性の昇進意欲に着目した分析を行った。

第 4 章と第 5 章は出産の前後に着目した分析だったが、第６章は、女性の就業継続が増

加していくと予想される今後の日本にとって、より示唆的な分析を行ったと言える。日

本では諸外国と比較して、妻にかかる家事育児負担が重いため、両立支援策を利用して

就業継続ができたとしても、なかなか昇進に結びつかないのではないかという問題意識

があり、家庭要因が昇進意欲に与える影響を分析した。その結果、家事や育児の負担が

重いと考える女性は、昇進云々の前に正社員就業を諦めてしまう傾向があることが明ら

かになった。正社員就業を継続した女性については、昇進意欲と家事育児負担などの家

庭要因の間に有意な関係はなく、もともと学卒時に昇進意欲が高かったことが昇進意欲

に影響を高めていた。 

 

第２節  考察 

以上の結果を踏まえて、本研究を第 1 章で記した本研究の目的に沿ってまとめていき

たい。第一の目的は、両立支援策利用の中でも、これまで研究がほとんど行われてこなか

った短時間勤務制度に着目して、短時間勤務制度取得の決定要因を明らかにすることであ

った。ここでは、職場環境がより重要な影響を及ぼすことが明らかになったため、今後の

企業による環境整備に期待したい。女性の就業継続が今後も増加するとしたら、単純な制

度の整備だけでなく、目に見えない取得しやすさという環境整備も企業側に求められるこ

とになる。また、クロスセクショナルデータではあるが長期的な利用が所得に対して有意

に負の影響を与えていたことから、充実した制度設計が必ずしも女性のためになるわけで

はないということを企業側も知っておく必要がある。 

第二の目的は、両立支援制度の利用や利用期間が女性の賃金に与える影響を明らかにす

ることであった。ここでは、長期的な利用が所得に負の影響を与える可能性がある一方で、

雇用が安定している恵まれた女性だけが制度の恩恵を受けることができている現状を指

摘した。子どもを持つコストを誰が負担するのかという点について、より社会的な議論が

必要であると考える。もちろん第一義的には子どもを持つコストは家庭にあり、伝統的に

は母親にあるという考え方が（近年変化の潮流を感じつつあるとしても）今の日本では主

流であるかもしれない。しかし、世界的な仕事と家庭両立の流れ、日本の男性の家庭に関

わる時間の短さ、少子高齢化が加速する中での子どもの公共性を考えると、母親や家族だ

けに子どもを持つコストを負担させていたこれまでの潮流を見直す必要があるのではな
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いかという問題意識を改めて強調したい。 

第三の目的は、両立支援制度などを利用して就業継続したとして、女性が職場復帰後

に自身のキャリアを発展させていくことができるのかどうか可能性を探ることであっ

た。ここでも企業にかかる責任として、あるいはこれは学校や家庭教育の問題なのかも

しれないが、学卒後の早い段階に女性の昇進意欲を高めていくことが、結果的に出産前

後の離職を減らし、出産後も意欲を持って働き続けることができる女性を増やすことが

明らかになった。 

本研究は育児休業制度、短時間勤務制度などの制度に着目してきたが、最終的な議論

として、制度は制度単体としても重要であるが、それ以外に、各ステイクホルダーが制

度をどのように活用するかという視点も同じように重要なのではないかと考える。ステ

イクホルダーには社会、企業、配偶者、女性自身が含まれる。 

まず、本研究で使用した個票データでは、両立支援制度を利用できる正社員女性に着

目していたが、研究の流れの中で、制度がそもそも利用できない層についても垣間見る

機会があった。日本は世界に類を見ない少子高齢化社会であり、労働力の確保も出生率

の上昇も喫緊の課題である。出産前後の雇用上の地位が本人の意思とは無関係に不安定

になる出産・育児期を支える制度を、雇用が安定している層にのみ保障することは社会

厚生にとって本当に望ましいのだろうか。 

もちろん育児休業制度や短時間勤務制度は職場復帰をサポートするための制度として

日本では設計されているため、非就業者や離職者をカバーする必要があるのかという議

論は別途必要だが、女性の場合出産前後で就業状態が不安定になりやすい社会環境や、

幼い子どもを抱えて就職することが難しく、離職期間が長期化すると再就職しにくくな

る等の雇用環境を鑑みると、雇用安定層以外にも両立支援制度の恩恵を届けるような何

らかの制度設計が必要ではないだろうか。企業は、制度を取りづらい環境を放置してお

くことも、逆に手厚すぎる制度を整備することも、どちらも女性のキャリアを阻害する

可能性があるため、非常に微妙な舵取りが求められている。今後の方向性として、制度

が取りやすいのは当然求められる環境整備としても、家庭と仕事の両立支援という従来

の福利厚生を充実させる支援から、家庭とキャリアの両立支援に舵を切っていくという

のが望ましいのではないかと考える。 

また、企業は、制度を取りづらい環境を放置しておくことも、逆に手厚すぎる制度を

整備することも、どちらも女性のキャリアを阻害する可能性があるため、非常に微妙な

舵取りが求められている。今後の方向性として、制度が取りやすいのは当然求められる

環境整備としても、家庭と仕事の両立支援という従来の支援から、家庭とキャリアの両

立支援に舵を切っていくというのが望ましいのではないかと考える。 

そのためには、女性の昇進意欲をどのように生かしていくかについて議論を深めてい

く必要がある。もともと昇進意欲が高い女性については、適切に人材育成を行い昇進ト

ラックに乗せていく人材管理が、もともと昇進意欲のそれほど高くない女性について
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は、出産前後に離職して本人にとっても企業にとっても損失になることがないように、

意欲を高めるような育成が求められる。先行研究では「良い」上司の下につくことで女

性の昇進や昇進意欲が促されることが示されていたが、配属先の上司が「良い」かどう

かが運に左右されるということがないよう、上司に対する研修を行うなどが有効だろ

う。 

また、長時間労働が蔓延する職場では、やはり制度が取得しづらいことが明らかにな

ったことから、長時間労働が常態化しているような職場は、まず労働時間の改善に着手

すべきであろう。長時間労働の蔓延は制度取得への心理的な壁であると同時に、出産・

育児期にはない労働者にとってもメンタルヘルスを損なう危険性がある。母親にのみ優

しい職場を作ろうとするわけではなく、すべての労働者が気持ちよく働けるようにする

環境を整備することが結果的に企業の利益にもつながるのではないかと考える。 

配偶者は、これまで家計生産理論でも明らかにされていた通り、仕事にまい進するこ

とで家庭での生産の総量を最大化してきた功労者であるが、女性の社会進出が進む中で

は、やはり配偶者も家計生産をより負担していかなければならないだろう。逆もまたし

かりであり、配偶者に家計生産を分担するのであれば、同じように妻側も市場生産を負

担していかなければならない。労働市場で男女賃金格差が残るうちは夫と同じ賃金を市

場生産によって得るということは難しいが、どこが夫婦の落としどころなのか、双方が

納得できる分担を、双方のキャリアプランも考慮に入れた上でそれぞれの夫婦が話し合

いで解決していかなければならないだろう。実証研究では、配偶者の労働時間が柔軟な

場合、女性が短時間勤務を取得せずに就業継続できる可能性が示されたことから、在宅

勤務、テレワークなどの活用・推進、あるいは単純に週 1 日から保育園の迎えを担当し

てみるというのもいいかもしれない。 

男性配偶者が家事や育児を妻とこれまで以上に負担することで、妻にはキャリア発展

の道が開かれる。配偶者は一時的に収入が下がったり、自身の昇進に差し障りがあるこ

とがあるかもしれない。しかし、長期的な家計の最大化という観点から考えた場合、妻

も仕事を持ち、キャリアを発展させた方が家計のリスク分散にもなるだろう。 

最後に女性自身である。特に、本研究で分析対象としたような、両立支援制度が利用

可能な「恵まれた」女性たちについてである。筆者は決して、昇進至上主義者ではな

い。しかし、女性が男性に比べて労働市場でのみならず様々な差別を受けてきた歴史の

中で、両立支援策という格差是正のための手段を勝ち取り、現代の女性は横のみならず

縦にも多様な働き方を追求できる権利を手にしている。出産後の職場復帰ではまだまだ

残る多くの差別に直面するに違いないし、家事・育児と仕事の両立は想像を絶する大変

さであることは分かった上で、それでもなお、ぜひ近年の女性活躍機運の高まりを好機

として、後に続く女性たちにキャリア発展の道筋を示すような働き方をしてもらえたら

と考える。 
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学卒時までに培われた昇進意欲が、その後の出産・育児期の就業継続、その後の昇進

意欲に影響を及ぼしていることが明らかになったことからも、女性自身がどのようにキ

ャリアを形成していくかを就職する前からきちんと確立しておくことが、現状の男女格

差がはびこる労働市場においては、結局のところ最も有効であるのかもしれない。学卒

時に昇進意欲を持っていれば、会社選びや配偶者選びにも、より自身の理想の働き方を

反映させることが可能になるためである。逆に就職の段階で将来の展望について具体的

なビジョンを描けていないと、両立支援制度はあっても取得しづらい企業を選んでしま

ったり、出産後のキャリアについて配偶者ときちんと夫婦間で共有しなかったりして、

ただでさえ離職リスクが高いのに、さらになし崩し的な離職の可能性を高めることにな

ってしまうことになる。 

 

第３節 今後の課題 

本研究では女性の出産前後、そして出産後のキャリア形成が、制度と関連して現状で

はどうなっているのか、今後どのような方向性の支援を行っていくべきなのかを検討す

るための端緒となる分析を行ってきた。今後に残る課題として、今回、パネルデータを

用いた研究においては、サンプルサイズの問題から、制度の利用期間や、母親の学歴な

どの属性別に賃金ペナルティがどのように異なるかという詳細な分析ができなかった。

短時間勤務制度取得者を十分な量確保できるデータを用いて、今後は短時間勤務制度利

用期間が中長期的に賃金へ与える影響について考えていく必要がある。 
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【参考資料】 

20 ページの④′式において、ケアにかける時間が増えると(𝑐ℎ↑)、賃金𝑤(𝑖)（こ

こでは逓減すると仮定する）がどうなるか比較静学を行うために、④′式

𝑤′(𝑖)𝑑𝑖(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) = 𝑤(𝑖)を全微分すると、以下の⑤式になる。 

 

𝑤′′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 𝑤′(𝑖)𝑑𝑙 − 𝑤′(𝑖)𝑑𝑖 − 𝑤′(𝑖)𝑑𝑐ℎ = 𝑤′(𝑖)𝑑𝑖         ⑤ 

 

この時、𝑤′(𝑖)𝑑𝑙は 0 と置く（本式では、子育て時間の変化と賃金の関係を知

りたいため、子育て時間が変化した場合の余暇時間𝑙の変化は 0 であると仮定

する）。式左辺の𝑤′(𝑖)𝑑𝑐ℎを右辺に移項し、左辺を𝑑𝑖でまとめ式を展開すると 

 

{𝑤′′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 𝑤′(𝑖) − 𝑤′(𝑖)}𝑑𝑖 = 𝑤′(𝑖)𝑑𝑐ℎ 

 

{𝑤′′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 2𝑤′(𝑖)}𝑑𝑖 = 𝑤′(𝑖)𝑑𝑐ℎ 

 

𝑑𝑖

𝑑𝑐ℎ
=

𝑤′(𝑖)

𝑤′′(𝑖)(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ) − 2𝑤′(𝑖)
                 ⑥ 

 

 

最後の⑥式について比較静学を行う。𝑤′(𝑖)は、賃金の変化を表しており、これ

は常に正の値を示す。右辺分母を確認すると、𝑤′(𝑖)が逓減する場合𝑤′′(𝑖)は負

の値を取る。(1 − 𝑙 − 𝑖 − 𝑐ℎ)はつまり労働時間のことなので正の値、−2𝑤′(𝑖)は

負の値になる。右辺は全体として負の値となるので、ケアにかける時間が増え

ると(𝑐ℎ↑)、賃金𝑤(𝑖)は減少することが分かる。 
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士論文のみならず、今後の論文執筆にとっても大変に価値のあるものでした。改めて御礼申

し上げます。  

第 2 章のモデル部分作成にあたり数々のご指南をくださった東京大学社会科学研究所准

教授加藤晋先生、先生のご助言のおかげで何とか形にすることができました。本当にどうも

ありがとうございました。 

また、永瀬研究室、東京大学社会科学研究所の若手研究会、女性のキャリア研究会、また、

国立社会保障・人口問題研究所における計量 BBL（現「人口学的方法論とその応用に関す

る研究会」（DMA 研））での忌憚のない意見交換、研究の範疇を超えた何気ない会話の端々

は、研究に対して直接的、間接的に多くの気付きを与えてくださいました。 

最後に、これまで私をあたたかく見守り、応援してくれた夫と息子、両親、姉に心からの

感謝を送ります。 

※本研究の一部は、科研費（19K20880）の助成を受けました。 

※また、本研究は、日本学術振興会（JSPS）科学研究費補助金・特別推進研究（25000001, 

18H05204）、基盤研究（S）（18103003, 22223005）の助成を受けました。東京大学社会科

学研究所（東大社研）パネル調査の実施にあたっては、社会科学研究所研究資金、株式会社

アウトソーシングからの奨学寄付金を受けました。パネル調査データの使用にあたっては

東大社研パネル運営委員会の許可を受けました。 

 


